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午前 9 時 59 分 開議 

 ● 議案第55 号 平成19年度多賀城市一般会計決算及び各特別会計決算の認定について 

● 一般会計 

 ● 歳入質疑 

○森委員⾧ 

おはようございます。きょうが決算特別委員会 2 日目でございます。 

去る 9 月 13 日、東京社会文化会館三宅坂ホールにて、「奈良ゆかりのフォーラム」がござ
いました。平城遷都 1,300 年祭を前にいたしまして、 500 日前ということで、スターテ
ィングイベント、ここに我が多賀城市菊地健次郎市⾧も講演をするというふうなことで、
同席されたのが井上太宰府市⾧、それから香川県の横山三豊市⾧、松井国分寺市教育⾧さ
ん、それから我が市⾧というふうなことで、ここに私たちも参加をしてきたわけなのです
けれども、多賀城市の立ち位置、それから多賀城市の歴史、改めて、日本におけるすばら
しい位置にいるのだなというふうなことを再認識してまいりました。 

10 月からはデスティネーションキャンペーンが始まるわけでございますが、そういう意味
でも、我が多賀城市、本当に全国に誇れるものを持っているのだなというふうに思ってま
いりました。 

そこで、また財産の一つであります人間であります。人材が豊富な多賀城市でございます
ので、その人材 ── 議員諸氏それから職員諸氏、この人材をもって多賀城市の現在、未
来を審議していくこの場でございますので、ぜひ皆様の慎重なる審議、よろしくどうぞお
願い申し上げます。 

ただいまの出席委員は 21 名であります。定足数に達しておりますので、直ちに本日の委員
会を開きます。 



それでは、議案第 55 号 平成 19 年度多賀城市一般会計決算及び各特別会計決算の認定に
ついてを議題といたします。 

先日、一般会計の説明が終わっておりますので、これより直ちに質疑を行います。 

一般会計歳入歳出決算のうち、まず歳入について一括質疑を行いますが、これまでにも確
認しているとおり、本委員会は決算審査の場であり、多くの委員から発言をしていただく
ため、発言は簡単明瞭にしていただくこと。発言の範囲は議題となった案件に限られてい
ること、以上の点について再確認をしながら、質疑は 1 回 3 件程度として、初めに質疑の
要旨を述べていただいた後に、1 件ずつ質問をしていただくようにお願いいたします。 

なお、当局においても、質問事項に対して的確に答弁していただくとともに、内容に誤り
があった場合は、原則として本委員会の開会中に訂正いただくようお願いいたします。 

それでは、まず歳入一括質疑を行います。 

その前にでございますが、9 月 11 日の歳入決算説明の訂正の申し出がございますので、発
言を許します。まず、国保年金課⾧。 

○鈴木国保年金課⾧ 

大変恐縮でございますが、資料説明に誤りがありましたので、訂正説明をさせていただき
たいと思います。 

資料 4 の 23、24 ページでございます。 

このページにございます、20 款 5 項 2 目過年度収入の 3 節県費過年度収入でございます。
予算現額ゼロ円に対し収入済額 211 万 5,000 円でございますが、これは平成 18 年度の乳
幼児医療費助成事業及び心身障害者医療費の助成事業、双方の確定に伴うものであります。
以上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○森委員⾧ 

次に、こども福祉課⾧より、資料の訂正について申し出があります。よろしくどうぞお願
いいたします。 

○小川こども福祉課⾧ 

引き続きまして、資料の訂正をお願いします。 

資料の「多賀城市における行政評価の取組」を御用意いただきたいと思います。 

13 ページをお開き願います。 

下の表になります。19 年度の実績欄でございます。中段に人件費の欄がございます。ここ
が「3 億 1,000 万円」というふうに表示になっておりますけれども、「31 万円」の誤りで
したので、訂正願います。大変申しわけありませんでした。ひとつよろしくお願い申し上
げます。 

○森委員⾧ 

13 ページの、19 年度の実績の H の欄、人件費の大きな太字黒枠の中でございます。「3
億 1,000 万円」が「31 万円」というふうな訂正でございます。 



では、もう一つ、きょうも暑い日でございます。室内、温度が上がってまいりますので、
皆さんどうぞ楽な格好で御審議よろしくどうぞお願いいたします。 

では、質疑に入りたいと思います。 

○吉田委員 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律、いわゆる自治体財政健全化法に関する資料の
詳細な提示があり、また説明もありました。 

初めて決算で、これらの指標に基づく審査の決算の特別委員会でもありますし、また、こ
れらの法制定に関連することの一つのこととして、夕張市の問題などが議論されてきた経
過がありますので、これらについて二、三の論点に関してお伺いいたします。 

まず、夕張市の問題ですけれども、皆さん御承知のとおり、この時代背景については、炭
鉱の閉山と産業構造の変化があって、夕張市においては、昭和 35 年だったと思いますが、
人口が 11 万 7,000 人程度でありました。平成 19 年度で見ると、その人口は約 1 万 2,500
人と激減している状況下であったわけです。 

ここで一番問題だったのは、私の知る限りでは、やはりあってはならない、我々の認識で
は考えられないような、以前にもちょっと触れていた経過があるのですが、粉飾決算の問
題であります。そういうことからすれば、いわゆる「第 2 の夕張」ということは、とても
表現として、そんな表現はすべきことではないと。言うならば、全国どこの市町村におい
ても、こんな夕張と同じような粉飾決算などはされていないという前提であります。その
ことをまず一つ、押さえておかなければならないのではないかと、こう認識しているとこ
ろであります。この面についても、所見を伺います。 

夕張市の粉飾決算の中身なのですが、どんなことが行われてきたかということは、教訓的
にこれからの私たちの務めとしても承知しておかなければならない課題だと思いますので、
幾つか触れさせていただきます。 

一つは、一般から他の事業会計に繰り出すべき予算、これはどこの自治体でも一般会計か
ら他の事業会計への繰り出す予算措置というのはされているわけですが、夕張市の問題は、
実は繰出金としなかったのです。どうしたかというと、貸付金にしたのです。ここにもい
かがなものかなという思いをいたします。 

しかも、その貸付金の償還について、一般会計と他の会計間で、出納整理期間、どこでも
そうですけれども、4 月から 5 月の間の出納整理期間の、4 月、5 月に、ここが大きな問題
ですが、次年度の他の会計から当該年度の一般会計に償還していたのです。次年度の他の
会計から当該年度の一般会計に償還する、こんなやり方であったのです。なぜこのような
ことが⾧年続いていて、わからなかったのかと、実は不思議でなりません。言うならば、
年度をまたがる会計間の貸し付けと償還が行われてきた。一般会計の償還財源を次年度他
会計予算をいわゆる先に使うのですね。よく予算の先食いという表現をされていますが、
そんなことがされてきた。 

これらのことによって赤字額が年々増大していく。もう皆さん御承知のとおり、こういう
やり方をすると、決算の数字にあらわれてこないのです。4 月、5 月分を、出納整理期間中
にそんなやり方をするわけですから、決算の上ではその実態は、決算数値としてはあらわ
れてこない。こんなことがあったようです。 

もう一つは、貸付金の資金ですが、これがどういう形でやられてきたかというと、一時借
入金が充てられてきた。多賀城市などは、今の決算を見てもわかりますが、一時借入金な



どしないで、事務事業に取り組まれているわけですが、その一時借入金が貸付金の資金に
充てられている。ですから、一時借入金の残高が年々ふえていく。それもなかなか決算に
は明らかな数値としてはあらわれてこない。 

このように、年度間をまたがる一般会計と他会計間との貸し付けと償還が、⾧年にわたっ
て行われてきたために、赤字が見えない、多額の赤字を累積してきた。こんな関係になっ
ている問題意識なのですが、財政担当者からの所見を改めて伺っておきます。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

今、委員おっしゃられましたとおり、夕張市の問題は、当時、全国の自治体に大変大きな
衝撃を与えたことは、記憶に新しいことでございます。 

今御指摘がありましたとおり、夕張市、いろいろ事情がございました。石炭産業の衰退だ
ったり、あるいは産業構造の変化で、御指摘のあったとおり、人口は激減する、あるいは
炭鉱の、たしか炭鉱で所有していた住宅あるいは水道施設、たしか病院もだったかと思う
のですが、そういった地元の会社が持っていた社会資本、これもたしか夕張市の方で引き
受けて、それを市営住宅にしたり、市の水道にしたり、そういうことがありました。 

それで、炭鉱が立ち行かなくなったことによって、地元の産業としては観光産業に力を入
れようということで、当時、リゾート法とか、国を挙げてのそういう時期でもあったかと
思います。そういうことで、いろいろ遊園地とかスキー場とか、あるいは民間のホテルの
誘致、こういったことも一生懸命やったのですが、結果として、バブルの崩壊とかそうい
ったことで、それらの観光施設もまた立ち行かなくなり、民間の資本も流出して、またそ
のホテルを何とかしなければならないとかということで、たしかまた市営のホテルにした
りとか、いろいろそういう、大変負の循環が産業構造、あるいはその地元経済の中でもあ
ったと記憶しております。 

そのような中で、会計間でのいろいろなやりとりで、いろいろな資金ぐりをして行ってい
たのですが、結果的にはその赤字の累積につながっていったと。その手法については、今、
委員の御指摘のあったとおり、一般会計からほかの会計に貸し付けする、その貸し付けを
出納整理期間で償還をすると、その次年度の予算を使って返してもらうと。 

ですので、赤字が見えない形で、ただ、そのお金は当然動かさなければならないので、そ
のお金をどうやって調達したかというと、一時借入金で行っていたと。たしかそういうこ
とだったと記憶しております。 

そういうやり方が、結果として赤字隠し、粉飾という言葉がいいのでしょうか、赤字が見
えない形になっていたということで、今回の財政健全化法の策定の引き金になった大きな
要因だと思っております。 

一般会計だけではなくて、特別会計それから企業関係、さらには第三セクターまでも含め
て、すべて連結で見ましょうと。そうすれば、今のような一連のお金の動きがわかります
ので、全体として赤字なのかどうか、その辺が明らかになるということが、今回の法整備
のきっかけだったと思っております。 

幸い、多賀城市におきましては、そのような赤字を抱える第三セクターだったりがないも
のですから、一時借り入れを活用してという、そういうことをしなくて済んでおります。 

ただ、資金繰りとしては、御承知のとおり、基金を活用させていただいて、繰替運用とい
うことで、年度内での資金繰り、資金が入ってくる時期と支出の時期の調整はそれでさせ
ていただいているということでございます。 



何よりも、その一時借入金が膨らんでいくことが、なぜわからなかったのかというのも、
ちょっと疑問な部分がございます。御承知のとおり、予算書の一番最初の文言のところに、
一時借入金の限度額を定めさせていただいております。多賀城市では、ちょっと今、手元
にないのですが、5 億円だったかと思います。一般会計で 5 億円だったかと思います。もし
間違っていたら後で訂正させていただきますが。 

夕張市では、たしかその金額が予算規模の数倍になっていた時期もあったのではないかと。
十数億円とか、 100億円とか、そういう規模になっていた時期があったはずでございます。
その辺があったにもかかわらず、ちょっと見えなかったというのも、これは我々自治体の
財政を預かる者としても、気をつけていきたいというふうに考えております。 

○吉田委員 

状況なり問題点については、今の答弁で共有するわけであります。ぜひそんな見方を、今
後とも我々は二の舞を踏むことなく、きちんと対応していかなければならないのではない
かというふうに、教訓的に考える意味で述べさせていただきました。 

もう一つは、今、これらのことを受けてということで、話がありました健全化法との関連
ですけれども、今、夕張市の状況を伺うと、この自治体財政健全化法の旧法である自治体
財政再建化法、通称財政再建法と言っておりますが、これは昭和30年に制定されています。
そして、このたび財政健全化法が平成 19 年度ですか、制定されました。約 50 年経過して
今日の対応にというふうに、情勢の変化、また法的な措置が新たに制定されたということ
であります。 

夕張市の状況は、この旧法である財政再建化法によって、言うならば、財政再建化法とい
うのは、普通会計だけを対象にしたものであったわけです。この五十数年間、そのような
形でやってきたものであるわけです。 

この財政再建化法の枠組みのもとで、夕張市の現状というのは国の管理下で財政再建を進
めているという状況に相なっているようです。 

今も触れましたけれども、また前段にも触れましたけれども、私はそんなことからして、
夕張市の問題というのは、「第 2 の夕張だ」とかという表現は、言うならば、決算の基礎
数字が違っているわけですから、とても引用すべきことではないのではないかというふう
に思っておりますし、もう一つ、考え方を述べさせていただきますが、いわゆる自治体財
政健全化法、地方公共団体の財政の健全化に関する法律というのは、ちょっと新聞などに、
私はどうかなと思って、改めて調べてみたのですが、「この破綻に対する対応だ」という
ことが、新聞報道などでもよくされることがあるのですが、私は違うだろうと。破綻に対
する対応が自治体財政健全化法ではないという認識であります。 

それは、この法律の目的を見れば明らかなのですが、紹介させていただきます。その目的
の中には、「地方公共団体の財政の健全性に関する比率の公表の制度を設け、当該比率に
応じて、地方公共団体が財政の早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化
を図るための計画を策定する制度を定めるとともに、当該計画の実施の促進を図るための
行財政上の措置を講ずることにより、地方公共団体の財政の健全化に資することを目的と
する」。 

このことからしてみても、この法律のねらいは、破綻への対応ではないということの考え
方について、1 点伺います。それをどのように避けるのかということのこの法律は、予防的
措置を設けたことが特徴になっているのではないかと。いろいろな指標が決算資料でも示
されておりますけれども、いわゆるそれらのことを避けるための予防措置を、法律の中で



指示、いろいろな指標を示して措置しているものだ、ということではないかというふうに
理解しておりますが、そのことについての所見についても改めて伺います。 

言うならば、自治体財政の悪化を食いとめる制度が強化されたのだというのが、この自治
体財政健全化法の趣旨ではないかというふうに理解して、私は決算などについての指標と
して見ておくべきことだし、対応すべき考え方ではないかというふうに受けとめておりま
すがいかがでしょうか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まさに御指摘のとおりだと思います。財政健全化法につきましては、早期健全化基準、俗
に言う「イエローカード」、多賀城市の場合ですと、実質赤字比率が、今年度の数字です
が、お出ししておりましたとおり 13.11％、それから連結実質赤字比率で 18.11％、実質
公債費比率が 25％、それから将来負担比率が 350％、この基準を超えれば、早期健全化基
準に該当するということで、早期の、財政破綻に至らないように、早期の健全化に取り組
みましょうということの、一つの基準でございます。 

さらに、財政再生基準、これにひっかかってしまう、これを超してしまうということにな
れば、それはもう国の監視下のもとで、強制的に財政再建に取り組むということでござい
ますので、まさに今回の法整備は、再建のためのというよりも、その再建状態に至らない
ために、早期に手当てをする、それを広く公表しつつ行っていくということが、趣旨なの
だろうと考えております。 

○吉田委員 

もう一つは、これは物の見方のために、あえてわかりやすい例で述べさせていただきます
が、よく「夕張市は破綻している」と、こう一概に言ってしまうのですが、私は、その見
方は必ずしも正しいことではないのではないかと実は思っているのです。 

破綻してしまったら、例えばの話、住民票の発行はありませんね。小学校も学校がちゃん
と存在して、授業がとり行われているということにはなりませんね。破綻していると言っ
たら。 

そういう意味では、予算編成権が、当然国の管理下にありますから、それはありませんけ
れども、夕張市が破綻していると、単純に見てしまうのは、決算のいろいろな指標を見る
と同じように、財政全体を構造的に、また、自治体の行財政運営を正しく把握しようとし
た場合、一概にそういうことで言ってしまっていいのかどうかということが、私は実はこ
の間ずうっと自問自答してきました。いろいろ調べてみると、二つの例を今、住民票と小
学校の例を挙げましたけれども、そういうふうに現実とり行われている。行財政運営が行
われているのだということからすれば、一概に「破綻している」というふうに言ってしま
うのはいかがなものか、という認識を持っているのですがどうでしょうか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、自治体としての、地方公共団体として、一番住民生活に身近な地方自治体としての、
市の最低限のその公共的なサービス、住民票の発行だったり、学校だったり、保育所だっ
たり、水道だったり、いろいろあると思います。最低限のその部分については、機能は確
保されているというふうに考えておりますが、いずれ国の監視下において、予算の編成か
ら執行まですべて制限されております。 

そういった意味で、その地方自治という点で、果たしてどうなのかと、その辺に自治の余
地がどれほどあるのかというふうに考えると、限りなく小さいのだろうと思います。最低



限の行政サービスは行えるものの、住民自治という部分では、限りなく縮小されて、制限
がかかってしまうということからすると、やはりこういう事態は避けなければならないと
考えております。 

○吉田委員 

おっしゃるとおりだと思うのです。私が最後に、基本的に言いたかった趣旨は、言うなれ
ば、地方公共団体の行財政運営、またその取り組みについては、極めて重要な課題が我々
に課せられている。よって、その取り扱いについては重々拳々服膺して、事に対処するこ
とが極めて大事なのだということを、この問題から教訓的に学び取って、さらに住民の生
活や福祉の向上に、どうこの予算なり取り組みを図っていくのかということに尽きるのだ
ということを、これらの問題点の中から酌み取っておくことが肝要だろうと、そんなふう
に思っております。 

そういう立場で、今後ともこれらの課題に対処することが、必須の条件なのだということ
が示された案件であったろうと、こんなことを述べたいがために、幾つかの論点を述べさ
せていただきました。以上です。 

○佐藤委員 

初めて行政評価の取り組みということが出まして、今から皆さんのいろいろな質問が出る
のだと思うのですが、私が一番感じた感想を一言だけ。 

なぜ款ごとに並んでいないのだろうと思いました。非常に見づらいです。これは議員に参
考資料として出しているわけですから、きちんと見やすい資料にするべきだと思いますが、
その点について、まず御返事をお願いします。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

今回、皆様にお配りいたしました「行政評価の取組」についてでございますけれども、こ
の事務事業計画書の評価表、A 表と B 表を今回皆様にお配りしております。 

これにつきましては、今、全国各地で行政評価に取り組んでおります先進地の事例等を参
考にしながら、標準的な形がこんな形の評価表で今行っているようであります。 

これにつきましては、現在、平成 19 年度事業から試行ということで進めておりまして、今、
実際これを使いながら、どのように今後事務事業を展開していくのかといったことについ
ては、内部においても、この表のとおりでいいのか、あるいは、ある程度、今回、見づら
いのではないかということもありましたけれども、そういった意見をいただきながら、今
後変更していく考えはございます。 

それで、これは委員の皆様だけにお配りしたものではなくて、ホームページ上で市民の方々
にも、先週から公表しております。それについていろいろな御意見をいただきたいという
ことで、今月末までに、市民の方々からもこれに対する意見をいただくというふうなこと
で今やっておりますので、今後、また変化もあり得るということで御理解いただきたいと
思います。 

○佐藤委員 

「変化もあり得る」という返事は、ちょっとおかしいのではないですか。変えていかなけ
ればならないというふうに答えていただきたいと思います。 



皆さん方は、行政評価をして、すべて見やすくなるような仕事も含めて、自分たちで管理
しやすいような仕事の方向性に持っていくということで、真剣に取り組んでいるはずです。
国からの言うとおりの資料や他自治体のまね事の資料で済むということはないのではない
ですか。自分たちのを見たときに、これで見やすいのかどうかという感性にならないと、
おかしいと思うのですけれども。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

その点につきましても、いろいろな意見をいただきたいと思っておりますので、よろしく
お願いいたします。 

○森委員⾧ 

つけ加えておきます。申しわけないです。行政評価の取り組みについては、歳出の方の部
分が強うございますので、その辺のところも、ほかの委員にも申し上げておきます。よろ
しくどうぞお願いいたします。 

○佐藤委員 

全体の感想ですから、どこで言ってもいいのではないかと私は思うのですが、わかりまし
た。 

ぜひよろしく、見やすくて、私たちがきちんと検証できるような資料をつくっていただき
たいというふうに思います。 

それでは、歳入で、資料 4 の 8 ページ、太陽の家利用料なのですが、収入済額が随分余っ
ていまして、定員不足が生じているということなのですけれども、このことに関してどの
ように手を打ったのか、打たなかったのか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

「太陽の家」でございますけれども、これは御承知のとおり、健常児から月 5,000 円いた
だいている部分でございます。平成 19 年度に限らず、いわゆる健常児の入園が少なくなっ
てございます。そういったことで、どういった対策をということなのですけれども、広報
誌で募集をして、これは年に 2 回だったかと思うのですけれども、年度当初時点からその
定員が割れておりましたので、5 月と翌年の 1 月に広報誌に掲載をしまして、募集をかけた
ということでございます。 

ただ、結果として、定員に満たなかったというふうな形で推移してございます。 

○佐藤委員 

先ほどの行政評価の取り組みにかかわってくるのですが、私、見過ごしたら、見逃したら
済みません。このことに対して、どのように定員を満足させるのかというように工夫する
かとか、しないかとかというこの項目に対して、項目の中身で、この「太陽の家」の評価
がされていないような気がするのですが、どうですか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

これは、定員を満たすこと自体が、「太陽の家」の設置目的、いわゆるその運営目的に合
致することなのかどうかというところまで含めて、検証しなければいけないのかというふ
うに思っております。ちょっと時間がかかる可能性がございますけれども、特に「太陽の
家」ができた社会的な状況、それから障害者を取り巻くさまざまな制度、法律の体系、こ



ういったものも全体的に見合せながら、「太陽の家」としての事業の方向性、こういった
ものを考えていかなければいけないのかなというふうに思っております。 

ただ、平成 19 年度については、多分その辺の部分については、必ずしもその十分な検討が
なされなかったというふうに反省はしております。 

○佐藤委員 

「太陽の家」の事業については、本当に全国に先駆けた、大変他自治体からの見学も多い
というようなことでは、多賀城の特徴のある政策で、これからも続けていかなければなら
ないことだろうというふうに思うのです。どういう見直しがあったにしてもです。 

ましてや、障害児と健常児とのノーマライゼーションということが、今から社会の中で延々
と発展していかなければならない中で、大事な、決して見直しがどうとかこうとかで、な
くなったというようなことでは済まない事業だというふうに思うのです。そういう意識を
持ったとすれば、この二十何人とかいうその定員割れの人たちの入園を、どういうふうに
促すかというようなことでは、やはり平成 19 年度には検討しなかったということでは、済
まないのではないかというふうに思うのです。 

言い分はいろいろあろうかと思いますけれども、その「太陽の家」の運営のあり方も含め
て、やはりきちんと検証しながら、発展させる形で進めていかなければならないという、
こういうのこそ評価事業の中の第一番目に入れていかないと、多賀城の特徴というのは一
体どうなるのですか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

「太陽の家」の事業そのもののどの部分を評価するかということによって、多分お答えす
る内容も変わってくるのではないかと思います。いわゆるそのノーマライゼーションを実
現するための先駆け的な施設として、「太陽の家」は設立され、運営されてきましたけれ
ども、例えば障害者自立支援法ができたことによって、それらができる背景として、例え
ば普通の保育所に障害児を預かったりとか、あるいは普通の学校に障害児の方の受け入れ
の枠が広がったりとかというふうな形で、相当程度やはり社会的な状況が変化してきてい
るのだろうと思います。 

まさに、これはノーマライゼーションが、多賀城市が「太陽の家」をつくった当初の理想
にどんどん近づいてきているのかなということも言えるかと思います。 

ですから、そういったところも踏まえまして、健常児が確かに割っているわけですけれど
も、果たしてその 35 人を満たすことが、本来目的としたところなのかどうかというところ
まで含めて、これは検討していかなければいけないと思います。 

その辺の部分が、いわゆるここの評価表の中に十分あらわれてこなかったということでし
たので、その辺の部分については、今後十分に検討させていただきたいというふうに思っ
ております。 

○佐藤委員 

何回も言うようで申しわけないのですが、そういう、何か詭弁にしか聞こえない。お金が
足りなかったのですよ、大体において。そこを検証するのが評価事業の役割でしょ。そこ
をきちんと検証しないで、今のような言い方だけしていると、それはおかしいのではない
ですか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 



その辺の分析につきましては、例えば、保育料が安いということについては、預ける側に
とってはプラスの要素だと思います。 

ただ、果たしてそれだけでいいのかというふうな部分が、いざその保護者の側にも出てき
ているのではないかと、これが一つあります。 

それから、もう一つは、健常児を預かる側の保護者にとってみれば、自分のところにどう
も目が届きにくくなっているのかなというふうな、懸念が出てきているというふうなとこ
ろもございます。 

それから、子供がやはりだんだん少なくなってきまして、以前ですと兄弟で「太陽の家」
に入っていて、その兄弟の中でうまい関係がつくられていたと。ところが、それぞれやは
り、健常児を預ける親御さん、あるいは障害児を預ける親御さんというような形で、親御
さんの考え方それ自体もだんだん変わってきているわけです。ですから、例えば自分の子
供にもっと目を向けて、幼稚園の教育のような部分ももっと充実させてくれとか、という
ふうな形の要望もだんだん強くなってきている。 

そういったことが、健常児が入園するブレーキになっているのかなというふうに、これは
感じております。 

○佐藤委員 

結構多額な予算割れということで、私はなぜ評価事業にのらなかったのだというところが
非常に問題だというふうに思っていまして、そこをきちんと評価する、そしてこの事業の
中にのせていくことが大事なことだと、何か都合の悪いことはのせていないというふうに
思われますよ、これでは。ということでございますので、これは終わります。 

もう一つ、24 ページ、学校給食実費徴収金で収入未済額がこのぐらい出ていますけれども、
不納欠損額という考え方をしないというような説明でしたけれども、済みませんがもう一
回説明をお願いします。 

○小畑学校教育課⾧ 

学校給食費の未納額減少となるように努力することは、根幹となる大変重要な課題でござ
いますけれども、不納欠損額のことについてお話をいたします。 

地方自治法の第 96 の第 1 項第 10 号に規定する「権利の放棄」というのがございまして、
その中で、私法上、つまり「民法などの債権は含まない」と解されておりまして、その債
権である学校給食費は、当然この規定が適用されないというようなことでございます。 

したがって、時効により債権が消滅しないのに、不納欠損をすることは、債権の放棄とみ
なされると、そういうことでございます。 

○佐藤委員 

では、平成 19 年度から、民法の、今までは、私は税金だと思って、その 5 年という感覚で
いたのですけれども、その解釈の仕方を変えたということですか。 

○小畑学校教育課⾧ 

その件に対しては、大変勉強不足で、慣例により、今まで不納欠損を既決的にしてきたと
いうことでございます。 

○佐藤委員 



給食費の未納額が多いというのは、集金が大変だというのは、どこの自治体でも言われて
おりまして、なかなか集金に苦労しているかとは思うのですけれども、そういう扱いにな
ると、そうすると、お金を納められない家庭とか、あっても払わない家庭もあるというよ
うな言い方なのですが、そういうところの影響力というのはどのように考えていますか。 

○小畑学校教育課⾧ 

平成 18 年度まで不納欠損の対象としていたものは、納付期限の翌日から起算して 2 年間経
過したものということと、また、要保護・準要保護、それから市・県民税の非課税世帯、
母子世帯のうちの児童扶養手当受給世帯、それから行方不明になった者、それから 5 年以
上前のが未納というようなことにしております。 

○佐藤委員 

そういう順序で扱われてはいるのだろうと思うのですが、結局、この金額をきちんと徴収
するためには、どのような手段をとるのかというか、方法をとるのか、そういうことです。 

○小畑学校教育課⾧ 

それは、学校と連携をして、現年度分の未納額の金額を少しでも減らしてもらうというよ
うな、現年度分は学校で、過年度分は学校教育課で集めてございます。 

それに伴いまして、保護者の方に、学校を通しまして、給食費は学校給食に必要な食材を
購入するものであるということや、給食費の未納は、食材の購入に支障を来すということ
を御理解していただきまして、電話により催促、それから催促状の送付、家庭訪問等々で
お願いするつもりでございます。 

それから、学校だより、それから懇談会、父母教師会等で保護者に知らせて、理解をいた
だくというようなことでございます。 

また、教育委員会と学校が連携してやっていきたいとも考えております。 

○佐藤委員 

悪質な滞納者からは、もちろんどんどんいただかなければならないと思うのですが、本当
に今、家庭が困窮状態にあって、給食費が払えないというような人たちのところの見きわ
めは、本当にきちんと現場でしていかなければならないと思うのです。 

やはりそういうところの援助といいますか、どのようにしたらいいか私もわからないので
すが、先生が忙しい中で、そういうところも含めて、目配りや気配りをしていくというこ
とも重要だと思いますし、それから、判断したときに、要保護・準要保護という扱いにき
ちんと導いていく、そして、その親の負担を軽くしてあげるということも大事な観点だと
いうふうに思いますので、そういう視点を忘れないで、どうぞよろしくお願いをしたいと
思います。（「答弁必要でしょうか」の声あり）では、一言。 

○小畑学校教育課⾧ 

委員のおっしゃるとおり、そういう就学援助制度などの申請を促していきたいと思ってお
ります。 

○藤原委員 

財政健全化法絡みで幾つか質問させていただきたいと思います。 



私は、議運で、これは説明会をやってもらった方がいいのではないかというふうにお願い
したのですが、「いや、議会でやってください。委員会でやってください」ということで
したので、数字の確認等も含めて、幾つか質問させていただきます。 

一つは、資料 8 の 27 ページに、標準財政規模というのが出てきます。これはいろいろな指
標を出す上で、分母になる数字でして、非常に重要な数字です。もう一つ、12 ページに、
同じ言葉が出てきます。標準財政規模。言葉が、固有名詞が同じなので、金額も同じなの
かと思いましたら、若干違います。いわゆる健全化判断比率の方は、標準財政規模は 115
億 8,450 万 8,000 円、普通会計の指標の方は 110 億 2,765 万 3,000 円というふうにな
っています。 

これは同じ呼び名なのに、こういうふうに数字が違っていいものなのかどうかということ
で、疑問を持つのですけれども、内容の説明をお願いします。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

お答えいたします。 

まず、標準財政規模につきましては、資料 8 の 12 ページにあるもの、具体的には、もう少
しわかりやすく、済みません、資料 8 の 28 ページをごらんください。 

標準財政規模といいます場合には、この 28 ページの、D の実質公債費比率の表の下の方、
（M）標準税収入額、それと（N）普通交付税額、これを足したものを一般的に標準財政規
模と申します。これが 12 ページに記載されている、番号 3 番の標準財政規模になります。
これが従来から言われておりました標準財政規模でございます。 

今回、健全化判断比率の算定に当たって、この標準財政規模に、28 ページの（O）の欄、
臨時財政対策債発行可能額、これを加えたものを、健全化判断比率で言うところの標準財
政規模として取り扱いますということになっております。 

この辺、ちょっと資料の方、記載が不十分だったかと思います。取り扱いが、従来は（M)
標準税収入額と（N）普通交付税額、これの合計額が標準財政規模ということでございまし
たが、健全化判断比率で言うところの標準財政規模は、これに（O）の臨時財政対策債発行
可能額を加えたもの、そういう取り扱いになっているということでございます。 

○藤原委員 

そうすると、名前は同じでも、計算式が違うので、普通会計の場合の標準財政規模はと、
健全化判断比率の場合の標準財政規模というふうに言わなければいけないということです
ね。面倒ですね。とりあえず中身はわかりました。 

それから、資料 No.8 の同じく 27 ページなのですが、連結実質赤字比率についてなのです
が、実質収支額というのは、各会計の実質収支額だというのは、確認をしました。 

それで、水道と下水道が、いわゆる地方財政法上は公営企業になっていますが、地方公営
企業法を適用するかしないかで、その資金不足額の出し方が変わってくると。下水道はど
うもほかの会計と同じように、実質収支額をここに計上しているようなのですが、そうい
うことでいいのかということです。 

もう一つは、水道事業会計の資金不足額剰余額の 10 億 9,061 万 5,000 円というのは、ど
のようにして算出したものなのか、御説明をお願いします。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 



今、委員の方から御指摘がございましたとおり、一般会計それから特別会計につきまして
は、各会計の実質収支額、これが連結実質赤字比率の算定の基礎になる実質収支額でござ
います。 

下水道事業につきましても、法非適の特別会計でございますので、他の特別会計と同様、
実質収支額が資金不足額あるいは剰余額の額になるということでございます。 

多賀城市の下水道事業につきましては、黒字でございますので、剰余額ということになり
ます。 

それから、27 ページの、水道事業会計の資金不足比率の（B）の欄でございますが、これ
につきましては、資料 3 の数字から算出が可能です。まず、出し方でございますが、法適
用企業の資金不足額あるいは剰余額の出し方につきましては、流動資産から流動負債を引
いた金額、これになります。具体的には、資料 3 の 43 ページ、それから 42 ページになり
ます。42 ページの一番下から 2 行目、流動資産合計 12 億 5,747 万 5,840 円、これから、
43 ページの上のほう 4 番流動負債の欄がございます。ここの（2）の下に、流動負債合計
額、これが 1 億 6,686 万 899 円、これを差し引いた金額、これが（B）の 10 億 9,061
万 5,000 円ということになります。 

○藤原委員 

流動資産引く流動負債というのは、従来、監査意見報告書で示していました、正味運転資
本の概念と全く同じだというふうに理解していいのかということです。 

それから、もう 1 点は、C の資金不足比率のところに、水道事業会計の事業規模というの
が出てきます。18 億 7,019 万 7,000 円、これは何から何を引いてというか、どういう計
算式で出したものなのかと、それもあわせてお願いします。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

資金不足額の出し方は、今申したとおり、流動資産マイナス流動負債でございますので、
そのとおりということでございます。 

それから、事業規模の欄でございます。これにつきましては、水道事業会計の、同じく資
料 3 の 39 ページになります。水道事業会計の事業規模につきましては、営業収益から受託
工事収益を差し引いたものが事業規模であるというふうに、今回、この算定の記載要領で
示されております。資料 3 の 39 ページの一番上に営業収益がございます。その合計額、（4）
の右側の数字になりますが、これは 18 億 9,734 万 7,722 円、これが営業収益全体でござ
います。ここから、その上の行（3）受託工事収益 2,715 万 961 円、これを差し引いた金
額が、資料 8 の 27 ページの事業規模 18 億 7,019 万 7,000 円になるということでござい
ます。 

○藤原委員 

わかりました。 

そこで、同じく 27 ページの、資金不足比率についてお尋ねしたいのですが、水道事業会計
は資金不足比率がマイナス 58.32％というふうになっています。これはつまりどういうこ
とかというと、水道の事業規模に対して、6 割の正味のため込みを持っているのだと、多賀
城は、ですから、不足額だからマイナスとなっているけれども、事業規模の 6 割の金を今
持っているのだというふうにこれは理解していいのですね。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 



算式上、そのような取り扱いだということでございます。 

○藤原委員 

それが、全国比較ではどういう位置を占めるかというのはわかるのですか。今度の決算が
出そろってみないとわからないということになりますか。水道担当を含めてでもいいので
すが、どうでしょうか。 

○板橋水道事業管理者 

全国規模の資料は私、今持っていませんけれども、宮城県内の 12 都市プラスこの 2 市 3
町の 3 町、合わせて 15 市町のデータなら今ありますので、ちょっと御紹介したいと思いま
す。 

資金不足の比率でございますが、これはまだ平成 19 年度の決算が集まってきておりません
ので、18 年度で、今、補佐が述べたような決算表から試算していった場合ですけれども、
自治体名、いろいろ公表しているわけでないですから、自治体名は控えさせていただきま
すが、一番資金を持っているという自治体では、188.01 でございます。それで、ちょうど
15 自治体の中の真ん中が、多賀城市の 58.32 というのは、ちょうど真ん中、8 番目に該当
すると。そして一番下は、 31.39 というのがデータでございます。 

まだ全国のものは、ちょっと今、私、資料を持ってございませんけれども、今言ったのは
平成 18 年度決算で置いた結果でございます。 

○藤原委員 

それから、次が 28 ページの、実質公債費比率についてなのですが、平成 18 年度決算のと
きは、3 カ年平均で 18.3 だったと、それが 12.4 になったということです。3 年平均でい
うとそういうことになりますが、単年度比較でいうと、そこに平成 17 年度の実質公債費比
率が 12.93、それから 18 年度が 13.60 ということになっていますが、去年の決算で出さ
れた数値で、平成 17 年度の単年度の実質公債費比率は 19％というのが出ていました。し
たがって、19 年度は、去年の数値と比較すると 6.1 ポイントの開きがあります。それから、
18 年度については、今回出された資料が 13.6 なのに対して、去年は 19.3 という数字が示
されておりました。 

したがって、6 ポイント前後下がったのですね。公債費に充当される都市計画税が分子から
除外されることによって、6 ポイント前後下がったというのが説明のときの内容でした。 

それで、ちょっと質問したいのですけれども、平成 17、18、19 年度の公債費に充当した
都市計画税額というのは、それぞれ幾らになるのかということなのですが、どうでしょう
か。要するに、私の問題意識は、都市計画税だけなのかなという疑問があるのですけれど
も、それはどうですか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

今回、実質公債費比率が下がりましたのは、今御指摘のあったとおり、都市計画税の充当
が可能になったということでございます。 

都市計画税のその充当に対するルールでございますが、まずは、当該年度、その年の都市
計画事業の事業費にまずは充てなさいと。そのほかに、それを先に充てた上で、今度は過
去に行った都市計画事業の公債費に充てなさいという、そういうルールでこの実質公債費
比率を出すことになっております。 



その結果、多賀城市で平成17年度に公債費の充当財源として都市計画税を充てた可能額が、
算定した金額につきましては、およそ 5 億 4,000 万円、それから 18 年度におきましては
5 億 3,000 万円、19 年度につきましては 5 億 2,600 万円ほどが、公債費への充当が可能
な都市計画税という算定になっております。 

○藤原委員 

それで、その公債費比率が下がった理由というのは、すべてその都市計画税の扱いが変わ
ったものだけなのだというふうに理解してよろしいのですか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

一番大きな要因はこの都市計画税の充当でございます。 

○藤原委員 

まあ、大半がそうだということで、では受けとめておきましょう。 

それから、ここの欄で、もう 2 点だけなのですけれども、実質公債費比率の（C）のところ
ですが、「公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金」が、平成 18 年から 19
年にかけて大幅に減りました。幾ら減ったかというと、3 億 3,380 万 5,000 円減ってい
ます。それの主な理由を説明してください。 

それから、（D）の「一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金
または負担金」、これは多分、宮城東部衛生処理組合の元利償還費だと思うのですが、今
後の見通しについて回答いただきたい。たしか平成 20 年度に半分になって、さらに 21 年
度はまた半分になるのではなかったかと思っていますが、その内容について御説明お願い
します。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず最初の、（C）の公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰出金が減った大きな
理由につきましては、下水道事業が特別会計に移行したことに伴う資本費平準化債の発行
可能額の増額、これが大きなものだと考えております。 

それから、次の（D）の一部事務組合の今後の償還の見込みでございますが、ちょっと今、
手元に数字持ってきておりませんでしたが、委員御指摘のとおり、平成 4 年か 5 年度ごろ
に建設をした分の償還が、ここ二、三年でたしか償還が終了するというふうに記憶してお
りました。その辺で大きく減っていくだろうと考えております。 

○藤原委員 

29 ページの、将来負担比率について幾つかお尋ねをします。 

将来負担額の（A）の、一般会計の地方債現在高は、これは決算数値そのものですね。比較
してみたのですが、決算数値そのものになっています。それで、右上のところに、上水道
事業 5 億 1,836 万 1,000 円と下水道事業 173 億 6,887 万 7,000 円が計上されており
ます。 

この金額は、水道の起債残高は 49 億円なのです。それがどういうふうになって 5 億 1,800
万円の計上になるのかと。下水道の起債残高は 246 億円なのですが、それがどういう計算
で 173 億円になってしまうのかということなのですけれども、ちょっと御説明をお願いし
ます。 



○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、上水道事業の 5 億 1,836 万 1,000 円につきましては、これは水道高料金対策の補
助金として、今後出す場合という想定でございます。 

この将来負担比率の算出の方法、ルールなのでございますが、この（C）の公営企業債の繰
入見込額の算出のルールでございますが、過去 3 年間の繰り入れ実績をもとに算出するこ
とになっております。 

御存じのとおり、水道高料金対策につきましては、毎年国の方から繰り出し基準が示され
まして、その基準に合致した場合には繰り出しをさせていただいていると、補助金を出さ
せていただいているという制度でございます。 

過去 3 年間連続で出しておりましたこともありまして、今後、これまでと同様の取り扱い
ということになりますと、ここに記載しております金額が見込まれると。ただし、来年度
以降、繰り出し基準の変更に伴って、基準に合致しなくなった場合には、出さないという
こともあり得るということでございます。そういう意味では、あくまで見込額という数字
でございます。 

それから、同様に、下水道事業につきましても、一般会計が負担する下水道事業に対する
公営企業債の元利償還金でございますので、例えば汚水事業で使用料が充当される、そう
いった償還金分については除かれるということで、単純に起債の残高とは一致しないとい
うことになります。 

○藤原委員 

財政健全化判断比率のこのデータについては、どういうように評価をしているのか、最後
にその点をお聞きしておきたいと思いますが、どうでしょうか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、今回出ました数字、資料8の27ページの一番上にそれぞれ比率が載ってございます。
通常、赤字比率、実質赤字比率や連結実質赤字比率、さらには資金不足比率については、
公表の段階ではマイナスがつく、つまり、赤字比率なものですから、黒字の場合には発生
しないという表示になります。今後、全国の自治体からいろいろ公表がされてくるのだと
思いますが、現時点では赤字になっていない団体のこのマイナスのついた数字、つまり黒
字の数字が、どこまで公表されるかというのは、ちょっとまだわからないという状況もご
ざいます。 

それから、何よりも全国の数字が出ていないということもありまして、多賀城市がどの程
度の位置にいるのかというのも、客観的にまだ判断できないという状況ですので、その辺
につきましては、今後の公表等について推移を見たいと思います。 

ただ、現在、事務レベルで、県内あるいは 2 市 3 町等々、全部はまだ集まっておりません
が、いろいろ情報交換はしております。まだ公表できる段階にはないと、それぞれ、まだ
議会中でございますので、そういう段階ではございますが、その辺の数字を見ますと、決
して悪い数字ではないのだろうなというふうに、現時点では感触として思っているという
ことでございます。 

○森委員⾧ 

ここで休憩といたします。再開は 11 時 25 分といたします。 



午前 11 時 12 分 休憩 

 
午前 11 時 25 分 開議 

○森委員⾧ 

委員おそろいでございますので、再開をいたします。 

○根本委員 

資料 4 の 24 ページでございます。6 の公園墓地使用許可譲渡料ということで、平成 19 年
度では、これは 27 区画ですね。 1,755 万円の収入がございました。27 区画を収入という
ことでございますが、19 年度でどのくらいの残があったのか。そしてまた、20 年度で、今
日までどのくらいの残になっているのかお伺いしたいと思います。 

○福岡市民経済部次⾧(兼)生活環境課⾧ 

おっしゃるとおりで、平成 19 年度は 27 区画譲渡できました。それで、現在残りが 19 年
度末で 33 区画でございます。それで 20 年度に入りましてから 3 区画譲渡済みでございま
す。 

○根本委員 

そうすると、トータルで 30 区画が残っていると、こういうことでございますね。 

決算は次年度の予算にも結びつくということから考えますと、その 30 区画で、今後多賀城
市の墓地の需要者に対する需要が、十分間に合うかどうかという観点、これは予算のとき
にも、昨年の決算のときにも申し上げましたけれども、七ケ浜町さんのまだ残っているそ
の区画を、何とか多賀城市でもまたお願いをするというようなお話は、次⾧から回答がご
ざいました。この決算を踏まえて、平成 21 年度はどのように考えておられるのかお伺いし
たいと思います。 

○福岡市民経済部次⾧(兼)生活環境課⾧ 

決して残区画 30 で十分とは思っておりません。 

それで、予算的にもあるのですけれども、平成 21 年度には、少しまた譲ってもらわなけれ
ばならないのかと思ってございます。 

○根本委員 

少し譲ってもらった方がいいと思います。その少しというのはどのぐらいの区画ですか。 

○福岡市民経済部次⾧(兼)生活環境課⾧ 

担当課⾧会議で、課⾧同士では、大体 100 ぐらいは大丈夫かと。今のところ、七ケ浜の残
が 300 ちょっとあるというようなことを聞いていましたので、多分 100 ぐらいかなと思
っております。これは確定ではありません。 

○松村委員 

資料 4 の 8 ページ、先ほど佐藤委員も話しました「太陽の家」の利用料についてお伺いい
たします。 



先ほどのお話の中にもありましたように、定員割れということで、収入減ということであ
りましたが、障害児の去年の状況と現状を教えていただけますでしょうか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

それではお答え申し上げます。 

平成 19 年度分につきましては、主要な施策の成果に関する報告書の 63 ページから 64 ペ
ージにかけて、詳細に記しておるところでございますけれども、ここ数年の状況をお話し
させていただきますと、障害児に関しては、18 年度が 23 人、それから 17 年度が定員いっ
ぱいで 25 人、それから 16 年度につきましては 18 人ということで、年度によって障害児
については多少変化があると。 

ただ、25 人の定員に対しましては、比較的受け入れている状況かというふうに思っており
ます。要するに、健常児ほど減ってきている傾向ではないと。ですから、一定数受け入れ
をしているというふうな状況かと思います。 

さらに、障害の区分でございますけれども、傾向としては、いわゆる身体的な障害という
よりも、知的な部分であったり、あるいは、子供さんといいますか、幼児でございますの
で、なかなかその辺の判定ができない、いわゆる区分分けができない子供さんの受け入れ
が多くなってきてございます。 

ですから、この辺の見きわめも含めて、いわゆる障害児の方の、「太陽の家」の場合です
と、小学校就学前までの形になりますけれども、その先を見通した形の、もしかしたら対
応が必要になってきているのかというふうな、ちょっと印象で今思っております。 

○松村委員 

そうしますと、今の説明から伺いますと、平成 17 年度だけが定員に達しましたけれども、
あとそれ以外は障害児も定数割れというふうに考えてよろしいですか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

数字といいますか、その年次をもうちょっとさかのぼれば、障害児の受け入れが定員いっ
ぱいいっぱいだったというところはございまして、今の現施設、これが平成 10 年から新し
い施設になったわけですけれども、その時点から 13 年度ぐらいまでは 24 人、25 人の状況
でした。ですから、定員いっぱいに障害児を受け入れして、そこでそのサービスを展開し
てきたということだったのですけれども、14 年、それから 15 年、16 年、これは 20 人を
割ってしまいました。希望がなかったのかどうなのかという、その辺の見きわめはちょっ
と今の時点ではわかりませんけれども、現実的に障害児の受け入れが、その時点では 25 人
の定員を割り込んでいたという状況でした。 

それで、平成 17 年に 25 人、それから 18 年に 23 人というふうな形で、また障害児の受け
入れがあったというふうな状況です。 

○松村委員 

ちょっと私としては意外だったものですが、平成 19 年は 22 名ということです。やはりこ
れも定員割れですね。 

といいますと、待機の方はいらっしゃらないということだと思いますが、去年ですか、私、
相談を受けた中で、「入れなくて」という方がいたもので、待機の方がいるのかというふ



うな思いだったもので、その辺ちょっと確認させていただきましたが、では、現時点でも
待機の方はいらっしゃらないということでよろしいのでしょうか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

待機というのは、現実的に今、多分ないかと思います。 

ただ、「太陽の家」で受け入れできるかどうかということの判定は、これは出てまいりま
すので、それで受け入れられなかったというふうな形で、帰っていく方はあろうかと思い
ます。 

それから、数字が動くというのは、多賀城の場合ですと出入りが非常に激しいところでも
ございますので、多賀城市にお住まいの方が、どちらかに転出をしていくというふうなケ
ースもこれは考えられるのかというふうに思っております。 

○昌浦委員 

資料 4 の 18 ページです。土地建物貸付収入にあるのかどうかで聞きたいのですけれども、
いわばここの金額の中には、多賀城苑の地代とか、それから建物の貸し付けなどが入って
いるのかどうか。 

○佐藤管財課⾧ 

お答え申し上げます。 

多賀城苑の地代の貸付料ですが、これも含まれております。 

○昌浦委員 

多賀城苑ですね、三つぐらいに分けられるのかなと漠然と考えておるのですけれども、多
賀城苑本体と、それから居宅介護サービス事業所分、それから鶴ヶ谷と留ヶ谷にデイサー
ビスがありますね、この三つぐらいだとは思うのですけれども、そのほかにあればなので
すけれども、細かなきちんとした数字をちょっと教えてください。 

○佐藤管財課⾧ 

千賀の浦福祉会に対しての土地の貸し付けというのが 3 件ございます。 

1 件は、今お話にあった高橋四丁目のところです。それから鶴ヶ谷のデイサービスの関係、
これも 1 件あります。それから留ヶ谷一丁目、これは市営住宅の隣のデイサービスだと思
いますけれども、これも 1 件ございます。合計 3 件ということでございます。（「ほかに
数字」の声あり） 

金額でお話ししますけれども、高橋の分で 172 万 4,000 円何がし、それから鶴ヶ谷の分
で 238 万 9,000 円何がし、それから留ヶ谷の分で 245 万 5,000 円ということになって
います。 

○昌浦委員 

私がちょっと調べた金額と余りに差異があり過ぎるのです。多賀城苑、 1,500 万円ぐらい
の貸付収入になっていませんか。 172 万円、それは確実な数字ですか。 

○永澤介護福祉課⾧ 



多賀城苑分といたしまして、平成19年度は 1,523万 5,677円でございました。そのほか、
居宅介護サービス事業分として 172 万 4,344 円。 

ただ、今、管財課⾧が申し上げましたのは、鶴ヶ谷と留ヶ谷、これを分けて申し上げまし
たが、私どもで把握している数字では、両デイサービスセンター分で 484 万 5,449 円、
合計で 2,180 万 5,470 円となっております。 

○昌浦委員 

わかりました。それでは、この 4,000 万円の中にほかにもあるということですね。いろい
ろなものをひっくるめてこの 18 ページの 4,086 万 6,123 円で、ほかのも入っていて、ト
ータルでこのくらいだということですね。 

○佐藤管財課⾧ 

そのとおりです。 

○吉田委員 

資料 8 の 1 ページです。決算収支でありますが、単年度収支、実質単年度収支とも平成 18
年度はそれぞれ赤字であったわけですが、監査意見書の中にもありますけれども、それぞ
れ黒字ということで決算収支が示されました。改めて当局の取り組みを多とするものであ
ります。 

次、1 点伺いますが、地方交付税の関係であります。私の理解認識でよろしいかどうかのお
伺いになるのですが、同じ資料 8 の 7 ページ、地方交付税の欄がありますが、依存財源の
中身の一つであります。ここ 3 年間見ると、それぞれマイナスであるわけですが、率で見
て、平成 19 年度は前年度に比較して 4.5 と、パーセンテージとしては大きくなったわけ
であります。3 年間比較してみても。金額的に見ると、約 1 億 3,400 万円ほどでしょうか、
前年度比との関係で見て減になっている状況下にあります。 

そこでなのでありますが、さらに仕分けして、普通交付税で見ておきたいわけですが、同
じ資料の 28 ページ、同じように過去 3 カ年間の平成 17、18、19 年度の金額がそれぞれ
示されております。前年度に比較して約 1 億 2,600 万円ほどの減であります。 

そこでなのですが、同じ資料の 8 の 15 ページ、基準財政需要額及び基準財政収入額で見て
も、この地方交付税の金額が、前段に触れたような形になるということは明瞭であります。 

ちなみに、基準財政需要額で見ると、前年度に比較してマイナス 0.2％であります。同じ
ように基準財政収入額で見ると、これは逆にプラス 2.4％ということに、当然先ほどの金
額の数字から見ると、なってくるわけであります。 

結論的に言うと、基準財政需要額がマイナスとなり、基準財政収入額がプラスとなるとい
うことで、よって、地方交付税が減額ということに相なるわけでありますが、このうち、
基準財政需要額の増減のそれぞれの要因があるわけですが、これまでも私は幾つかの予算
等の質疑に関連して述べてきたことでありますけれども、例えば、増の要因として見れば、
児童手当の支給対象の拡大などがあったわけでありますが、また、減の要因としては、単
位費用の縮減、さらにまた、下水道事業における資本費平準化債の発行額の増加などによ
る減の要因ということになってくるために、このような地方交付税の減及び基準財政需要
額の減というような形での決算数値になるというふうに受けとめているのですが、その認
識でよろしいかどうかについてのみ伺います。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 



まず最初の質問にお答えいたします。 

1 ページの、決算収支の状況でございますが、御指摘のとおり、単年度収支それから実質単
年度収支とも、平成 19 年度におきましては黒字となっております。昨年度は赤字の、マイ
ナスが立っておりますが、さらにその前の年度平成 17 年度の単年度収支それから実質単年
度収支と比較しますと、昨年度では赤字幅が圧縮しております。それだけ 18 年度は単年度
のその赤字幅が縮んだと。そして 19 年度につきましては、過去の赤字も解消した上で、さ
らにここに黒字の計上になっていると、そういうことで、過去の赤字を解消できるぐらい、
昨年度は黒字幅があったということでございます。 

それから、交付税の算定につきましては、まず、平成 19 年度の地方財政計画上の交付税総
額、これにつきましてはマイナス 4.4％ということで、まずは国全体の計画がございまし
た。 

多賀城市におきましても、マイナス 4.5％ということで、ほぼ地方財政計画と同様の傾向
の減額ということにはなっております。 

大きな要因といたしましては、まず、基準財政収入額、ちょっと順番が前後しますが、収
入額につきましては、御存じのとおり、平成 19 年度から税源移譲がございました。それで
所得税から個人住民税の税源移譲がございましたので、収入がふえるということで、基準
財政収入額は増加の傾向にございます。 

それから、基準財政需要額につきましては、先ほど申しましたその国の地方財政計画上 
4.4％ということで、これは先ほどの税源移譲の影響もあるのですが、合わせまして地方全
体の歳出も削減していきましょう。それは計画上、地方交付税の単位費用で、例えば人件
費の 1 人当たり単価を少し下げましょうとか、単価ではないですね、人数を下げましょう
と、5％減というようなことで、今取り組まれておりますので、そういったものが単位費用
への影響で、単位費用は下がってきていると。 

それから、やはり大きな要因としましては、資本費平準化債の発行が平成 18 年度に比べて
ふえているということで、その分につきましてはやはり基準財政需要額が減るという方向
になっておりますので、そういった要因もあるということで、大枠は吉田委員の御指摘の
とおりだと思っております。 

○竹谷委員 

私は、平成 19 年度の予算編成に当たっての審議を得た中で、その上から見た今回の決算に
ついての評価というものについてお伺いしたいと思います。 

昨年度平成 19 年度の予算特別委員会では、三位一体改革が 18 年度で終了し、19 年度から
本格的な地方分権に伴う財政というものが示されてくるという特別説明をいただきました。 

その中で、私の討論について、質問について、議事録を見てみると、約 10 ページにわたっ
ての質疑討論、質問し、お答えをいただいた議事録を、私自身参酌しながら、今回の平成
19 年度のこの決算に当たって、どういう認識を持っているのかというとについて、1 点お
伺いしたい。 

もう 1 点は、私の見方がまずいのであれば指摘をしていただきたいのですが、今回、先ほ
ど吉田委員、藤原委員からも質問がありまして、特に藤原委員からは細かい数字の整合性
についてありました、地方公共団体の財政の健全化に関する法律、私はまさしくこの法律
は、地方の財政は地方できちんと管理しなさいと、そして、日本津々浦々の地方自治に対



して、国でその定めをして、それをよく整合性をとる地方財政を運営しなさいという指針
ではないかというぐあいに受けとめております。 

ですから、そういう意味において、多賀城市としてはこれを受けて、平成 19 年度では大き
くは出てきませんが、20 年度決算から大いにこのことが話題になってくるのではないかと
いうふうに認識しているものでございますが、そういう認識でよろしいのか。 

それから、もう 1 点、今回の決算に当たって、常日ごろから緊急財政問題で我々にも発表
いたしております財政戦略指針に基づいて、平成 19 年度はこの決算においてどのような成
果があったか、全体の財政運営についてどういうふうな状況にあったのか、その点につい
ての所見があればお伺いしたいと思います。 

3 点についてお伺いします。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、平成 19 年度の予算から見たものという部分でございますが、これは全体のイメージ
でよろしいでしょうか。（「全体でいいです」の声あり）。 

まず、平成 19 年度の予算につきましては、御存じのとおり、当初予算では財政調整基金の
繰り入れを、取り崩しを約 7 億円、6 億 9,200 万円ほど見込んで予算編成をさせていただ
きました。 

そういった中で、結果として、予算ベースで、市税につきましてはおよそ 9,000 万円、そ
れから地方交付税につきましては、これも予算ベースなのですが、1 億 6,600 万円ほど増
収になったと。予算ですので、かなり歳入につきましては堅実に見ているという事実もご
ざいますが、税源移譲等々の影響を考えましても、見込んでいたよりも税収が増になった
と。 

それから、もう一つは、交付税との絡みですが、税収が上がれば交付税も下がるのでござ
いますが、交付税の方で見られる税源移譲に伴う税収の増については、実額ではなくて、
全国の数字をもとにした理論値で、多賀城の分はこれぐらいということで来ます。そうい
ったようなことも含めて、実際の税収の増収額よりも、交付税で増収だと見られていたの
は、ちょっと少なかったということもございまして、税収は上がる、交付税はその分下が
り幅がちょっと小さかったという、そういうこともございました。 

それから、これは 3 番目ともちょっと関係してくる部分ではあるのですが、歳出部分につ
きましては、人件費につきましては、最終的に補正予算で 4,500 万円ほど最終の予算では
減になっております。 

また、実際の決算ベースでは、さらに 3,700 万円ほど、執行残という形で、時間外勤務手
当の圧縮だったり、あるいは職員数そのものも減ってきたということで、取組指針の中で
いろいろアウトソーシングを進めたり、あるいは事務事業の見直しをしたり、委託の見直
しをしたり、そういったようなことで、人件費について特に目に見えて、義務的経費等の
中では、目に見えて下がってきているのは人件費の部分だったというふうに把握しており
ます。 

それから、健全化判断比率につきましては、委員の御見解のとおり、これからは自己責任
の部分も当然あるのだと。その仕組みとして、地方財政制度そのものの中でも税源移譲が
あり、地方分権が進み、そういった中で自分たちの財政については、自分たちがまずは責
任を持ちなさいと、そういう部分もあろうかと思います。 



ただ、それだけではやはり不十分なのだという部分で、財政再建が必要なような場合には、
国はきちんと国の監視下のもとでやりますというものを、新たな視点から財政健全化法と
いうことで、新たに定めたのだろうというふうに思っております。（「財政戦略指針との
兼ね合いはよろしいですか」「今のは総括で言ったから」の声あり） 

○竹谷委員 

私は、今回の決算を見て、一つは、財政当局を含めて市全体が、アウトソーシングに基づ
きながら、相当な努力をしたのではないかと。ただし、それにひずみが出てきやしないか
という一面を心配している 1 人です。 

それは、数字的に何をいうかと、先ほど答弁にありましたように、当初予算で財調から約 7
億円を入れて、平成 19 年度の予算をつくり上げた。結果的に 1 億 5,000 万円と約 7 億円
が、結果的に見れば 8 億 5,000 万円程度の金が、当初予算から見れば、こういう言い方を
すると失礼かもしれませんけれども、当初予算から見れば多く残った。残ったというより
も、生み出した。使わないで済んだ問題だと。 

しかし、歳出においては相当締めつけてきた。締めつけてきたと言うと失礼かもしれない。
歳出については予算どおりに進めてきた。当然、入札の行為がありますので、それはそれ
なりの不用減は出ますけれども、結果的にそういうものが今回の決算であらわれているの
ではないかというふうに、私は総括的に見たわけでございます。そういう見方は邪道なの
か、正確なのか、それはこの辺が間違っているというふうに思うのか、その辺についてお
伺いしたいと思います。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

歳入のふえた要因で、私、大きなものを一つ忘れておりました。地方債、起債の借入額が
当初予算に比べまして、最終の予算では 4 億 2,100 万円ほどふえております。これは、当
初予算の編成時点ではなかなかちょっと見込めない、例えば街路事業、大きなものは連続
立体交差事業の県事業負担金部分に当たる起債でございます。これは臨時地方道整備事業
債、一般分、これが毎年、その年度が明けてから、国から取り扱いがまいりまして、それ
でもって起債可能かどうかというのが出てまいります。これも平成19年度につきましては、
起債を発行することが可能となりました。 

それから、年度末には、一般公共事業債、いわゆる補助裏債の充当残分、例えば 75％充当
率の 25％分に調整債、財源対策債の調整分ということで追加配分がございます。それにつ
きましても、昨年度平成19年度はほぼ満額、県の方から追加で配分をしていただきまして、
いろいろ事業の、事業費の増減等も含めてではございますが、今申しましたように、当初
予算と最終の予算では起債額が 4 億 2,100 万円ほどふえているということもございます。 

ですので、歳出も頑張りましたが、歳入でもそういうものもあったということでございま
す。 

○竹谷委員 

最初からそれを言えば、なるほどなと。こういう決算が出て、私は予算編成といつも抱き
合わせて見ているのですけれども、私の質問したものに対して、どういうふうに執行され
ているのかということも見て、ひとつ勉強させていただいたのですけれども、少なくとも
要因を明らかにして、決算説明の冒頭でそれらのものを明らかにしておくことが大事では
ないかと思うのです。 



特に、先ほど私が最初に質問しました、地方財政再建の問題、健全化の問題があれば、そ
れともう一つは、市民からのいろいろな、大したことはないのですが、市民サービスの一
つで、いろいろな要望が出されるわけです。その要望を受けて、何とかならないかという
ことになると、「いや、財政が厳しいので」というお言葉が返ってくる。確かに予算を見
れば、財政が厳しいというのは、我々も理解する、私はそう思っています。ですから、ち
ょっと財政が厳しいので、もうちょっと我慢してくれないかということもお話しする場合
があります。 

しかし、決算をしてみれば、少なくとも、先ほど言ったように、約 8 億 5,000 万円程度、
これは大ざっぱですけれども、が浮いてきたと。であれば、その 1 割なり 2 割ぐらい、そ
の市民の要求に何とか、平成 19 年度の事業の中でできないものなのかという、私の率直な
感想があります。 

そういう意味では、日々の決算はできないと思いますけれども、少なくとも四半期ごとに
でもいいですし、半年に一遍でもいいですから、ある程度の財政動向を見ながら、市民か
ら要求される市民サービスについても、ある意味では、補正予算等に組み入れながら、お
答えしていくという姿勢も私は大事ではないのかと。今回の決算に当たって、そのような
感想を持つのですけれどもいかがでしょうか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

これまでも補正予算の編成につきましては、そのときどきの財政状況、あるいは収入の状
況を見ながら、それからいろいろな御要望等も、それぞれの担当課から要求をいただきな
がら、編成してまいったということでございます。 

これは、これからも同じように努力していきたいと考えております。 

○竹谷委員 

私は、財政当局にそう聞けば、そうお答えするのは当然です。やはり一番必要なのは、そ
ういう市の政策で臨んでいくのか、市全体がある程度そういう政策で臨んでいくのか、そ
の方針がなければ、幾ら財政当局がそういうふうにやっていきますと言っても、なかなか
無理があると思う。現実論として。 

ですから、そういうものについて、大きな視点の中で、今後の問題ですけれども、やはり
そういうものを聞き入れて、大胆にはいかないと思いますけれども、進めていこうと、行
くべきだなと、今回の決算を見て、多分平成 20 年度もある程度いい決算が出るのではない
かと思うのです。この傾向を見れば。財源移譲が相当よくなっている、それから起債につ
いても、19 年度でこれだけ認めていれば、20 年度でもある程度横並びにいくのではないの
かという、私なりの予測はできます。多分そのようなふうになっていくのではないかとい
うふうに思いますので、いかがですか、副市⾧、そういう所見で進んでいただけませんで
しょうか。 

○鈴木副市⾧ 

今回の決算をさせていただきまして、一時期に比べて、非常に危機感を持つ状態からは脱
したのではないかという印象は、率直に持っております。 

また、これも、よく一般の方々に説明をするときに、よく私が例えでお話をすることなの
でございますけれども、飛行機に例えてお話をさせていただくのです。飛行機が機首を下
げて、どんどん高度を下げていっている状態が一時期、これは全国の市町村の中であった



と思います。その中で、今、その機首を上げて、何とかこれ以上高度を下げる状態ではな
くなったなということは、率直に印象として持っております。 

しかし、機首が上がったとしても、安定飛行ができるような高度までまだ達していないと
いうのが、一つの現実だと思います。 

今、竹谷委員がおっしゃられたように、平成 19 年度の決算の状況を見つつ、適時に、何か
その施策として展開すべきではないかという御意見でございますけれども、19 年度につき
ましては、そういった、まあ何とか機首を上げてきたというところもございましたので、
その辺は慎重に扱わせていただいたということでございます。 

ただ、平成 20 年度の予算につきましては、これは補正予算でもいろいろお話をさせていた
だいておりますけれども、妊婦の健診のことがございます。それから学校の耐震対策もご
ざいまして、そういったことは、今、竹谷委員がおっしゃられたことを十分施策に反映で
きるように、20 年度の予算については十分実施をしているという状況でございますので、
今後ともその決算の状況、あるいは予算の執行状況を見据えながら、適時にいろいろなこ
とを考えてまいりたいというように考えております。 

○竹谷委員 

今いただいた御答弁を、私としても、今の段階ではそういう答弁しかないのかなと思いま
すけれども、ひとつ市民の願い、そして少子高齢化の時代に対しての施策というものにつ
いて、相当市民からの要望も多いようですので、ひとつよろしく御理解をしていただきた
いということで、総括的な質問についてはこれで終わりたいのですが、もう時間ですので、
後に回したいと思います。 

○森委員⾧ 

午後からなのですけれども、歳入について質問のある方、引き続きいらっしゃいますでし
ょうか。はい、わかりました。 

では、ここでお昼の休憩といたします。再開は午後 1 時といたします。 

午後 0 時 06 分 休憩 

 
午後 0 時 57 分 開議 

○森委員⾧ 

定刻前ではございますが、委員皆さんおそろいでございます。再開をしたいと思います。 

午前中に引き続きまして質疑の時間でございます。 

○竹谷委員 

資料4の18ページになりますか、土地売払収入 3,200万円ということになっていますが、
当局で発表いたしました収支シミュレーションの計画でいきますと、駅周辺市有地売却、
平成 18 年度から 24 年度までに 14 億 8,000 万円見込んでおりましたが、19 年度におい
てはどのようになっておられるのか、その辺についてお伺いします。 

○佐藤管財課⾧ 



平成 19 年度に市有地の売り払いの関係でございますが、合計で 1,210.36 平方メートル売
り払っております。ただ、これは総務課分としまして 3 件、旧総務課分で 3 件、それから
道路課分で 7 件ということになっておりまして、駅周辺関係はこの中には含まれておりま
せん。 

○竹谷委員 

そうしますと、駅周辺については入っていないということですね。 

それで、シミュレーションでいきますと、財政計画の関係がありますから、ついでにお伺
いいたしますが、14 億 8,000 万円の駅周辺の土地売却というこの計画については、この
計画どおり、今後平成 24 年度までに進めていくという認識でいていいのか、それとも、諸
般の事情で、こういうぐあいに変更になるということになっているのか、その辺がもし明
らかであれば、その理由と、そのことによって、多賀城の財政計画がどのように変化して
くるのか、それに対してどういう対応をしていくのか、その辺について、もし変化がある
とすれば、説明を求めたいと思います。 

○佐藤建設部⾧(兼)下水道部⾧ 

全体的なスケジュールの中で、連立関係が約半年近くおくれていますので、今の平成 24 年
度という部分では、総体的には変わらないで執行したいというぐあいには考えております
けれども、連続立体交差事業の方が若干おくれていますので、それに合わせた形で、1 年ぐ
らい延びるのかなとこのように考えております。 

○竹谷委員 

そうすると、現段階では、14 億 8,000 万円については変わりないと。ただ、工事の進捗
状況で、平成 24 年度からずれ込む可能性はあるけれども、その資金調達は大丈夫だという
ふうに認識しておいてよろしいですか。 

○佐藤建設部⾧(兼)下水道部⾧ 

売却時の不動産鑑定によりますので、総額的には額が前後することはあるかと思いますけ
れども、財政の方と相談しながら処分していきたいとこのように考えております。 

○竹谷委員 

ちょっと委員⾧にお伺いしますが、歳出の関係、先ほど説明で、時間外労働について総括
的に前段で説明がありましたので、若干だけ、確認だけさせていただきたいと思いますが
よろしいでしょうか。（「はい」の声あり） 

では、今の点についてはひとつよろしくお願いをしたいと思います。14 億円といいますと、
大分大きい金ですので、よろしくお願いします。 

時間外の問題について、予算編成のときも質問をして、できるだけ努力をして、効率よい
事務運用をすべきではないのかと、それによっては残業、時間外手当については、時間外
労働は極力削減していく方向がよろしいのではないのかという質問を再三しておりました。 

それで、平成 19 年度の予算編成でも約 9,100 万円計上しておりました。決算におきまし
て、大分努力をしたようなお話でございますが、具体的な数字としてはどのようになった
のか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 



お答えいたします。 

平成 19 年度の時間外の状況でございますが、まず、予算ベースでお話しさせていただきま
す。予算額に対しまして決算では 1,100 万円ほど減額となってございます。 

ただし、平成 18 年度の決算との対比でございますが、18 年度の決算に対しましては、約 
800 万円ほどふえてございます。10％増額となっている状況でございます。 

○竹谷委員 

予算から見れば 1,100 万円減じたと。ただし、平成 18 年度の決算から見れば 800 万円ほ
ど多くなっているという結果が出たということですが、その要因はどういう、一つは、予
算のときに見込んでおった要因と、18 年度と 19 年度決算をやってのこの違いの要因、ど
のように分析されているのか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

ふえた要因でございますが、まず平成 19 年度の 4 月において、組織の改編等を行ってござ
います。一つは、市⾧公室の新設、それから地域コミュニティ課等の新設に伴いまして、
事務の引き継ぎ等の関係で業務量がふえたのかと見てございます。 

それから、平成 19 年度においても、4 回ほど人事異動を実施してございます。4 月、7 月、
10 月それから 1 月と、合わせて異動の対象数でございますが、 267 名の職員を異動して
ございます。必然的に、これに伴いまして事務処理の増があったのかと。 

あと、平成 19 年度については、国の方の制度改正等によりまして、例えば後期高齢者の医
療制度の創設、それから、あと昨年度は統一地方選挙の年でございました。それから、あ
と参議院議員の選挙もございまして、その辺で若干時間外の数がふえたのかと見込んでご
ざいます。 

○竹谷委員 

選挙については、それぞれありますので、通常業務というふうに考えられない面がありま
すし、当然、時間外で処理していかなければいけないという状況にあると思いますし、厳
正なやり方をしなければいけない問題ですから、それはそれなりに理解をしておかなけれ
ばいけないのかというふうに思います。 

ただ、人事異動によっての事務引き継ぎ時の時間外を要するという問題であれば、これは
事務改善の中で、こういうものをできるだけ簡素で、間違いのないようなやり方を研究す
る必要があるのではないかと。そうでないと、人事異動をやればやるほど時間外労働がふ
えていくという問題が出てきますし、それでやらなければやらないで、また問題が出てき
ますし、そういう点もありますので、やはり引き継ぎ業務というものについての簡素化を
図るようなことについて、私は研究すべきではないのかと。そのことによって、多少の時
間外労働が削減できることによって、その分を一般市民のサービスの向上の面に使用する
ということも可能ではないかというふうに思いますので、その辺について研究をしていた
だきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

今、委員おっしゃられるとおり、この時間外の縮減については、職員の労働時間の負荷と
いうことも考えられますので、どうしても時期的なものもございまして、どうしても人事
異動などに伴います期間、その月だけはふえるということがあります。そのこともありま
すので、今後、その辺も我々としては研究してまいりたいと思ってはおります。 



○藤原委員 

財政状況全般について質問させていただきます。特別資料の 4 ページ、上のグラフに繰入
金が載っています。平成 9 年度の繰入金が欠けているのですが、今、資料をお持ちでした
らお答えいただきたいと思います。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

平成 18 年度でございましょうか。（「平成 9 年度の繰り入れ」の声あり）19 年度の繰り
入れですか。（「平成 9 年度」の声あり）9 年度ですか。失礼しました。金額ですか。少々
お待ちください。 

申しわけございません。今持っていませんでした。 

○藤原委員 

時間節約で。14 億 9,900 万円だったのです。平成 9 年度の繰り入れが。それで、単純に
ですが、平成 9 年度から 14 年度まで繰入金を全部足してみたのです、私。そうしましたら、
89 億 8,700 万円、要するに、平成 9 年度から 14 年度まで、約 90 億円の繰り入れをやっ
たのです。取り崩しをやったということです。 

ただ、それが単純に取り崩しということではなくて、文化センターの管理基金から教育基
金に繰り替えたりなどして、その間に積み立てが 35 億 5,500 万円あったのです。ですか
ら、その 6 年間に差し引きで言うと 54 億 3,200 万円の取り崩しをやったのです。平成 9
年度から平成 14 年度までの間に。 

ですから、その 54 億円を 6 で割ると、6 掛ける 9 で 54 ですから、平均すれば、毎年、毎
年9 億円の取り崩しをやって予算を組んでいたと。この時期は。平成9 年から14 年の間は。 

それで、私は、前の市⾧時代に、「こんな予算を組み続けていたら破産するぞ」と、「多
賀城を破産させる気なのか」という、かなり厳しい議論をやったのです。 

そして、「 180 億円以下の予算にすべきだ」ということも、これもかなり主張しまして、
見直しが、私の意見を聞いたのかどうかわからないけれども、金がなくなったので、しよ
うがなくて、そういう予算を組んだという面もあると思うのですけれども、平成 15 年度か
ら、身の丈に合ったような予算になり始めたというふうに私は理解しているのです。 

それで、特別資料の 2 ページを見ますと、平成 15 年度は 187 億円の支出だったのですが、
16 年度からは 170 億円台の歳出の予算になりました。 

その結果として、15 ページにあるように、15 ページの財政調整基金繰入金の推移もありま
すが、平成 15、16、17、18、19 と、この 5 年間、財調の繰り入れなしでやることができ
るようになったということなのです。 

それで、竹谷委員の方からの質疑もあったのですが、ようやく安定した状態といいますか、
落ち着いた状態ですね、落ち着いた状態になったというふうに理解しているのです。 

先ほど副市⾧からは、安定は安定でも低い安定だと言っていたのですけれども、まだその
62 億円の総額の基金があるわけですね。そういう点では、先ほど、低い安定だと言ってい
たのですけれども、それほど低い安定でもないのではないかという気がするのですが、62
億円の基金とのかかわりで、その辺をどういうふうに見ているのかということを、再度答
弁いただきたいと思います。 



○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、いろいろ予算規模、決算規模等で見ると、委員御指摘のとおり、平成 16 年度から 170
億円台ということで、数字的にはほぼその数字で決算を迎えておりますので、そういう意
味での安定にはなっているのだろうと思います。 

また、基金につきましても、財政調整基金につきましては、平成 15 年度以降、繰り入れを
しないで済んでおりますので、財政調整基金の残高は年々少しずつふえて、回復してきて
いるという状況でございます。 

基金の総額につきましても、特定目的基金のそれぞれのルール分の取り崩しはございます
が、ただ、新たな積み立てというのは実はなかなかできていないという状況はございます。
そういう意味では、例えば市債管理基金、これはルール分、昨年度で繰り入れが終了しま
したが、残高はまだまだ少ないと、今後の市債の償還等を考えれば、できればもう少し積
み増しをしておきたい、そういう部分で、それぞれ特定目的基金の目的に照らし合わせて、
再度検討しなければならないと思っております。 

まだ、残念ながら、各特定目的基金に積み増しをできるかというと、当初予算編成では、
先ほども申しましたように、8 億円とか 7 億円とか、そういう財源不足の状況でございます
ので、なかなかできていないという状況はございますが、その辺も今後は全体を見ながら、
考えていく必要があるのだろうと思います。 

それから、もう一つは、特別説明資料の 17 ページに、これは前々からも御説明申し上げて
おりますが、経常収支比率、これが平成 17 年度をピークに少しずつ改善の兆しは見えてお
りますが、まだまだ高い水準でございます。この数字は県内でもまだトップクラスでござ
いまして、財政構造の硬直化という部分については、まだまだ取り組んでまいらなければ
ならないと考えております。 

○藤原委員 

総じて言えば、先ほどの副市⾧の答弁を踏襲する回答だったのではないかというふうに思
うのです。 

そこで、私、ちょっと次にお聞きしたいのは、緊急再生戦略構築のための取組指針とのか
かわりなのです。これは平成 18 年 9 月 29 日に策定したものです。ですから、平成 19 年
度予算を編成に入る直前ごろに策定したものなのです。 

それを見ると、平成 19 年度の予測は、歳出が 178 億円で歳入が 167 億円で、財源不足が
10 億 7,900 万円出るのだと。皆さんからはそういう説明だったのです。そして、20 年度
には 11 億円の財源不足、21 年度には 13 億 8,000 万円の財源不足、22 年度には 11 億 
4,800 万円の財源不足が生じて、22 年度には財政再建団体へ転落すると、そういう資料だ
ったのです。皆さん方のこの説明資料は。 

5 年も 10 年もたって、10 億円の違いが出てくるとかというのでしたら、私は話はわかり
ます、それは。ですけれども、平成 18 年 9 月 29 日に策定して、翌年度の 19 年度の予算、
決算をやったと。予算執行をやって、決算を出したと。そうしたら、その 10 億円の歳入不
足が出るどころか、若干のお釣りもあったということになっているわけですね。 

ちょっと余りにも、これをつくった翌年に、その 10 億円がもう何か余計に入ってきて、そ
ういうのは幾ら何でも、余りにも数字が乖離し過ぎるのではないかと。しかも皆さん方は、
これをおずおずと内部資料として出しただけではなくて、市政だよりにも出して、多賀城



市民の中に、「多賀城が夕張のようになるのではないか」という、そういう不安の声を広
げたわけです。 

そういう点で、私は、非常に不正確なデータに基づく誇大宣伝だったというふうに思って
いるのですが、わずか 1 年もしないで、なぜこんなに大きな開きが出てしまったのかと、
行政評価、行政評価という話がいろいろ出ているのですが、一番行政評価しなければいけ
ないのは、この取組指針だと私は思っているのです。ちょっとその辺の説明をお願いした
いのです。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

まず、今御指摘のございましたとおり、財政戦略の推計では、毎年 10 億円近い財源不足が
見込まれるということでございました。 

やはり、予算編成の段階では、平成 18 年度におきましてもおよそ 8 億 5,000 万円、平成
19 年度におきましても 7 億円、そして平成 20 年度におきましても、6 月補正予算後です
が、現時点でも 8 億 5,000 万円の財政調整基金の取り崩しを予定した予算になっておりま
す。 

このままの決算になるかというと、これまでの状況を見ますと、先ほども御説明しました
とおり、いろいろ起債の充当が可能になったり、また、その事業費の部分、あるいは削減
努力の部分、そういった部分で圧縮されてくるとは思います。 

また、各年度ごとに、これまでの状況を見ますと、毎年の決算でも御説明させていただい
ておりましたが、例えば医療費関係への繰り出しが思ったよりも少なくて済んだとか、あ
るいは、暖かかったおかげで、特に除雪経費が少なくて済んだとか、いろいろ外的要因も
あるということでございます。 

何分、財政推計をするに当たりましては、決算見込みでできればそんないいことはないの
ですけれども、最大限、各年度の予算ベースをもとに、その時点では最大限見込める数字
を見込んで、10 年間の推計をさせていただいたということでございます。 

結果として、各年度、これまでですが、何とかマイナスを出さずに決算させていただいて
いるということは、毎年御説明させていただいているとおりでございますが、今後ともそ
のように努力してまいりたいと考えております。 

○藤原委員 

予算ベースではこうなるのだという話だったですけれども、データは基本的に皆さん方が
独占しているわけですね。ですから、はっきり言って、「ああそうですか」と信用する以
外にないのですけれども、結局、私どもは決算でしか評価できないのです、そういう意味
では。ですけれども、決算をやってみて、たしか平成 18 年度も当初で 8 億 4,800 万円の
財源不足が生じるということだったのです。ですから、ずうっと 10 億円近い見込み違いが
あるということなのです。 

問題は、予算としては確実に見込める財源を予算計上するというのが原則なので、予算と
してはこういうふうにならざるを得ないのかもしれないのですけれども、やってみました
ら、「10 億円が穴があくというのはなくなりました」というのが、毎年、毎年続くとなる
と、信用されなくなりますよ、これは。しかも、夕張になる、なると宣伝したわけですか
ら、既に市⾧はことしのお正月の名刺交換会で取り消しているけれども、私は、これはど
うなのですか、今でも生きているのですか。この取り扱いをどうするのか、ちょっとお聞
きしたいのですけれども。 



○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

緊急再生への取組指針に関しましては、考え方、今回、表の 3 から 4 表に関して、いろい
ろと取組指針の中で、歳入歳出関係でどういった取り組みをするのかと、その結果、あと
どうなるのかというところのお話だったと思いますが、取組指針の中には、組織のありよ
うであるとか、そういったもろもろの課題に対しての解決策であるとかなんかというとこ
ろまで言及しております。 

そういった意味におきましては、取組指針全体の方向性というものは、今も生きていると
いうふうなとらえ方でございまして、ただ、この予算と決算ベースの部分の見通しに関し
ては、今後その取り扱いだとか何かというのは、検討させていただきたいと考えておりま
す。 

○藤原委員 

私、なぜこんなに差が出るのかと、一応いろいろ比較してみたのです。そうしたら、一番
大きいのは歳入なのです。この取組指針の平成 19 年度推計値は、歳入見込みが 167 億円
だったのです。決算では 176 億 9,500 万円ですから 177 億円、ちょうど歳入で 10 億円
違うと。 

では何が違うのだろうかと。確かに起債が 4 億 1,000 万円多くなったりするので、先ほど
竹谷委員に対して回答したようなこともそれはあったでしょう。しかし、私は、何といい
ますか、やはり夕張のようになる、なる宣伝は、やはり誇大宣伝だったということは、今
度の決算からもはっきりしているのであって、私は余り市⾧を惑わすような、市民を惑わ
すような説明は、今後は自重した方がいいだろうということを指摘をしておきたいと思い
ます。 

この問題について、ちょっと答えてほしいのですが、いわば取組指針にかかわって、いろ
いろ料金の値上げをやりましたね。文化センターの 20％の引き上げとか、それから、こと
しはたしか無認可保育所への補助金もカットしました。それから、これも去年ですが、住
民健診の基本健診の 1,300 円の有料化を導入しました。そういういろいろな引き上げをや
った金額というのは、平成19年度で言うとどのぐらい財政に貢献したことになるのですか。
私は 10 億円の見込み違いから見たら、ほんの微々たるものではないかと思うのですけれど
も、今データがあったら回答ください。もしなかったら、一覧表にして後でデータでお願
いしたいのですが。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

平成 19 年度ベースに関しましては、今集計中でございますので、集計でき次第、発表した
いと思います。 

○藤原委員 

あと、市税についてお聞きします。これが最後です。No.6、監査意見書、その 15 ページ、
15 ページの上に、市税の欄がありまして、平成 18 年度の決算が 74 億 5,600 万円、19
年度が 80 億 8,600 万円、6 億 2,900 万円ふえたのですね。これは税源移譲と定率減税の
廃止が大きかったのではないかと思いますが、市税の中でどういう内訳になっているのか
というのが、次の 17 ページに書いてあります。 



その中で、一番大きな伸びを示しているのは個人市民税でして、平成 18 年度決算が 23 億 
9,800 万円だったものが、30 億 200 万円にふえまして 6 億 300 万円ふえたというのがこ
の表です。 

それで、市税収入が一番低かったのは平成 16 年だったと思うのですけれども、平成 16 年
度の個人市民税の現年分、わかりますか。 

○菅野税務課⾧ 

平成 16 年度の現年分でよろしいですね。個人市民税、現年分になりますと、収入額で 21
億 8,399 万 9,000 円ほどになっています。 

○藤原委員 

約 21 億 8,400 万円です。平成 16 年度で 21 億 8,400 万円が平成 19 年度は 30 億円にな
っているわけですから、約 8 億 1,800 万円、個人市民税がふえたと。この 3 年の間に 8
億 1,800 万円、約 8 億 2,000 万円の個人市民税がふえたということになります。 

ふえた主な要因というのは、先ほども言いましたが、税源移譲が一つと、それからもう一
つは、定率減税の廃止があったというふうに思うのですが、そのふえた 8 億円のうち、定
率減税廃止が何億円ぐらい、税源移譲が何億円ぐらいというその内訳はわかりますか。 

○菅野税務課⾧ 

それぞれの 8 億 1,800 万円の増収の内訳というお話ですけれども、まず、一番の要因は、
先ほど委員がおっしゃったとおり、税源移譲に係るものだと認識しております。 

あくまでも税源移譲につきましては、平成 19 年度分から始まっていますので、一応 18 年
度と比較しましたところ、6 億 420 万円ほど増収になっております。 

それから、2 番目としまして挙げられるのが、定率減税の廃止が挙げられております。一応
定率減税の廃止は平成 19 年度から廃止されています。それから、18 年度に税率改正で 15％
が 7.5％に半分になっていますので、影響額としましては、17 年度の 2 億 6,080 万円ほ
ど、これが一応増収になっていると挙げられております。 

それから、税源移譲に伴って、調整控除、所得税と住民税の人的控除の差額、5％を調整控
除しますということでやっていますので、その三つを合わせますと 7 億 9,740 万円ほど一
応増収になっているということで、先ほどの 8 億 1,800 万円にやや近い数字になると思っ
ています。 

○藤原委員 

今、回答ありましたけれども、定率減税は平成 18 年度、19 年度にまたがって、18 年度に
半分、そして全額 19 年度に廃止でしたね。 

ところが今、またその減税話が出ています。平成 19 年度に廃止して、また減税をやるなど
というのは、どうも猫の目というか何というか、財政担当者も大変ではないかと思うので
すけれども、そんなことをやるのでしたら、なぜ定率減税をやめたのかと言いたくなるの
ですけれども、財政担当者の思いというのはありませんか。 

○郷家市⾧公室⾧補佐（財政経営担当） 

地方財政制度全体として、国の政策に基づいて行われる減税について、補てんされるとい
うことであれば、財政担当とすれば粛々と事務を進めさせていただきたいと思います。 



○昌浦委員 

資料 4 の、学校給食費実費徴収金なのですけれども、午前中、委員のやりとりを聞いてい
て、ちょっと疑義を感じたので聞きたいのですけれども、まずもって、民法上の債権放棄
に当たる時効は何年ですか。 

○小畑学校教育課⾧ 

2 年でございます。 

○昌浦委員 

2 年ということですね。そうしますと、この収入未済額 1,437 万 455 円、これは平成 19
年度と 18 年度でこのくらいなのか、どうなのでしょうか。 

○小畑学校教育課⾧ 

申しわけございません。もう一度お願いできないでしょうか。 

○昌浦委員 

もう一度ということなので、リクエストにお答えします。この収入未済額の 1,437 万 455
円、これは平成 19 年度と 18 年度なのかということなのですが、その内訳はどうなってい
るのですか、この 1,400 万円の。 

○小畑学校教育課⾧ 

手元にある資料で申しわけございませんけれども、私の手元にあるのは平成 16 年度からの
資料でございまして、過去何年度ということはちょっと今のところわかりません。 

ただ、言えることは、不納欠損額の部分ですけれども、平成 16 年度に 181 万円、17 年度
に 244 万円、18 年度に 150 万円というようになっております。 

○昌浦委員 

1,400 万円の内訳なのです。平成 16 年度はいいです。どうなっているのですか。 

○小畑学校教育課⾧ 

申しわけございません。何年度の合計かについては、手元に資料がございません。後から
提示したいと思います。申しわけございません。 

○昌浦委員 

未済額は資料としてお持ちになっていなければだめですよ。 1,400 万円、どういう内訳な
のか、これは基本中の基本ではないですか。どうなのですか。 

○小畑学校教育課⾧ 

大変失礼いたしました。現年度分が 559 万 8,698 円でございます。過年度分が 877 万 
1,757 円でございます。失礼いたしました。 

○昌浦委員 

数字的なものはわかりました。 



では、この過年度なのですけれども、これは年度で言うと、あなたの先ほどからの御答弁
を聞いていると、5 年度分入っているような格好になりませんか。過年度の 877 万円何が
しの金額は、どうなのでしょうか。そこを。 

○小畑学校教育課⾧ 

学校給食自体は 2 年ということになっておりますけれども、5 年分、過去にさかのぼって不
納欠損ということで。 

○昌浦委員 

先ほど、民法の時効は何年ですかと聞いて、2 年とおっしゃったのです。たしか御説明では、
慣例的に不納欠損処分をしていたけれども、地方自治法第 96 条第 1 項の 10 号の規定に合
わせて、民法上の債権だから云々というふうに御説明されたと思うのですが、私記憶して
いるのですけれども、そうなれば、2 カ年分が未済額になってくるのではないのかと。です
から、先ほどから数字的にはどうなのですか、どうなのですかと、私が聞いていたのはそ
こなのです。それをはっきりしてもらわないと、次の質問ができないので、その辺ちゃん
とお答えいただけますか。（「ちょっと確認いたします。もう少し時間がかかってよろし
いでしょうか」の声あり） 

○森委員⾧ 

昌浦委員、資料の確認をしたいというふうなことで、よろしいでしょうか。（「いいので
すけれども、では休憩してもらうしかないのではないですか」の声あり）そのほかにいら
っしゃれば、先にやっておいて、その間に、ではよろしいですか。 

そのほかにいらっしゃいますか。いなければ、暫時休憩をしたいと思うのですけれども、
よろしいでしょうか。（「申しわけございませんでした」の声あり）できましたか。 

○小畑学校教育課⾧ 

先ほどの御質問にお答えいたします。 

地方自治法第 96 条第 1 項 10 号に規定する「権利の放棄」についてでございますけれども、
これは時効の完成したものは対象とはなりませんけれども、地方自治法第 236 条の「消滅
事項」の規定は、「私法上の債権は含まないこと」と解されております。 

私法上の債権である学校給食費は、当然この規定が適用されないため、5 年で時効による消
滅もないし、また、時効による消滅させるためには、時効の完了が必要でございます。 

したがって、時効による債権が消滅しないのに、不納欠損にすることは債権の放棄とみな
されるということでございます。 

○昌浦委員 

了解しました。要するに、民法上の債権は含まないというふうに御説明されると、民法が
入るのかというふうになって、私は解釈してしまったのです。そこで、今、後段おっしゃ
ったことを、私だけではなくて、全委員に御説明いただければ、私の当初の質問はなかっ
たわけなのです。了解しました。 

そこでなのですけれども、そうしますと、 1,437 万 455 円、いわゆる債権は消滅してい
ないということで、これからも鋭意、現年度分を含めて過年度分も催促等をしていくとい



うことですね。そういうことで、では、この金額的なものは、ある程度これからは根雪の
ように残っていくというふうに解釈してよろしいですね。 

○小畑学校教育課⾧ 

お答え申し上げます。 

債務者が所在不明で、債権額よりも多額の徴収費用を要する場合や、債権額が少額で徴収
費用に満たないときは、徴収停止の措置をとることができますし、納期限から 10 年を超え
て、債務者が納入する能力がなかったり、かつ弁済できる見込みがないときは、免除でき
ると、これは地方自治法施行令第 171 条の 7 にございます。 

また、確定判決により確定した債権の消滅時効は 10 年ということになります。（「わかり
ました」の声あり） 

○森委員⾧ 

以上で歳入の質疑を終結いたします。 

 ● 歳出質疑 第 1 款議会費～第 3 款民生費 

○森委員⾧ 

これより歳出の質疑に入ります。 

まず、第 1 款議会費から第 3 款民生費までの質疑を行います。 

○竹谷委員 

歳出の質疑に入る冒頭にお願いをしておきたいと思います。今回から総務部⾧の説明があ
りましたように、数字よりも成果に関するものとあわせて事務評価、あわせて御説明をし
ていただきました。ちょっとことしから変わったということで、私としてはすばらしいこ
とだというふうに思っております。 

そこで、全体的なことで申し上げたいと思います。説明の仕方はそれぞれの方法でよろし
いのですが、説明を聞いていると、成果と課題というものが明らかになっていない、とい
うふうに受けとめました。少なくとも成果に関する説明書の中で、後で具体に言いますけ
れども、少なくとも、これをやってこれだけがあって、これだけをやって、ここでもって
成果はこれがあった。しかし、やった中で課題はこういうものが残されたというものを、
私は明らかにすべきではないのかと。その課題に向けて、これからの平成 21 年度、22 年
度に向けて努力をしていくというのが、この決算を受けて、21 年度の予算を編成するとい
う建前上からいけば、大変重要なことではないのかというふうに私自身受けとめたのです
けれども、いかがでしょうか。 

○澁谷総務部⾧ 

ただいま竹谷委員がおっしゃるとおり、この考え方に基づいて各課⾧に説明していただく
ようにという部分で、主要な施策の成果の部分と決算書の部分なりの整合性という部分が、
まだ若干とれないようなままで説明に入ったという部分では、反省点でございます。 

ですから、冒頭で申し上げましたとおり、来年、再来年に向けて、その辺は改善していき
たいというふうに考えておりましたし、内部におきましても、若干のそういう部分が出て
くるだろうということは予想されたのですけれども、とにかく手始めとして、今回こうい



うことをやらせていただいて、来年、再来年に向けて改善していきたいというふうに考え
ておりましたので、その辺どうぞ御理解をよろしくお願いしたいと思います。 

○竹谷委員 

あと具体に入りますが、もう 1 点。先ほど佐藤惠子委員から、行政評価の取組のこの冊子
との問題で、質問といいますかありました。私もそのとおりであります。というのは、こ
の成果とこれが合わないのです。やはり、どうせやるなら、同じような仕組みで編成をし
た方が、一目瞭然、理解ができるのではないかと。片方は款ごとでやる、片方は政策でや
ると、そうですね、これは政策ですね、四つだかの柱の中でやっていますね。これではや
はり決算資料として用いていくときに、大変不便を感じる。 

それから、この前の平成 20 年度予算のときも、これを資料として出しています。そうする
と、それをやはり整合性をとっていくとすれば、同じような方法で作成することが大事で
はないかと思うのですけれどもいかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

皆様のお手元にお配りいたしましたこの「行政評価の取組」、これは、ねらいとするとこ
ろは、今の第四次総合計画、これの政策、施策体系にそれぞれの事務事業がどのようにつ
ながっているのかということをまず明らかにしようと。それで、そのまちづくりに自分た
ちのやっている事務事業が、どのような成果で貢献しているのかどうかということを、ま
ず職員自身が見きわめて、それで、もしその成果が少なかったとするならば、次年度以降、
今、自分たちのやっている事務事業をどのように改善していくのかと、そういった考え方
を養おうということで始めているのです。 

したがいまして、この行政評価のこの事務事業結果に関しましては、この冊子の施策体系
というものはこれは崩せないというふうに考えています。 

したがって、「主要な施策の成果に関する説明書」、これの構成が、今現在、1 款から、い
わゆる款項目節ごとになっておりますので、今後、総合計画体系に合わせた形の並びかえ
になっていくのが当然かというふうな考え方を持っています。 

ただ、これに関しましては、昭和 58 年度までは、やはり今と違って、「主要な施策の成果
に関する説明書」の構成というのが、総合計画体系に基づいた構成になっていました。昭
和 59 年度から、今のような「主要な施策の成果に関する説明書」の款項目節の順番になっ
ておりますので、これに関しましては、議会の方々と、どちらの方がいいのかというのを
十分お話し合いをしながらでないと、なかなか直せないのかというふうな考え方を持って
いますので、これからいろいろと考えていきたいというふうに考えでございます。 

○竹谷委員 

これはこれからやっていくのでしょうけれども、少なくとも、予算書とこの評価に基づい
てやったとか、決算においてもそうだとなれば、資料というのは少なくとも、ある意味で
は整合性を持っていなければいけない。それがなければ、これが単なるマスターベーショ
ンで終わってしまうのではないかと。そう言うと失礼ですが、私はそう思ってしまうので
す。少なくとも、決算ですから、決算においてこういう評価をして、先ほど言ったように、
こういう課題が残ったから、次年度はこういう対策をとる。そのものが・・・・・・・・・・・・・・・・・・、
当然、御承知のとおり言うのはおかしいですけれども、市民の代表の議員も当局の皆さん
方も、同じ目線で、同じ資料で、同じ考え方で物を見ていかなければ問題があると。当局



はこういう評価している、だけれども議会側は、いや評価していないというものであって
は意味がない。少なくとももっと意味のあるものにしていくことが、今回の説明を、変更
したことを受けて、もっと意味のあるものにしていくことが大事ではないかというふうに
思っているのですけれどもいかがでしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

委員おっしゃるとおり、これは我々がまず自己評価をいたしますけれども、我々職員だけ
が自己評価で満足していてはいけないというふうに思っております。 

したがって、先ほどお話しさせていただきましたけれども、今回のこの行政評価の取り組
みに関しましては、この平成 19 年度の事務事業の結果につきましては、ホームページ等に
も今回掲載させてございまして、これに対して、我々当局の方での自己評価に対して、い
ろいろ意見をいただきたいということで、そういう取り組みも始めておりますので、ただ、
今後、今 77 事業しかやってございません。それで、先ほども主要な施策の部分で、こちら
の方が主要な事業ではないのかと、それになぜないのだというような御質問もいただきま
したけれども、これも、一応 1 係 1 事業を、最初、試行的にやっていこうということで、
ようやく取り組み始めた段階でございますので、今後、主要な事務事業等もこれから徐々
に、主要な施策の方に登載されていくものというふうに考えておりますし、そういった面
で、外部の評価ということも念頭に入れながら、今後進めていきたいと考えております。
よろしくお願いいたします。 

○森委員⾧ 

竹谷委員、申しわけないです。委員諸氏に申し上げたいと思うのですけれども、今の決算
特別委員会の説明の仕方については、議運で一応は了承したと。それで、議運で今後話し
合っていくというふうな形で、多分委員おのおのがそのような感じ方をされていると思い
ますので、この審議についての協議について一応議運でこれを許可をしておりまして、や
っているものですから、また議運でそれを協議していくというふうに考えたいのですけれ
ども、いかがでしょうか。 

○竹谷委員 

議運で、こういうふうに変えますという、私は傍聴で聞いていました。決算委員会におい
て、この資料をうまく活用しながら、どうあるべきかと精査するのはこの委員会だと思い
ます。 

そういう意味で、できるだけ共通的な資料につくった方がより効果的ではないかという私
の意見です。それは議運で、私の意見はお話ししておりませんけれども、変えたことにつ
いては承知します。ですから、私は、ここで、その資料の出し方についてこうあるべきで
はないかという、私の思いをお話ししているのですけれども、それが委員⾧として受け入
れられないと、あくまでも議運でやるというのであれば、私は議運の中にオブザーバーの
発言も許していただきたい。 

○森委員⾧ 

竹谷委員、ありがとうございます。まず、議会の運営の仕方、それから決算特別委員会の
運営の仕方、会派代表者会議それから議運、それぞれの立場でそれは協議されているもの、
そして当局からの説明の仕方も説明がございました。「今後そのような対応をしてまいり
ます」というふうなことで、「今回やってみて、またおのおの皆さん方のお話を伺いたい」
というふうなことでありましたので、その機会をまた別に設けたいというふうに、委員⾧
としては思います。 



この時間を質疑の時間に持ちたいというふうに思うのですけれども、竹谷委員の御理解を
得たいというふうに思います。 

○竹谷委員 

であれば、この問題については議運でやるので、質疑しないでくれという、委員⾧の申し
出を皆さんの賛同が得られるのであれば、私も質問をしません。次の質問に私は置きかえ
ます。それは皆さんの意見を聞いてください。 

○森委員⾧ 

委員⾧としての判断ではまずいのでしょうか。 

では、そういうことで御異議ございませんでしょうか。 

○佐藤委員 

今の竹谷委員との話と関連するかと思うのですが、あらゆる場面で、私は、この評価のと
ころにさまざまな、私たちが普段要求している部分が載っていないというところを、問題
意識としてとらえているのです。せっかく出していただいた資料をよく見たところ、さま
ざまな一般質問やら委員会の質問の中で、私たちが問題意識として訴えているものが、皆
さん方の評価の中に入っていないということが問題ではないかという思いで、今からたく
さん言うつもりでいるのですけれども、そこも発言できなくなると、この資料は一体何だ
ということになると思うのですけれども、今回、せっかく出していただいたものを、やは
りその都度、いずれ議運で諮って、改正していくにしても、そこはちょっと今回避けて通
られると、非常に皆さん方の労作がむだになりますよ。 

○森委員⾧ 

実際、今、私が申し上げているのは、そういうことを言っているのではなくて、そういう
説明の仕方です。どこを説明して、どこを説明しないかというふうなこと、多分、おのお
の委員諸氏それぞれが考え方があると思います。 

それで、質疑の場でありますので、その内容についての質疑については、何も私は申し上
げておりません。ただ、説明の仕方をきちんとというふうなことで、もう一回協議しまし
ょうというふうなことでありまして……、（「委員⾧」の声あり） 

○吉田委員 

佐藤委員の発言は、当然質疑の対象になりますし、ここに出された資料に書いてある、な
いにかかわらず、1 年間の決算ですから、当然事務事業全般についての質疑は、今、森委員
⾧おっしゃるとおり、どうぞという意味なのですね。それはもうやってもらって大いに結
構なのだと思うのです。 

ただ、1 点指摘をしておきますけれども、竹谷委員が当局の自己満足へということがあって、
あわせて議員が・・・・・ということをおっしゃったのですが、私はそれなりのこの評価
の取り組みなり、施策の成果の報告なり、全部見て、私は全部わかります。この資料は、
この資料としては全部理解できるということだけは述べておきます。 

○尾口委員 

会議の調整権というのは委員⾧とか会議の⾧にあるのは当然なのですけれども、ただ、先
ほどの委員⾧の発言からすると、会議の進行を妨害することになってしまうのです。会議



の進行を妨害する発言になる。そして、会議というのは、特に議会というのは公平を期す
べき会議なので、あのような発言は、これからの地方分権社会を見据えた上での会議とい
う、そしてまた、平成 19 年度の決算をしていくということからすると、大変問題がある発
言なのです。 

それで、当局が、最初議運で、こういう説明をするというのは、それは当局の提案であっ
て、それを議運で認めたのは事実でありますけれども、その中身について、またさらによ
りよいものを、お互いの立場で仕上げていくというそういったものからすると、審議とか
議会の進行を妨害するに当たるのではないかと。 

それと、その前に、今度議運での会議のいろいろと申し合わせ事項、これをまず変更の手
続をしていかないと、傍聴議員に対して発言を認めていないという今の時期からすると、
無理が出てくるのではないかと、そういった作業の手間を、委員⾧はどのようなふうに考
えて、理解して、先ほどの発言をしたのかと、私、逆に言うと、会議の進行を妨げていく
のではないかという気がします。 

そして、また、公平・公正を期すべき会議なのが、変に調整されていくのではないかと、
その方がかえってうんと心配です。もう少し逆に改めてほしい。（「吉田委員の発言に対
して、異議がありますので、質問させてください」の声あり） 

○森委員⾧ 

ちょっと待ってください。私は、進行の調整を申し上げただけでございます。先ほど竹谷
委員がおっしゃった、「まず内容に入る前に」というふうにおっしゃいました。それで、
「内容に入る前に説明の仕方を」というふうなことでおっしゃいました。発言を求められ
ました。 

ということで、内容に入る前に……。（「わかりました。それも含めて、私の発言でそう
であれば、委員⾧の心もわかって、発言させてください」の声あり） 

○竹谷委員 

今、私はなぜあえて冒頭に、この説明書についていろいろ質問したかというと、吉田委員
が、私が何もわからないようにお話ししたのですが、私は、この資料とこちらの資料と、
できるだけ整合性があるものにしたらよろしいのではないですかと私は言っているのです。
これがわからないのではない、私もみんな読みました。全部見て、これと合わせたら、こ
れは大変だなと、せっかく成果を出しているものも、これは大変だなと。一目瞭然にわか
るような資料にした方が、せっかく成果等に関する説明書でやっていこうとするなら、そ
の方がいいのではないのかという私の意見です。 

ですから、吉田委員が、私が言ったことを、「私は全部理解している」と、私もこれは見
ていますよ、全部。ですけれども、これに切りかえていくならば、そういうことを踏まえ
てやった方がよろしいのではないですかという、私の提案をしているのです。 

ですから、向こうの方も、「今いろいろ調べています」という話ですから、それで終止符
を打とうとしたのです。「では、そういうぐあいにお願いします」と。そう言おうとした
のに、あなたは、何だかおかしいような発言をしたので、これはおかしくなってきている
のでしょう。下手にとめない方がいいのです。これは流れで、ちゃんとうまくいくのです。
下手にとめるからおかしくなってしまう。 

それから、もう一つ、佐藤惠子委員が言ったように、やはりこれとこれをやって、これか
ら持っていく、それは当然でしょう。やはりそうしていかなければ、これとこの資料がう



まく整合性を求めていかなければ、これもこれも単なる紙切れのようになってしまうので、
お互い生かす方法をやったらいいのではないですかというのが、私の提案なのです。そう
いうことです。 

ですから、くどくど言いませんけれども、そういうことでお話ししていますから、誤解を
しないようにしていただきたいということです。 

○森委員⾧ 

まず、申しわけないですけれども、よろしいでしょうか。 

ここで 10 分休憩といたします。再開は 2 時 10 分といたします。 

午後 2 時 00 分 休憩 

 
午後 2 時 10 分 開議 

○森委員⾧ 

定刻でございますので、再開をしたいと思います。 

○竹谷委員 

先ほどのことをさやにおさめておかないとうまくないでしょうから。 

まあいいです。いろいろ委員⾧の発言についてもいろいろありますけれども、よろしいで
す。私もある意味では理解しがたいところがありますけれども、まあ委員⾧の議事進行の
関係だろうと思いますから、了とはしないけれども、この議事を進行する上で、私の方で
下がりたいと思います。 

ただ、吉田委員のあの発言については、若干疑問がありますので、もし吉田委員の方から、
そういう意味ではないという発言があれば、承りたいと思いますし、そういう発言がなけ
れば、そのままで結構です。後で議事録を読んで、その措置をしたいと思います。 

この問題について、先ほど私が申し上げた内容について、当局の方も御理解をしていただ
きながら、次回からはできるだけそういうような工夫をしていただきたい。工夫をする中
で、できるだけ資料の整合性をとったものにしていったらよろしいのではないかというふ
うに思いますので、そういうことを申し上げさせていただきたいと思います。 

具体に、こういうふうなふうにやったらいいのではないかという、具体に質問させていた
だきます。 

資料 7 の成果の資料でございますが、5 ページ、具体に、こういうふうに説明したらよろし
いのではないかということで質問しますので、当局のお答えをしていただきたいと思いま
す。 

人事管理で、今回、採用試験に当たって、今まででないやり方で進めたということは、多
賀城の採用試験において大きな変革と成果を求めているものだと私は思いますし、このや
り方については、ある一定の評価をしたいというふうに思っております。 

そこで、この職員数 19 名と書いてありますね、19 名の方々のやったことにおいて、大い
なる成果があったと思うのです。それと同時に、ある一面では課題も残したのではないの



かというふうに思うのですけれども、成果と課題について、もし行っているとすれば、そ
の状況をお話しいただきたいと思います。 

同じく 6 ページ、協働によるまちづくり促進事業、これも新たな事業であります。この平
成 19 年度の事業の促進に当たって、成果と課題があったと思います。それらについても明
らかにしていただきたいと思います。 

もう 1 点、18 ページの、バス路線、東部と七ケ浜循環線でございます。西部の方は、ある
企業の御協力をいただいて今やっているわけですが、この中で、確かに平成 18 年度よりそ
れなりにふえていると思いますが、利用客の増があると思いますが、それだけで成果があ
ったというだけではなく、それに伴う課題もあると思いますし、その課題の克服のためど
うしていかなければいけない行政課題もあると思います。それらについて、もしそれらを
研究してあるとするならば、御説明をお願いいたします。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

まず、1 点目の、その職員採用試験の見直しによっての成果と課題という質問だと思います
けれども、成果としましては、将来のその 370 人体制、それから、毎年 20 人近くのベテ
ラン職員が退職を迎えるという、大量退職時代に入っている現在でございます。 

その中で、いかにいい人材を採用するかということを踏まえまして、見直しをしたという
経緯がございます。 

その中で、結果としまして、平成 19 年度につきましては、10 名の新規職員を採用するこ
とができました。年齢も 18 歳から 28 歳までの職員ですから、さまざまな社会経験を積ん
だ職員も採用してございます。そんなところが成果につながっていくのかと感じておりま
す。 

それから、課題でございますが、実は今、公務員採用試験については、多くの受験者が公
務員の受験の専門学校に通ってございます。したがいまして、その詳細なノウハウを得て、
受験生も臨んでまいります。 

そういうことで、採用する側でも、常にそれを頭に入れながら、独自性を担保し続けてい
くことが大事なのかと考えてございまして、具体的には、やはり採用に向けた積極的な情
報の公開が必要なのかと。 

例えば、ホームページで公表するとか、それから、例えば高卒の初級職員を採用すること
がございますが、ことしはたまたま市内の高校とか、それからあと、この辺の 2 市 3 町の
高校に出向きまして、直接学校を訪問しまして、就職担当の先生に、ぜひ多賀城市を受験
するようにということで、宣伝をしてまいりました。 

その結果、来週、高卒の試験がございますが、48 名の受験者からの応募がございました。
ちなみに昨年度は 10 名でございました。初級については。 

そんなことも、これからの公務員採用をする場合には、みずから採用する側の情報の提供
も必要なのかと思ってございます。 

2 点目でございますが、やはり昨年は 19 名の職員が試験官を務めたわけでございますが、
やはり試験官みずから質の向上を図っていくことが大事なのかと思ってございます。要す
るに、人事の目を育成するということと同時に、人材育成の土壌の醸成につなげていくこ
とが、今後の大きな課題なのかと思ってございます。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 



協働によるまちづくり促進事業の関係で、成果と課題ということでございますが、まず第 1
点目の、地域経営アドバイザー業務委託につきましては、金曜日にも説明をさせていただ
きましたけれども、職員に対する研修とか、市民への講演会だけではなくて、平成 20 年度
から多賀城市の市民活動のまさに拠点施設となります市民活動サポートセンターの設置に
関してのいろいろな相談、あるいは専門的見地からの支援、助言ということをしていただ
きまして、大変な成果を上げているということで、引き続きやはり平成 20 年度もお願いし
ているところですが、大変成果を上げているというふうに評価をしてございます。 

また、市民活動サポートセンター運営事業者の選定につきましては、これまた説明が重複
しますが、県内で支援をしている 12 団体に御案内を申し上げたところ、三つの団体から説
明会があって、最終的には一つの団体だけということでしたが、そこですぐに決定という
ことではなく、やはり市民の皆様の目でということで、外部の方々3 名に審査をお願いしま
して、透明性、公平性、公正性を期して、プロポーザル方式により選定したというところ
では、大変有意義だったのではないかというふうに考えてございます。 

実際に、サポートセンターの運営が始まっておりますのは、平成 20 年度からなのですが、
サポートセンター、いわゆる支援には七つのポイントがあると言われております。 

一つとしては、相談の対応力であるとか、それから情報収集力、調査力、あるいは情報の
編集力、発信力であるとか、それからネットワークの力、それから資源の提供力、内部の
人材の育成力、あるいは施策の提言力というようなことでございますが、そういったポイ
ントにつきまして審査をお願いして、実際に選定をしていただいたわけでございますが、
大変好評を得ておりまして、ちょっとこの 4 番の情報の提供にも絡むのですが、この段階
でいろいろと情報提供 26 団体ということでございましたが、今年度 8 月末現在では、今、
サポートセンターでの情報収集力というのは 174の団体に及んでいるということもありま
して、そういった効果もあらわれているということでございます。 

それから、あと、市民活動団体の助成につきましてですが、これもやはり公開によるプレ
ゼンテーションということで、単なる書類審査ということだけでもなく、また、これまた
説明が重複しますが、外部の方をお二人プラス総務部⾧に審査をしていただいたところで
すが、単なる審査だけではなく、各団体へのアドバイス、それから、プレゼンテーション
の中には、それぞれ事前に各団体の方々が、これまで自分たちで行っている業務の振り返
りということもしていただいたということで、やはりそういったことについて、当然、自
分たちの団体も、振り返りもありましたけれども、他団体のよいところ、あるいは連携で
きるところというところも、皆さんお気づきになっているというところで、これにつきま
しては、平成 20 年度も引き続き 6 団体の方々については申請がございますけれども、サポ
ートセンターを中心としまして、ネットワーク化も一部出てきているというような効果も
上がっております。 

そういったところ、いわば、まさに課題を解決することによっての、いろいろとそのため
のセンターということなので、課題については種々ございますけれども、そういう意味で
は大変これらの効果が上がっているのではないかというふうに評価をしているところでご
ざいます。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

それでは、バス運行事業につきまして、まず、成果でございますけれども、今回、成果指
標といたしまして、平均利用者、これにつきましては目標値の 8.3 を 8.4 ということで、
クリアしてございます。 



また、収支率につきましても、52.1 という目標値につきましては、54.2 ということで、こ
れもクリアいたしておりまして、成果についてはまず満足すべきものがあったのだろうと
いうふうにとらえてございます。 

一方、今後の改善点等につきまして、問題点、課題なのでございますけれども、この収支
率に関してはまだまだ上げていくべき方策があるのではないかということが、内部の方で
話し合いがされてございまして、その一つといたしましては、バスの利用者の増をいかに
図るのか。これにつきましては、転入者へ市民課の窓口でチラシを配布いたしまして、多
賀城市内の公共交通としてはこういうものがございますよというような、そういった情報
の提供をしてございます。 

ただ、東部バス路線につきましては、七ケ浜の汐見台から出発しておりますので、七ケ浜
町さんの方においても、この辺の転入者へのチラシの配布であるとか何かの活動を、さら
に強力に呼びかけてまいりたいということが一つございます。 

それと、収支率の改善といたしましては、車内の広告事業ですか、これを今後さらに進め
ていきたいということで、七ケ浜さんと宮交さんと協議をしながら、今後展開をしていき
たい。 

あと、もう一つは、車内で実際乗っている方々のアンケート調査、これをさらに声を聞く
ことによって、ルートであるとか、時間帯の改善をすることによって、さらに利用者数あ
るいは収支率の方に改善ができないのかといったことが、一つの課題かというふうに考え
てございます。 

○竹谷委員 

人事の問題については、今回初めてやって、それなりの成果があるようですけれども、や
はり、今、予備校がありまして、そのほかに通信教育とかいろいろありまして、こういう
ふうにやれば、こういうふうに受けとめられて、うまくいくという問題になっているので
はないかというふうに、社会的現象から見ているわけですけれども、そういう意味では、
試験官になられる方、それなりのやはり人間性を、なかなか察知することは難しいと思い
ますけれども、そういう研究もしながら、やはり十人十色ですから、それぞれの各方面か
ら見たもので、整合性をとった中で採用していくということが重要ではないのかと。 

特に、地方分権時代になる職員ですので、それなりの、ただ知識だけでは通用できない問
題もあるのではないかと思いますので、知識も必要ですが、やはり人間関係、人との接触
というものが大変重要な時代になっているのではないかと思いますので、その辺も含めて
ひとつ検証をしながら、よりよい人材発掘に努めていく。これは採用の段階で人材発掘に
なっていくと思いますので、そういう点で努力をしていただきたいというふうに思います。 

課題については、ひとつ克服していただきたいと思います。 

次に、6 ページの、協働のまちづくりについては、成果ばかりで、課題は余りないようです
が、ひとつこの成果を十分に踏まえて、お聞きしましたので、今後この課題を十分生かし
ながら進めていっているかどうか、市民の立場から精査をしていきたいと思いますので、
よろしくお願いをしたいと思います。 

それから、路線バスの問題、収益の改善、これは収益だけではなく、市民の足を守るとい
う意味合いも大きいですから、余り収益、収益にこだわるのもどうかというふうに思いま
すけれども、ただ、このバスをもっと利用しやすいような方向に持っていく、今の説明で
は、課題としては、収益向上のためにどうしたらいいのかというよりも、私は、もっとや



はり乗りやすい、使いやすいという、やはり市民の本当に足になるような工夫はすべきで
はないのかと。 

例えば、停留所を今一つ置いているけれども、もう一つ置くかとか、いろいろその辺はア
イデアを通しながら、やはり気軽に乗れるというものにしていくことが、私はバスの場合
は特に必要ではないのかというふうに思います。そういう意味では、収支の向上も一つで
はございますけれども、そういうアンケートの中でも、もっと利用しやすい方法にするに
はどうしたらいいのかということも含めて、御意見をお聞きしながら、改善したらよろし
いのではないかと思いますが、このバスの問題について、私の意見についてどのように受
けているのか、お聞きしたいと思います。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

今、委員の方から御提言のあったとおり、やはり市民の足の確保ということからいたしま
すと、当然そういった考え方が重要だと思っております。したがいまして、バス停のあり
方であるとか、ルートに関しましても、十分アンケート調査等を通して、民意を反映でき
る部分は反映させていきたいというふうに考えてございます。 

○相澤委員 

若干、竹谷委員が質問したところと重複するところがありますが、おわびしておきます。 

まず初めに、資料 7 の 18 ページ、今の公共交通に関する経費、それから、19 ページの男
女共同参画推進事業、それから 51 ページの配食サービスに要する経費、この 3 点について
お聞きします。 

まず、企画費の公共交通に関する経費、これで今、質問前に竹谷委員に対する回答があっ
たので、半分以上回答をいただいたのかと思いますけれども、さらに、私は、目標に対す
る 8.3 に対して 8.4 に、52.1％に対して 54.2％と、確実に利用者の増加が見られるとこ
ろは大いに評価したいと思います。 

さらにお願いするならば、車内調査の実績、これが非常に、計画が 6 回に対して実績 2 回
ですけれども、これは非常に大きく格差があると思います。これは非常に大事な項目だと
私は思います。ですから、これはきちんと調査して、定着していただきたい。特に多賀城
は、私が言わなくとも御存じでしょうけれども、よそから来た方々の出入りが非常に大き
いまちだと思いますので、特に、そういう路線バスがあるということも、わからないとお
っしゃる方が、特に子育て中の方などは多いのではないかと思いますので、その調査、あ
るいはチラシの配布ももっとふやしていただきたいと思います。 

ですから、例えばこの 9 月 12 日ですか、アウトレットができましたけれども、そうやって
人の流れ、消費者の流れ、その都度大きく変わっていくと思うのです。それを、「こうや
ってふえたからいい」と、安住していることはないとは思いますけれども、やはりこまめ
にチラシをまくとか、調査するということは、こまめに継続していただきたいと思います
が、その件に関して、くどいようですが、お答えをまずいただきたいと思います。 

次に、男女共同参画事業費、これについてお聞きいたします。シンポジウム開催、 180 人
参加、実行委員会開催 10 回、かなり意欲的に取り組まれた成果は大いに評価させていただ
きたいと思います。私は、平成 19 年第 2 回定例会で一般質問をさせていただいて、菊地市
⾧からは、「市民協働によるまちづくりを進めていく上で、男女の共同参画は大変重要な
ことでございます」と、非常に力強い回答をいただいております。それに向けての着実な



行動には敬意を表します。これからもぜひ、条例の制定に向けて努力されるものと思いま
すが、改めてその辺の方針をお聞きしたいと思います。 

次に、51 ページ、配食サービスに要する経費、配食に必要な方の支援と生活、身体状態の
調査を行うというのが、いわゆる取り組みの 63 ページに書いてございました。非常に大事
な仕事で、地味な仕事だと私は思います。 

単価も 330 円という単価が出ておりますが、まず、この利用者の感想といいますか、好評
だったかどうか、まずこの辺をお聞かせいただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

車内調査でございますけれども、今回は株式会社宮交バスさんの調査部の方に依頼して実
施いたしました。 

その調査の内容は、何時台のバスには、どこから何人乗ったのかと、そのあと、年齢層は
大体何歳ぐらいだというような、そういった乗降調査でございました。 

実際、モニタリング調査という部分が、今回不足しておりましたので、ちょっと年度がか
わって、つい先日のことでございますけれども、東北学院大学のインターンシップの学生
を受け入れまして、その 6 人の学生がモニタリング調査をいたしまして、いろいろな車内
で実際利用されている方がどの程度の間隔で利用されて、どういう目的でどこに行くのか
というような調査も、この前やったところでございます。 

今後も、引き続きそういったモニタリング調査というのはなかなか重要だということに、
我々も着目しておりますので、今後引き続きそのあたりに力を入れて行っていきたいとい
うふうに考えてございます。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

男女共同参画の条例についての考えということですが、御案内のとおりでございまして、
基本計画につきましては、都道府県は法定で計画を定めなければならないというのがござ
いまして、市町村については、計画を定めなければならないということはございません。 

ただし、非常に大変残念なことなのですが、宮城県内で計画を策定していない市が、多賀
城市を含めて 3 市だけということでございまして、皆さんよく御存じだと思いますが、男
女共同参画の法律というのは、21 世紀のまさに国民の最優先課題であるというようなこと
で、前文にもございますとおり、こちらにつきましては、やはり多賀城市、市としての一
つの使命として、まず基本計画を策定していこうではないかということで、それの前段と
して、昨年、シンポジウムであるとか、あるいは実行委員会を開催しまして、一つはそう
いった勉強も兼ねまして、あるいはその啓発も兼ねまして、いろいろと勉強してまいった
ところですが、そのときのメンバーの方々にお残りいただいて、さらに市民公募による市
民の方々に加わっていただきまして、来年の予算編成前の段階までには基本計画を策定し
ようということで、現在作業をしております。平成 21 年の夏以降ということですが、そう
いうことで考えておりまして、それらの基本計画を着実に進めていくための実施計画の策
定も当然ですが、そういった市民の目線での計画を策定していく中で、条例をつくってい
る自治体というのは、県内ではまだ 19％ということもあるのですけれども、そういった条
例についても視野に入れていきたいということで、まずは来年のそういった基本計画策定
に向けて傾注していきたいというふうに考えておりますので、御理解をいただきたいと思
います。 



○永澤介護福祉課⾧ 

配食サービス事業に関しまして、好評だったかという御質問ですが、やはりこれは週わず
か 2 回ではございますが、栄養をきちんととっていただく、その一部の助けになるという
ことで、非常に大事な制度だと思っております。 

また、年々、例えばこのサービスの利用者数、今年は 107 名なのですが、前年は 92 名で
ございました。ただ、配食数が 5,230 食から 5,030 食というふうに、わずかに減ってお
ります。ということは、やはり休む方が多い、非常に多くなってきている。 

さらに、この事業評価表ですが、この 63 ページの、この活動指標を見ていただきますとわ
かるように、わずかずつですが、利用人数、配食数が減っている。本来ならば高齢者の 1
人暮らしの世帯等も、今ふえている状況にありますので、通常ならばふえるはず、ところ
がこの状況なものですから、私どもでも、やはりこの配食事業者と今協議いたしておりま
して、内容といたしましては、まず単に食べ物の好き嫌いということではなくて、これに
はどういった栄養が入っている、そういったことのチラシ等を一緒につけるような形で、
ちょっともう一度、再度努力してくれというふうに、今お願いしている状況です。 

○相澤委員 

まず、1 点目の、資料 7 の 18 ページ、公共交通、学院大生のモニタリング、新しい面を開
いたかなと非常に期待しておりますので、ぜひ、前向きで検討、継続をお願いいたします。 

2 点目の、19 ページの、男女共同参画、平成 21 年の夏に基本計画を策定する予定である
というお話を聞きました。できれば条例作成まで頑張っていただきたいと思います。非常
に難しいことは百も承知で、あえて申し上げておきます。よろしくお願いします。市⾧か
ら答えていただかなくともいいです。ぜひ頑張っていただきたいというだけ言っておきま
す。 

次、51 ページですけれども、非常に配食サービスというのは難しいのは、今のお答えの中
でもわかる感じがします。言ってみれば、わがまま、ぜいたくを言えば切りがないし、こ
れだけの単価で、好評かと聞く方が、むしろ意地悪な聞き方かもわかりませんけれども、
やはり食を通して、人との触れ合いというのが、一番大事にしているのではないかという
思いがありますので、それは、もちろん基本的には、福祉の中で栄養というのを考えなけ
ればならないというのもわかるのですけれども、まずは喜んで待っていてくれるという方
が、私は大事かなという思いがしますので、「何だろう、要らないから」と言われるより
は、「待っているから」と言われる方が大事ではないかと思いますけれども、その辺のこ
とだけ、課⾧の感想だけ一言お願いします。 

○永澤介護福祉課⾧ 

ただいまの件ですが、委員おっしゃるとおり、やはりこの配食には、その皆さんの安否確
認というのも大きな要素として持っております。委員おっしゃるとおり、私どももその方
向で進んでまいります。 

○深谷委員 

資料 7 の主要な施策の成果に関する説明書で、ほかの先輩の委員もバスのことについて、
公共交通に要する経費について、ちょっと私からも質問したいと思います。 

それから、24 ページの、（5）の、防犯街路灯設置等補助についてと、それから、66 ペー
ジの、乳幼児医療費支給に要する経費についてです。 



まず、バスなのですけれども、これは東部バス、七ケ浜循環線とこの 2 本なのですけれど
も、まず、私、西部地区に住んでおりまして、西部バスについては、万葉号がとても活躍
して、評価を得ていることは、私、市民の方にアンケート調査を独自に行いまして、評価
するところでございますが、どうしても、そのアンケートの中の答えで、市民の方から返
ってくる答えが、停留所がまずどこだかわからないと。もうちょっとわかりやすい停留所
の設置と、あとは PR の方法なのですけれども、例えば、万葉号が走っていますよと、走っ
て、とまっているところでというのはわかるのですが、例えば、無理なのかもしれないで
すけれども、市・県民税の割賦の袋の中に、ここに万葉号が走っていますというのを入れ
たりとか、ホームページで掲載するだけでは、多分利用している人の年齢を見ればわかる
と思うのですけれども、高齢者で、余り PR の方法が足りないのではないかと思うのです。
高齢者の方々が見るものといったら、やはり市政だよりと、あとは議会だよりなども見て
いるとおっしゃっていたのですけれども、やはり紙媒体のものじゃないと、高齢者の方々
は見ないので、紙媒体を利用して、高齢者の方々は、やはり足がないというのは、我々若
い世代は車なり何なりという部分があるのですけれども、高齢者の方々はその辺がないの
で、もうちょっとパソコンを使わない世代も多いものですから、ホームページだけではな
くて、ほかの紙媒体を使った方法というのもちょっと検討の課題として入れていただきた
いと思いますので、それも御答弁お願いします。 

それから、2 市 1 町が連携して、株式会社宮交バスに委託しておる東部バスと七ケ浜循環線
なのですけれども、これは、例えば今回仙台市に土地を、新田のところを上げたというよ
うな部分があって、仙台市と多賀城市の例えば広域行政で、バスの運行などというのは、
今まで検討したことはないのでしょうかというのが質問でございます。 

次回のこの事務事業評価のアンケートで、もし車内調査をとった場合には、年齢の方も何
歳ぐらいの人たちが乗っていてというのも、載せていただけると、もうちょっと私の方か
らも質問できるかと思いますので、よろしくお願いいたします。 

それから、24 ページの、防犯街路灯の設置費補助なのですけれども、これは新設するのに
まず優先順位があるのかどうか、多分、欲しいと、つけてくださいという要望は多数ある
と思うのですが、その中で、それをつける、設置する優先順位のようなものがあるのか、
ないのかということをお教えください。 

51 ページ、これも先輩委員、同僚委員も含めて、乳幼児の医療費については多々一般質問
などを通して、当局に対して予算の要求をしていると思うのですが、私からもこれは大変
意義のあることで、お願いしたいと思います。 

なぜかと申しますと、きのうの敬老の日ですか、で、河北新報の一面に、高齢化で、65 歳
以上が日本の人口の 2,000 万人で、22.1％というのが大きく載っていたのですけれども、
やはりそういう高齢者の方々をこれから支えていくのは、多分、私も含めた若い世代だと
思うのです。そして、その若い世代が、やはりうちも 10 月に 3 人目が産まれるのですけれ
ども、本当に子育てというのは、先輩方は経験していると思うので、どれぐらいお金がか
かるかということはわかっていると思うのですけれども、本当に子供は自分が辛くとも、
笑顔でこちらに接してくれるので、本当に病気かどうかがわからないときがあるのです。
でも、そういったときに、やはりちょっとお金がかかるから、元気だから病院に連れてい
かないとかというふうになるのは、ちょっとかわいそうかなという部分もありますし、た
だ、お金がかかるということで、何か大きな病気にかかってしまうということもあり得る
ので、やはりこれは高齢者をこれから支えていくという、我々の世代を助けるという意味
も含めて、そしてまた、その子供たちのやはり安全・安心な生活を送るためにも、これは
予算として必ずつけていただかないと困る内容かと思いますので、その辺を、前向きな御
答弁よろしくお願いいたします。 



○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

それでは、西部路線について、「おでかけバス」についてお答え申し上げます。 

まず、この西部路線に関しましては、アンケートをことしの 9 月にしてございます。その
結果、バス停を 2 カ所ほどふやしてございます。あと、時間帯も、午後の便が 2 時だった
のですが、アンケート調査の結果、1 時台の希望が非常に多かったものですから、1 時に変
更してございます。 

これらにつきましては、市政だより等、あるいは西部地区に対するチラシ等でお知らせを
しているところであります。 

ただ、各行政区によって、全戸配布を希望した区⾧さんのところと、回覧で回した行政区
と二つに分かれてございます。ただ、今回のアンケート調査であるとか、その運行ルート
に関しまして、西部地区の区⾧さんに集まっていただきまして、そこで皆さんのざっくば
らんな意見の交換をしながら、それでアンケート調査を行ったという経過がございます。 

ただ、今、まだまだお年寄りの方が、この「おでかけバス」の認知度が低いのではないか
というようなお話もあったわけでありますけれども、確かにアンケート調査をした結果、
やはり 4 分の 1 ぐらいの方が、まだこの辺の認知度もなかったということもありますので、
今後さらに市政だより等を活用しながら、この「おでかけバス」に関して PR を図っていき
たいと考えております。 

それから、2 点目なのですが、仙台市の方とのバスルートの協議というのは、今までしたこ
とがございません。今回、西部バスの方も岩切駅に乗り入れが今月から始まりましたので、
そこのところで一応完結しているのかといった考え方もちょっとございまして、今まで仙
台市との協議はしたことがございません。 

それから、第 3 点目でございますけれども、利用実績なのですが、すみません、手元に資
料をちょっと探したのですが、見当たらないので、後ほどお答え申し上げたいと思います
が、利用実績に関しましても、これは実際運転している多賀城北日本自動車学院の方で把
握していまして、毎週報告が来まして、何歳台の方がどこから乗ったとかというデータが
ございまして、その辺の利用者の年齢層であるとか、そういったものもきちんと把握して
ございますので、後ほど調べてお答えしたいと思います。 

○伊藤交通防災課⾧ 

ただいまの防犯街路灯の設置費補助に係る、新設についての優先順位はあるのかというよ
うな御質問でございますが、平成 19 年度につきましては、既設予算内で新設、各地区から
申請された灯数分すべて補助をいたしております。 

何せ補助金の中での交付というようなことになりますから、当然のことながら、予算を超
えれば調整させていただく場合があり得ますけれども、昨年の場合は予算内で調整がつい
たと。しかしながら、昨今、原油高騰で電気料も上がっておりますけれども、電気料につ
いては、昨年度は補正で対応していただいたと、こういうような次第でございます。 

○鈴木国保年金課⾧ 

乳幼児の医療費に関する御質問にお答えいたします。 

今ほど、委員の質問の中に、子供さんの中にいろいろな病気もあって、医療費がかさむと
いう話がございましたが、まず、そのいろいろな病気の中で、先天的といいますか、難し



い病気といいますか、そういう病気に対しましては、育成医療もしくは療育医療なるもの
がございまして、一部負担金で大概の医療費を賄う制度が既にございます。 

それで、私の方の乳幼児医療制度におきましては、その一部負担金を助成している、その
ような形でございます。 

ですから、私が言いたいのは、大病ですと、またほかの法律がありますということを一応
お知らせしたいと思います。 

それから、この制度に対する思いでございますが、今回の議会に複数の委員より一般質問
をいただいております。したがいまして、市⾧の方から回答させていただきますので、私
からの発言は控えさせていただきたいと、そのように思います。よろしくお願いします。 

○深谷委員 

まず、その乳幼児医療費については、委員の方からも一般質問が出ていますので、市⾧の
方からそのときに、前向きな御答弁が出ると思うので期待申し上げます。 

それから、まず防犯街路灯の設置費等補助なのですけれども、予算要求が今回あったもの
に対しては、全部つけたということなのですね。この場をおかりして、ちょっとそういう
ものを私が発言することは、適切なのか不適切なのかよくわからないのですけれども、山
王駅から多賀城苑の方に真っすぐの道なのですけれども、そこを夜 10 時ごろ過ぎると、ま
ず全部消えてしまって、電車がまだ走っている時間なのに、あそこはひとり暮らしの女の
人ですとか、高橋、中野栄ではなくて、利用する方々がよく通る道で、夜、バイクのお兄
さんたちだとか、ちょっと怖い方々もよくあそこを真っすぐ通るので、やはりとても不安
で、まず周りに民家がないので、逃げるということもできないといった場合に、やはりそ
こが暗いというのは、ちょっと危ないのではないかと私も感じていた通りなので、もし何
かそういうことがあれば、予算の方をつけていただいて、ぜひ新設の方をよろしくお願い
いたします。 

それから、バスに関しては、今後とも北日本自動車だけでなく、ほかのところもいろいろ
という部分もあったのですけれども、私、そのバス万葉号が、あともうちょっと数をふや
していただける施策も、多分いろいろと考えてもらっているとは思うのですが、やはりバ
ス、これは東部もそうなのですけれども、利用客がふえてくれるということは、やはり CO2
の削減にもつながるということで、やはり環境という意味を考える上でも、このバスの本
数をふやしたり、利用する人を上げていただくということが、未来の子供たちに今の地球
を残すというか、環境問題で言われているようなことを推進する上でも、とても大切なこ
とかと思いますので、どんどん利便性が上がるように、PR 等、あとはやっていただきたい
と思います。（「答弁は」の声あり）24 ページの方の、街路灯のだけ御答弁をお願いしま
す。 

○伊藤交通防災課⾧ 

ただいまの新設の山王高橋線の多賀城苑付近の、ちょうど民家の切れた両側田んぼのあた
りだというように理解しておりますが、あの場所につきましては、かねてから高橋地区の
区⾧さん等々から要望はされておりました。 

私どもも現地調査をいたしまして、その防犯街路灯を設置できるか、その辺について、可
能性について現地調査をいたしましたところ、残念ながら、あの場所につきましては、電
力柱がないということで、設置する場合には、新たにポールを設置しないとだめだという
ことで、相当な割高、コストがかかるということで、断念した経緯がございます。 



それで、あの隣に、ちょうど山王小学校、児童センターがございますが、あそこから、馬
小屋がありまして、高橋に向かうところ、あそこも子供さん方、夕方頻繁に通るというこ
とで、地元の区⾧さん等と協議いたしまして、この主要な施策のその下に、寄贈防犯街路
灯 14 灯とありますが、この中で、電力さん及びユアテックさんから寄贈を受けた防犯灯、
たしか 2 基設置したやに記憶しております。 

○深谷委員 

わかりました。ありがとうございます。要するに、お金がいっぱいかかるので、ちょっと
難しいということなのですね。なので、寄贈防犯街路灯などをもしつけてもらえる場合が
あるのであれば、優先的につけてもらえるとありがたいかなと思います。 

それから、一つだけ、私は高橋のアンケートをとって歩いているときに、ある御家庭の方
から非常に怒られまして、なぜ怒られたかというと、その街路灯が日中も電気がつきっ放
しで、「むだなあれをしているのではないの」というふうに言われて、市役所の方に電話
をしたら、次の日から消えたということがありましたので、日中は電気は要らないので、
よろしくお願いいたします。（「答弁必要ですか」の声あり）要りません。 

○森委員⾧ 

では、先ほどのバスの利用実績の資料があるというふうなことでございますので、委員全
員に、もしよければお配りください。お願いいたします。 

では、そのほか何かございますでしょうか。 

○佐藤委員 

資料 7 の 7 ページ、12 のところで、詩都景観形成事業「歴史の道」に要する経費で、いろ
いろ「詩都 多賀城」を標榜しながら、市民活動を続けていらっしゃるというふうに思う
のですが、ことしから貞山堀をめぐる観光開発といいますか、そういう事業にも、県とい
うか、国を主体にして乗り出してくるという状況の中で、ぜひ貞山堀もこのツアーという
か、そういう中に入れていただきたいというお願いでございます。 

大代の県営アパートの方の下の方から、中峰橋を右に見て眺めますと、 300 年ぐらい前の
情景が浮かぶようなタイルの絵があったりしまして、あの当時非常にお金をかけた橋であ
り、その壁画と言ったらいいのでしょうか、絵であり、もったいないというふうに思うの
です。そういうところの糸口として、そういうことも机の上に載せて、検討して、皆さん
で見学していただきながら、多賀城のトータルな観光事業としての計画の中に入れていっ
ていただきたいというふうに思いますが、お願いでございます。御返事はいただければ幸
いです。 

それから、次、先ほどから出ていますバスです。評価の取り組みとの関連で見ますと、B 表
のところ、A 表のところは、多賀城に市民を集中させたいという思いで、一生懸命やってい
るというのはよくわかりますから、それはそれでいいのですけれども、B 表のところで、成
果指標とかというところで、かねてから私は何回もこの場所でも、一般質問でも、笠神の
住民の方たちが塩竈に行く足の便が取られてしまって、不便になったという訴えはしてお
ります。何とかしてほしいというお願いをしているわけですけれども、その中で数百の署
名もつけて訴えているのですけれども、そのことが、この指標の中に反映されていない、
そういうことは反映しなくていいのかというふうな思いで見たのですけれども、例えばダ
イヤとかルートなどに関する苦情件数とか、そういうことではないのかなと、住民から寄
せられた署名などの思いが、ここに反映すべきではないのかという思いで見たのですけれ
ども、それはいかがなものでしょうか。 



それから、「有効性とか効率性」の中で、「類似の事業があり、再編できる」、あるいは、
「仕事の進め方、役割分担の中」で、「多賀城・七ケ浜循環線も」云々というふうなこと
が触れてありますけれども、ここ、その部分での、これをつくるときに、この念頭に全く
置かれていなかったのかというと、がっかりしてしまったのですけれども、住民の思いは
どこに、これでは反映しているのかなということをお聞きしたいというふうに思います。 

それから、この間、敬老会がありました。それで、初めて御招待された 77 歳の方が、大変
喜んでいまして、70 歳からとか、75 歳からと、年々おくれていく中で、「自分はそれまで
⾧生きできるかなと思っていたら、やっと出席できた」と喜んでいたのですけれども、こ
れは担当課の方に感性をお尋ねするのですが、祝詞を見たときに、その人ですよ、私が言
ったのではないのですよ。「非常にがっかりした」と言うのです。その祝詞が書いてある
紙はともかくとして、もうちょっと、何といいますか、言葉というか、考え方に配慮をと
いうか、「大変⾧生きして、喜ばしいという思いが、何だか余り通じてこなかった」と、
その人はおっしゃるのです。 

なぜかというと、「金 5,000 円を贈って」というような文言があって、 5,000 円なんて、
最初調査があるらしいのです。 5,000 円振り込みますから、銀行口座を教えてくださいと
いうような調査があって、それで 5,000 円振り込まれるのはわかっていたのだと。多少で
も、大変な状況の中、 5,000 円でもいただくのはありがたいのだけれども、その祝詞の中
に、「 5,000 円を贈って、これを」、私、ここに実物持っているのですけれども、名前が
書いてありますからお見せしませんけれども、「こうこうとします」というようなことが
書いてあって、何か通り一遍だなと、寂しいなと思ったそうなのです。 

私も読ませていただいて、ぜひこれは、心がこもった文章に変えていくべきではないのか
と思ったのですが、今持っていないでしょうから、課に戻っていって、ぜひ、どんな文章
を書いたかなというふうに読んでみていただきたいというふうに思います。 

以上、三つです。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

現在、「歴史の道」ということで、多賀城政庁を中心に、NPO ゲートシティ多賀城の皆様
から、六つのルートの提案をいただいているところでございます。こういった市民の方々、
あるいは行政と協働によるいろいろなワークショップを通じまして、市民の目線による多
賀城の再発見ということで、ルートを考えていただいたのですが、こうしたお話を、市⾧
が各地区での「おばんです」あるいは「ちょっと茶っと」でお話をした際に、「こういっ
たアイデアはどうなのでしょうかね」というふうに寄せていただく市民の方もいらっしゃ
います。 

そういう方々にはゲートシティさんの方を御紹介させていただいて、ぜひそういったすば
らしいアイデアについては、お話をしていただいて、「皆さんも一緒になってまちづくり
に参加していただいてはどうでしょうか」という勧め方をさせていただいております。 

今、委員からお話があったことについても、ぜひこちらの方のお話し合いに参画いただい
て、また別の多賀城の魅力ある「歴史の道」づくりに御参画いただければというふうに思
っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 



今御質問のあった件なのですが、平成 19 年度事務事業評価の 1 ページ、2 ページに、A 表、
B 表に記載してあります事業は、多賀城東部線の事業でございます。 

今、委員の方から御指摘のありました下馬であるとか、三中前ですか、の停留所で、それ
で塩竈の方に行くルートというのは、これは七ケ浜循環線でありまして、事業になります
と別事業になるわけです。したがって、その苦情であるとか、要望であるとかの件数が、
東部バス路線に関してはゼロと。これがバス運行事業の七ケ浜循環線という事業になりま
すと、当然、ここの成果指標の要望、苦情件数の実績の方には、1 件あるいは 2 件という数
字が記載されたものになることになったものであります。 

その辺がありまして、この事務事業の分け方で、今回たまたま東部バス路線を載せた事務
事業評価だということで、御理解いただきたいと思います。 

○永澤介護福祉課⾧ 

祝詞に心がこもっていない、がっかりしたということなのですが、祝詞自体非常に小さい
もので、あの中に心を込めて表現するというのも、やはり相当難しいものではあるかなと
は思いますが、やはり時代に合った、心のこもった言葉、それにかえることに、こちらは
当然そういうことも、今回の御意見いただきまして、改めて考えてみたいと思います。 

○佐藤委員 

貞山堀を含めていただくということで、含めていただくといいますか、そういう活動をし
ていくというお答えだったというふうに思いますので、どうぞよろしくお願いをいたしま
す。 

それから、バスは、ここに書かなかったというのはよくわかりました。 

しかし、笠神の人たちの要求は消えていないわけで、「ちょっと茶っと」の中でも、行き
たいのだけれども、行って、市⾧に直接訴えたいのだけれども、夜だから行かれないとい
うお年寄りがいっぱいいるのです、本当に。それで、私に行けと言うのですが、私もちょ
うど夜、都合が悪かったりすると、行けなかったりして、本当にそうなのですよ。ですか
ら、そういう意味では、今困っている高齢者の方たちにこたえていく最善の策は、本当に、
この間も担当部⾧には資料もお渡ししましたけれども、塩竈での東部線というか、その塩
竈行きの、三中前を通って、ぐるっと回る 100 円バスを運行してほしいという、市民の人
たちの運動もありますから、ぜひそれに積極的にのる形で頑張っていただきたいというふ
うに思うのです。高齢者だけではなくて、50 代、60 代、「私たちの年代になると、ひざも
痛くなるし、歩くのが大変だ。本当に何を考えているんだろう」と、「塩竈に行かないで
多賀城にだけ行けばいいのだけれども、そうもいかない」という中で、トータルの生活圏
の中をということで比べれば、今回、市⾧の英断だったその新田の人たちが、仙台に学校
区、向こうに全部行ってしまったということでは、大変いい判断だったというふうに思う
のですが、やはりあれも生活圏を考えての行動だったと思うのです。そういうところでは、
やはり本当に大英断をお願いをします、改めて。 

そして、また、国の政策についてでも、住民の足の確保について、新しい条件が生まれて
いると言われています。昨年は、「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」という
ものができまして、地方での住民の足を公共交通の工夫で確保する場合には、協議と計画
作成、実施などに補助が出るようになったと。それから、さらに、ことし、骨太方針、2008
年には、地域公共交通活性化法に基づき、「住民の足の確保に対して支援する」との記述
が加わったそうであります。制度自体は昨年と同じですけれども、予算額も 30 億円といっ



てふえておりますので、ぜひ大いに活用して、皆さんに喜ばれるような施策の実現を、重
ねて、心からお願いを申し上げます。 

もう一つですが、祝詞はこんなものです。小さいのです。ですから、心を込めて、ここに
いっぱい書けというのは大変だと思うのですけれども、何か、「敬老金 5,000 円を贈りま
す」というのは、言わずもがなで、要らないのではないのかと、それより何かもう少し違
う言葉を、優しく添えてあげた方が、心に響くかなというふうに思うのですが、ぜひ御検
討をよろしくお願いして終わります。（「答弁はよろしいですね」の声あり）はい。 

○森委員⾧ 

ここで 10 分間休憩といたします。再開は 3 時 20 分といたします。 

午後 3 時 08 分 休憩 

 
午後 3 時 19 分 開議 

○森委員⾧ 

定刻前でございますが、皆さんおそろいでございますので、再開をしたいと思います。 

○雨森委員 

簡単に質問申し上げます。住民の足である路線バス。この北日本自動車学院さんに、例え
ば燃料の助成とか、何か方法があるのか、お考えであるのか、その点だけお尋ねいたしま
す。 

それから、きょう、実はたまたま早朝目が覚めたものですから、朝 3 時半ごろ、多賀城交
番並びに南宮交番ですか、2 カ所回ってまいりました。多賀城をちょっと治安で回ってみた
のですけれども、両交番とも外出ということで、署内の電気が消えてしまっているのです。
これはその方法だと思うのです。塩竈も消えているのですけれども。それで回転灯だけは
ついているのです。外部から見ると、確かにパトカーもいないし、外部で何かあったのか
なというように思うのですが、これは防災の方で、中身がわかるかわからないかわかりま
せんが、一度、御存じの範囲内で、例えば、署内が真っ暗で、電気が消えているのです。
それで回転灯だけがついているのです。これは塩竈、向こうの管内に行きましても皆同じ
です。けさ 3 時半ごろも、皆、両方交番も皆消えて、回転灯だけがついているのです。そ
れで署員の姿は見えません。それには何か理由があるのか、その点ちょっとお尋ねします。
この 2 点でございます。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

お答えいたします。 

まず、バスの燃料費の件でございますけれども、確かに燃油が上がっていまして、非常に
我々も心苦しく思っておるわけでございますけれども、市の方で燃料代を助成いたします
と、道路運送法上、定期バス路線の扱いにされてしまいます。 

そうしますと、今現在、北日本自動車学院さんの方で、土・日、あと休みは運休であると
か、あと向こうの都合で臨時運休とかということが、今たまにあります。それに先立ちま
して、十分住民の方には周知しておりますけれども、そういったことができなくなるとい
うこともありまして、ある意味、せっかくの社会貢献活動として行っているこの「おでか
けバス」そのものが、もう一度制度設計し直さなければならないということもありますの



で、現在、両者間においては、そのような部分で、一応同じ認識のもとに今現在に至って
いるということで、御理解いただきたいと思います。 

○伊藤交通防災課⾧ 

多賀城駅前の警察官立寄所、早朝、電気が消えておったということでございますね。（「山
王です」の声あり）わかりました。 

南宮交番所が電気が消えておったというようなことですが、御承知のとおり、この 4 月か
ら 3 人体制から 6 人体制になりまして、24 時間体制となりました。駐在所から交番という
ようなことで、昇格になったわけでありますが、恐らく、24 時間交代制ですから、電気が
消えていたということは、パトロール、警らか、あるいは何か事件、事故等が発生した関
係ではなかろうかと、このように認識しております。 

○雨森委員 

これは、課⾧は、署内のことですから、詳しい理由はわからないかもしれませんが、多賀
城交番でも、あそこは 4 人体制ですか、いずれにしましても、署内の電気を皆消します。
そして、赤い回転灯だけはついているのですね。それでもちろんパトカーはいないのです。
それから、塩竈市内の交番でも、やはり 3 時、4 時ごろ参りますと、署内の電気を消してし
まっているのです。それでライトだけついているのです、回転灯だけ。 

ですから、やはり警察なり交番なりの決まりか、どういう決まりがあるのか、御存じであ
ればお尋ねしたかったのですが、なければ別に結構ですが、やはり何か外部から行きます
と、せっかく 24 時間体制ということで、せめて室内の電気ぐらいつけていただきたいとい
うような気がするのです。それでちょっとお尋ねしてみようと思いました。それがわから
なければ、また後日で結構であります。（「公共交通についてはよろしいですか」の声あ
り）結構です。 

○伊藤交通防災課⾧ 

その電気が消えていたということについては、署員が不在の折は、節電等のために消して
おるのかどうか、その辺を含めて、警察署の方に確認し、地域課の方に確認してみたいと
思います。 

○伏谷委員 

資料 7 の 19 ページ、7 のプロジェクト事業に要する経費が 1 点と、それから、21 ページ
の、情報化の推進に要する経費のホームページの研修というところで、2 点伺いたいと思い
ます。 

まず初めに、学院大とのいろいろな提携ということで、先ほど、学生の調査活動として、
インターンシップのモニタリングというふうなお話を伺いました。その前には、たしか理
科の授業に対する先生の授業ですか、それから、「おもちゃのお医者さん」といいますか、
大代地区公民館でやった学院工学部の学生たちとやった事業ということで伺っております
が、そのほかに何か今までの活動があれば、それを教えていただきたいと思います。 

それと、ホームページの研修なのですけれども、前回の説明ですと、そのホームページの
修正といいますか、そういったことに対する研修が主かなというふうに感じたのですが、
もう少し具体的にこのホームページの研修と、あと、やはり先ほどいろいろな方々から、
何かにつけ「ホームページを見てくれ」という表現があったのですが、実際、どのくらい



の方が見ているかという、そういった概略的なところも、多賀城市内としてつかんでいら
っしゃるか、その辺の数値も、知る範囲で教えていただきたいと思います。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

それではお答え申し上げます。 

今、委員からございました理科教師の「学び直し」という授業のほかに、同じく「おもち
ゃの病院」ということで、これは文化センターのお祭りの中で 1 教室を開いたということ
で、大変こちらも市民の方から好評を得ております。 

そのほかにと申しますと、昨年は 11 月 2 日以降の出来事でございますので、約 4 カ月弱し
かございませんでした。その中で、一つは、オープンリサーチセンターという、東北学院
大学の講座があるのですけれども、「古代ローマ帝国社会における宗教の多元性」という
公開講座を多賀城で開いていただいたと。当初は文化センターで開きたいというお話がご
ざいましたけれども、たまたま日程的に文化センターがあいていないということで、うち
の方を通じまして、東北歴史博物館を紹介いたしまして、そちらで開催したということで、
こちらについても市民の方々に参加いただいているということでございます。 

平成 19 年度は、締結を結んだばかりということで、なかなかこれ以上は進まなかったので
すけれども、庁内各課、意識を持って、いろいろな事業に東北学院大の力をかりたいとい
うのが来ておりまして、現在でも学院大と協議を進めている部分がございます。だんだん
これからふえていくのだというふうに思っております。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

ホームページ関係の研修の件でございますが、現在、市のホームページについては、地域
コミュニティ課の職員が、専門にその更新等をしてございます。 

これにつきまして、そのほかの職員についても、ホームページの更新ができるようにとい
うことで、情報化推進係の方で職員向けに研修を行ってございます。 

具体的な、例えばホームページの閲覧状況等については、地域コミュニティ課の方から回
答させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

それでは、資料 7 の 12 ページをお開きいただきたいのですが、5 番にホームページのアク
セス状況はこちらに記載してございます。 

平成 19 年度につきましては、トップページのアクセスが合計 15 万 2,467 件ということ
で、1 日平均 418 件ということでございます。訪問者数としましては、延べで 81 万 3,115
人ということで、1 日平均 2,228 人という状況になってございます。 

どれぐらいの人が見ているのかというような、件数でございまして、こうなっております
が、ちょっと古い資料なのですが、2006 年総務省統計局の社会生活基本調査によりますと、
ホームページのいわゆる普及状況というのは、全国で 59.4％なのだそうです。 

多賀城市ではデータはございませんが、宮城県としては 55.7％ということなので、全国平
均は下回っているという状況でございます。これでも、宮城県は実は東北では 1 位の状況
だということですが、そういう中で、1、2、3 位はいずれも関東、首都圏ということです
が、宮城県は 55％ということで、そういった方々、これはトップページということなので、



全国どこから、あるいは全世界からこちらに、一番トップのページに来ている方のデータ
というのは、こういうデータになっているということでございます。 

○伏谷委員 

ありがとうございます。 

最初の質問なのですけれども、その学院大との提携ということなのですが、今、市⾧公室
の方からのお考え、視点ということで伺いました。中で、あと、地域コミュニティ課とし
ての見方として、一つ、先ほど松村委員が参加していると言っていた商工会のまちづくり
協議会、こちらで柳井先生という方が講師になって、商工会の方でまちづくり協議会をや
ったということでございます。その方がやはり学院大の教授であったということで、最近
聞くところによりますと、そのゼミ生が多賀城の市民活動について非常に興味がある、市
民活動についての勉強をしたいということで、その学院大の、ちょっと科は忘れたのです
が、今、学生さんが、実際その市民活動を学びに来ているというふうな話を伺いました。 

まさに、当初目的と非常にラップしている、地方分権というのはこういうことから始まっ
ていくのだなと。点と点で結び合って、ボトムアップしていくというこういう状況が、何
かかいま見れたような感じがしましたので、この課ごとではなくて、全体の情報共有とい
うのは本当に必要なのかと思いましたので、その所見を伺いたいと思います。 

それから、ホームページの件なのですけれども、先ほどは逆に、深谷委員の方からは、紙
媒体も必要性があると、これはもっともだと思います。ただ、先ほどの竹谷委員のお話に
よりますと、やはり情報化ということは、同じ資料で、同じ方法で、同じ共有をというこ
とであれば、やはりみんながそこに取り組む姿勢を見せていかなければならないかと。や
はりホームページを見ていくということも、みんながホームページを見るということで、
そこでの情報を共有化できるということもあるので、やはりそういったものをうまく捕ら
えていくという姿勢も、全体で持っていく必要性があるのかと思いますので、その辺のと
ころも所見をお伺いさせてください。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答えいたします。 

去年の事業としては三つしかなかったのですけれども、その前段といたしまして、これか
らどう運営していきたいのかという協議をしております。中には、その講師を多賀城市に
お呼びする場合に、では報酬を幾らにするのだというような協議もしました。 

その中の一つとして、今後やはり情報を共有化しましょうということで、定期的に調整会
議を開きましょうということで合意がなされておりまして、第 1 回目の調整会議を 5 月に
行っております。年 2 回ほど行いましょうと、春先の調整会議は、いわゆる前年度の事業
の結果報告と、そこから反省点を出す。それから、秋の調整会議については、次年度以降
のお互いの予定について煮詰めましょうということで、なかなか学院大の中でも、学部に
よって温度差があったり、あるいは、多賀城市も、部⾧等がこれに参加いたしまして、同
じく共通認識を持ちながら、多賀城市がやってもらいたいこと、あるいは学院大からやっ
てもらいたいこと、お互いに引き出そうということの会議を設けております。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

私どもが市民の方々に情報を伝達する最大の手段というのは、やはり広報誌だというふう
には考えております。 



ただ、広報誌にはどうしてもページに限りがあるということで、そういう意味では、詳し
くはホームページをごらんになれる方については、そちらもごらんくださいというような
形でやっておりますけれども、やはりそのホームページの充実というのは、今、ちょっと
2006 年のデータを紹介しましたが、今後ますます普及していくものと思っていますので、
やはり有効な媒体の一つとして、やはりその充実も図っていかなければならないと。 

そういう意味でも、職員の研修も必要になってくるのではないかというふうに考えており
ます。 

○伏谷委員 

ありがとうございます。ぜひとも、第 1 回目の一般質問で質問させていただいたソーシャ
ルネットワークシステムというのが、これは絶対、地域の融合性を保つ一つの手法となる
と思いますので、もう一回、私もさらに勉強しまして、これを質問させていただきたいと
思いますので、この辺に関して精査していただければというふうに思います。（「答弁よ
ろしいですか」の声あり）はい。 

○昌浦委員 

私は、資料 7 の 18 ページ、中心市街地活性化事業に要する経費、それから、同じく資料 7
の 51 ページ、老人福祉に要する経費、特別養護老人ホーム建設負担金、この 2 点でちょっ
と質疑をさせていただきたいと思います。 

まずもって、18 ページの、3（1）に、市街地再開発事業の推進という、「多賀城駅北開発
株式会社」設立となっております。この設立年月日はいつですか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

設立年月日が、平成 20 年 3 月 28 日でございます。 

○昌浦委員 

都市再開発法の第 50 条の 2 から 50 条の 15 まで、いわゆる再開発会社の規定があるので
すけれども、どうもこの「多賀城駅北開発株式会社」というのは、いかなる位置づけの法
人なのか、規定からはちょっと読み取れないのです。どういう位置づけの法人なのでしょ
う。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

これは商業法人株式会社でございます。それで、設立の根拠は、市街地再開発法と会社法
もかかわってくるというふうに考えております。 

○昌浦委員 

では、今の御回答で、いわゆる地方自治体が出資をしている商業法人ということで理解し
てよろしいでしょうか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

一般的には、地方自治体が出資している法人と申しますと、第三セクターと言われますけ
れども、ちょっとイメージが違うのかなと言われますけれども、基本的概念は、地方公共
団体が出資している法人でございますので、第三セクターのカテゴリーに入るというふう
に思っております。 



○昌浦委員 

そうですね、第三セクターのカテゴリーに入るか入らないかというのは、非常に私の質問
の中では大事なことなのです。 

そこで、18 ページには、「市⾧公室⾧が取締役に就任した」云々とあるのです。これは、
ちょっと私も地方自治法第 35 条、職員は皆御存じだと思うのですけれども、「職務に専念
する義務」ですね。これは第 35 条に書いてあるのです。これとこの取締役就任というもの
は、どのような関連があるのか、その辺、ちょっと具体的に、私、疑義があるものですか
ら、質問したいと思うのですけれども。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

今のお話で、「地方自治法」とおっしゃられましたか、（「ごめんなさい、地方公務員法」
の声あり）地方公務員法でございますね。 

我々職員は、職務に専念する義務がございますけれども、今回の市⾧公室⾧の就任につき
ましては、「職務専念義務を免ずる」という形で許可を取ったということで、取っており
ます。 

それとあわせて、「営利企業従事」というその許可を二つ取りまして、職務というよりも、
個人に近しい形で、その株式会社の取締役に就任しているということでございます。 

○昌浦委員 

「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律」がございますね。この中の
第 2 条に、簡単に言いますが、「条例で定めるものとの間の取り決めに基づき」というの
があるのです。第 2 条に。もっと言いますと、「任命権者」、この場合は市⾧を指すので
すけれども、公室⾧に関しては。この人、いわゆる室⾧さんを派遣するには、「条例に定
める取り決め」云々というのが優先するのです。 

それの根拠は何なのかと、こういうことに関して何か書いていないかと思いましたら、「第
三セクターに関する指針の改定」というのが、平成 15 年 12 月 12 日に総務省から出てい
るのです。この中に、まずは、一般的留意事項の中に、「この指針において、第三セクタ
ーとは、地方公共団体が出資または出捐（以下、『出資』という。）を行っている民法法
人及び商法法人」、これは第三セクターの定義ですが、その中に、3 の（運営体制）の中に、
「地方公共団体の職員を派遣する場合は」、先ほど申し上げた「公益法人等への一般職の
地方公務員の派遣等に関する法律（平成 12 年法律第 50 号）等を踏まえ、適切に対応する
こと」、適切に対応することというのは、私が言った第 2 条に書かれていることなのです。 

実は、2 月 18 日に、議会で、「出資に関する」ということで、原案可決しましたね。その
中で、いみじくも、鈴木さんですか、今、御回答をいただいたあなたが、私の質問に対し
て、「議決権を有する」云々とおっしゃっています。議事録に載っています。そのときに、
「実は取締役を派遣します」というようなことを御回答いただければ、私はその後の次の
質問があったのです。しかしながら、「議決権を有する」、私もいわゆる商法に関しては
ずぶの素人なものですから、そこで終わってしまったのですけれども、これは、こういう
第三セクターに関する指針等々を含めて、いわゆる市⾧公室⾧を任命権者たる人が、いわ
ゆる会社法人に出向なり、その職に充てる場合は、きちんとした、法律までいきませんね、
この法にあるのですから、条例的なものをつくって、いわゆる職専免と、通称あなた方が
言っているように、職務に専念する義務を免除するとかというふうな、一つの条例をつく
って、対処していくのが本当ではないのかと思うのですけれども、その辺どうなのでしょ
う。 



○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

それではお答えいたします。 

公益法人等への一般職の地方公務員の派遣に関する法律、こちらの第 1 条には、「この法
律は、地方公共団体が人的援助を行うことが必要と見られる公益法人等の業務に、専ら従
事させるために職員を派遣する」と。「専ら従事」ということは、ずうっと従事している
ということだと思います。 

今回の市⾧公室⾧の任務は、取締役として取締役会に出席すると。この取締役会は今のと
ころ月 1 回程度、2 時間程度の仕事でございます。ですから、「専ら従事する」には該当し
ないというふうに私どもは考えておりますので、この法律には該当せずに、職専免として、
仕事をその時間帯従事することを免じて、彼が独自に取締役会に出席をしているという解
釈のもとに行っているものでございます。 

○昌浦委員 

そうしますと、室⾧がそこに出る場合は、その都度、任命権者が職務に専念する義務を免
ずるという、一つの文書的なものをお出しになっているのでしょうか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

任命権者からいただいている決定通知書では、期間といたしましては、「平成 20 年 3 月
28 日から在職または会社が解散するまでの間、同会社の株主総会及び取締役会の都度、職
務専念義務を免除する」という形で御通知をいただいております。 

ですから、毎回、毎回ではなくて、一番最初の許可の際にちょうだいしているという形に
なっております。 

○昌浦委員 

わかりました。いわゆるその辺が、先ほど、うっかりと自治法と言葉が出たものですから、
地方公務員法第35条と抵触するのかどうかということがちょっと疑義があったものですか
ら、ふれさせていただきました。 

さて、同じく 2 月 18 日の中で、室⾧が、「増資をする」と。株は 221 株なのだけれども、 
200 万円ほどの株をふやす云々ということがあるのですけれども、私、ここに履歴事項、
全部証明書をもらってきたのです。当該会社の。そうしましたら、発行可能株式総数 240
株なのです。 

ということは、発行済み株式が 221 ということは、1 株、これ 1 株 10 万円なのですけれ
ども、19 株が売却可能な株数になって、2 月 18 日に御説明の 20 株の発行可能数との間に
1 株分の差異が出てくるのでございますが、その辺はどのような成り行きで 1 株が違ってき
たのか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答え申し上げます。 

その増資の分については、この株式会社の特性を生かして、当初の、設立の早い時期から、
民間の方々の知識をいただこうということで、後ほど、例えばマンションを建てることが
方針づけられれば、マンション業者の方々が出資していただく分ということで考えており
ました。 



1 株分差異が出たということは、ちょっと調べてみないとわからないものですから、ちょっ
とお時間ちょうだいいたしまして、御回答申し上げたいと思います。 

○昌浦委員 

あるのですよ。発行可能株式総数 240株、それで発行済み株式の総数並びに種類及び数は、
発行済み株式の総数 221 株、ですから 19 株、今後発行可能なのは。 

しかしながら、2 月 18 日の私の質問に対する御答弁は、「 200 万円」と、明確に議事録
に載っておりますから、室⾧さんがお答えしているのです。ということは、算数ですよ、1
株違ってくるのではないかということなのですけれども、それに関してはどこで違ってき
たのか、あるいは、それは初めから 240 なのだけれども、 200 万円程度という、ぐらい
というふうな軽い気持ちでお答えになったのか、その辺どうなのでしょう。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答えいたします。 

その辺の経緯、ちょっと確認いたしますので、お時間をいただければと思います。すみま
せんです。 

○昌浦委員 

わかりました。今ここでどうのこうのと言っても、確認をせずにお答えもできないでしょ
うから。 

それで、この出資の現物になりました多賀城市中央三丁目 28 番の 3 でございますね。これ
は、いつ移転登記といいますか、所有権移転をされましたか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答えいたします。 

こちらにつきましては、年度が明けてから所有権移転登記をいたしました。たしか 4 月の
末だったと思います。 

○昌浦委員 

違いますよ。原因は、平成 20 年 3 月 7 日、現物出資になっておりますけれども、受付年月
日、これは平成 20 年 6 月 3 日なのです。私、いただいてまいりました。 

出資というのは、私、商法的なものはわからないけれども、本来であれば 2 月 18 日、議会
において原案可決の議決をいただいたならば、3 月 28 日、会社設立の間に出資をしなけれ
ばならないのではないのかと私は思うのです。移転登記というものは。それがどうして 6
月 3 日なのでしょう。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

財産につきましては、3 月中旬に多賀城市から駅北株式会社に対して、設立前ではございま
すけれども、出資をいたしますという文書を出しております。 

この文書を受けて、意思確認をされたということで、それから会社が設立になったと。そ
して、基本的には、その文書のやりとりの中で、出資の意思が固まってはいるのですけれ
ども、いわゆる第三者に対抗する要件としての登記が、その後、会社の手続によって若干
おくれてしまったということだということです。 



○昌浦委員 

先ほど、4 月の半ば云々に移転登記とおっしゃっていますね。あれはどういうことなのでし
ょう。6 月 3 日なのです。あなたは 4 月とおっしゃいましたね。やりとりいいですよ、文
書でも何でも。では 6 月 3 日に受け付けて、筆頭登記官が受け取ったのではないですか。
登記官が証明しているのです。ですから、6 月 3 日ということは、あり得ないと私は思うの
です。これどうなのですか。所有権移転というのはこんなにおくれていいものなのですか。
私、わからないので聞いているのです。ですから、やりとり云々はいいです。 

しかしながら、出資というのは、会社設立前になされるのが、常識的な判断ではないかと
私は思うのですけれども、これは差異があるのですか。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答えいたします。 

出資自体は 3 月中に出資の申し込みをしておりますので、登記行為が、先ほど 4 月と申し
ましたけれども、失礼いたしました。錯誤でございます。6 月になされたということでござ
います。 

ですから、多賀城市の出資自体はいつなのかといえば、3 月中に出資をしているという形に
なります。 

○昌浦委員 

わかりました。そうしましたら、多賀城駅北開発株式会社には、3 月中には出資の意思とい
うか、行為をなされたということで理解してよろしいのですね。たまたま 6 月 3 日に受け
付けがあったということなのでしょうけれども。 

さて、そこでなのですけれども、この会社の説明に関しては、あなたがいみじくもおっし
ゃったように、商法法人なわけですけれども、第三セクターに関する指針の改定の中には、
「地域住民に対しても、議会に説明した内容について、よりわかりやすい形で積極的に広
報等を行うなどにより、十分な理解を得るよう努める必要があること」。 

それから、「議会に関しても、説明、要件をきちんとすべきである」ということが、この
中に書いてあります。 

これはいまだに改定の、改定版が出ておりませんので、平成 15 年 12 月 12 日のこのいわ
ゆる指針は、今も生きていると思うのですけれども。 

さて、この間の 2 月 18 日の、唐突というのではないのですけれども、議事録を読まれてい
るとは思うのですけれども、「ちょっと説明の不足ではなかったのか」云々とあるわけで
す。そういう議員からの発言が議事録に載っておるのですけれども、余りにも説明がちょ
っと足りなかったのかと、私自身は思っているところです。 

それで、最後なのですけれども、ここの主要な施策の成果に関する説明書の中に、なぜ設
立年月日が書いていなかったのか。やはりこういうものというのは、会社設立したのであ
れば、平成 20 年 3 月 28 日設立というようなことは、一言入れてしかるべきだと私は思う
のですけれども、その辺はどうでしょう。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答え申し上げます。 



そちらの件につきましては、行政の報告等で、設立した旨の御報告を 6 月議会にしており
ましたので、気持ち的に主要な施策まで日にちを載せなかったというのがございますけれ
ども、今後の反省点として考えてまいりたいと思います。 

○昌浦委員 

最後です。なぜ一般職の職員なのかなというような素朴な疑問を持つのです。取締役就任
ですね。なぜ一般職でなければならなかったのか。いわば、市⾧でなくとも、副市⾧あた
りが取締役として就任をした方が、より理解が早くて、意思決定などもうまくいくのでは
ないのかと、素朴な疑問を持つのですけれども、なぜ一般職だったのか、最後に御答弁い
ただきます。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答え申し上げます。 

今、月 1 回の取締役会ということで、回数も余り多くないのですけれども、ひょっとする
と、事業が進展してくると、今後もう少し回数がふえる可能性があると。それからします
と、公務多忙なところ、副市⾧、市⾧になってしまうと、出席できなくなってしまうと、
これは議決権の半分を持つ取締役でございますので、欠席という事態はなるたけ避けたい
というのがございまして、今回、市⾧公室⾧ということで、一般職でもトップということ
での就任ということで考えました。 

○昌浦委員 

この件の質問、本当に最後にしたいと思うのですけれども、いわゆる会社で、負債等々が
発生した場合、この場合、いわゆる一般職の市⾧公室⾧は、どのような債務的なものを履
行しなければならないのか。補償などを含めてです。それが 1 点です。 

このいわゆる取締役は、今後はあて職とみなして、市⾧公室⾧が異動するたびに取締役に
つくのかということだけ、確認しておきたいと思います。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

それではお答えします。 

会社法の中で、取締役が故意であるとか、重大な過失があって、第三者に被害を与えた場
合は、これを賠償する責任を負うということが一般的でございますけれども、故意あるい
は重大な過失がなかったとして、負債が生じたという場合には、賠償というか責任という
のは出てこないというふうに考えております。 

多賀城市におきましても、出資をした限りにおいて、その出資金が戻らないということは
あり得るかと思うのですけれども、そうならないように、市⾧公室⾧が出席をして、取締
役としてイニシアチブをとりながら事業を進めていくということでございます。 

それから、今後のあて職かどうかということになりますと、基本的に、プロジェクトで仕
事に携わっている以上、市⾧公室⾧はそのままあて職として出ていただくというのが、多
賀城市のスタンスだというふうに思っております。 

○昌浦委員 

ただいまの答弁を聞いていると、いわゆる市⾧公室⾧がかわっても、市⾧公室⾧があて職
として取締役というのを引き継いでいくのだと。故意によらなければ、債権の賠償責任等



は免れるというふうに、私ども、今の御答弁を聞いて理解したところですが、いわゆる第
三セクターというのは、今、大変な曲がり角に来ているのです。午前中ですか、夕張云々
ということがありましたけれども、夕張がちょっと再建団体というか、大変な思いになっ
たのは、いろいろな第三セクターをつくったのです。先ほどのお話の中では、三セクのこ
とは触れられたかどうかちょっと何でございますけれども、ですから、やはりこういう再
開発会社という新しい手法、これは余り、インターネットで調べたら、そんなに全国的に
も事例が余りない、東北で初めてというような話も、説明で聞いたやに私も記憶しており
ますけれども、ゆえに、今ここで、三セクであるということは、私、明確に今、御答弁を
いただきましたから、どうか失敗のないように、今後鋭意努力して進めていっていただき
たいと思うところでございます。 

それでは、51 ページなのでございますが、ここに特別養護老人ホーム建設負担金というこ
とで、2 件、これは多分多賀城苑と、最後におつくりになられたと思うのですが、千賀の浦
福祉会が、松島の⾧松苑かというふうに思うのですけれども、この金額 721 万 6,122 円、
これは多賀城苑分と、恐らく⾧松苑だと思うのですけれども、その金額的なものは個々に
幾らなのですか。 

○永澤介護福祉課⾧ 

まず、この特別養護老人ホーム 2 件は、今おっしゃられたとおり、多賀城苑それから松島
の⾧松苑でございます。 

多賀城苑の分については、平成 19 年度の支出額は 441 万円、⾧松苑分 268 万 8,768 円、
合計 709 万 8,768 円でございます。 

○昌浦委員 

御答弁とちょっと差異がありませんか、金額的に。今のを頭の中でざっと計算してみても、 
709 万円ぐらいになってしまって、決算額 721 万 6,122 円と約 11 万 7,000 円ぐらい、
御答弁の金額とちょっと差異があると思うのですが、どうなっていますか。 

○永澤介護福祉課⾧ 

この差の分ですが、目の説明のとき説明したのですが、この資料 4 の 46 ページをお願いい
たします。老人福祉費の備考欄に、3 款 1 項 8 目より予算流用 11 万 8,000 円となってお
ります。この部分が、老人福祉費県補助金の平成 18 年度分の精算分を予算措置しなければ
ならなくなったのでございますが、この精算金につきましては、一般財源を充当しなけれ
ばならない。ところが、この老人福祉費の中の事業では、一般財源が入っているのが、こ
の老人福祉に要する経費しかなかったものでありますから、この事業に流用して支出させ
ていただいたために、その差が生じております。 

○昌浦委員 

わかりました。課⾧の回答と決算額の差異が 11 万 7,354 円、ゆえに、この 11 万 8,000
円というのが、この差異の分だというふうに理解しました。 

あと、多賀城市が千賀の浦福祉会に出資しているので、何か金額的なものはございますか。
たしか委託料か何かであるような気がするのですが。 

○永澤介護福祉課⾧ 

金額については、おっしゃるとおりの 11 万 7,354 円でございます。 



次に、そのほかに、千賀の浦福祉会に、出資という形ではございませんが、委託料として、
介護保険の保険給付以外に、委託料としまして「お元気ですか訪問」、それから地域包括
支援センターの委託料、この 2 件の委託料を支出しております。 

○昌浦委員 

大体、委託料、このくらいかなというのを金額でやると、大体、午前中に私がお聞きした
多賀城苑の地代等と匹敵する金額ぐらいが、恐らく支出しているのではないかなと、漠然
とですが、思うのです。それはいいです。金額的なものの詳細は、今回除きますけれども、
そうしますと、何か支出と地代で入ってくる分とが大体ペイラインなのですね。行った、
来たというような金額で、そんなに差異のない金額ぐらいが、支出したり、収入として入
ってきたりしているのです。 

そこで、この多賀城苑それから⾧松苑の建設負担金の支出終了年度、この年度をもって、
翌年度はもう支出しないという最終年度ですが、それぞれ多賀城苑、⾧松苑、何年度です
か。 

○永澤介護福祉課⾧ 

多賀城苑は平成 26 年度、⾧松苑は平成 32 年度が最終年度でございます。 

○昌浦委員 

⾧松苑は随分⾧いのですね。償還、それだけかかるのでしょうけれども。 

何か午前中の歳入で、 2,108 万円ぐらい入ってきているのですけれども、この多賀城市の
所有している土地を、千賀の浦福祉会に市が寄附して、千賀の浦福祉会の土地賃借料を市
が放棄して、その寄附を受けた土地を基本財産として、それを運営資金の調達などに回し
て、法人独自の経営などというものも、そろそろ視野に入れていくべきではないのかと思
うのです。後でまた質問させていただきますけれども、どうなのでしょうね、いわゆる多
賀城市所有の土地というものを放棄ということは可能なのでしょうか。 

○永澤介護福祉課⾧ 

千賀の浦福祉会の場合には、2 市 3 町が共同で特別養護老人ホームが足りないために、共同
で順番に整備するということで、2 市 3 町がお金を出し合いました。 

ただ、その後建設された、あるいは開設した介護事業所というのは、市ではそういった補
助金というのは出しておりません。その関係上からも、千賀の浦福祉会を特別扱い、やは
り今でもしているわけですが、これ以上の特別扱いというのは難しいかと思います。 

○昌浦委員 

仄聞するところでは、当該法人は、平成 19 年度の決算で 5,000 万円から 7,000 万円ぐら
い、そのくらいの赤字になったようなのです。それは当局として、金額は結構ですけれど
も、そういう事実をつかんでおられますか。 

○永澤介護福祉課⾧ 

ちょっと資料が 1 枚ものの資料で、出てこなかったのですが、おおよその数字で申し上げ
ますと、貸借対照表の損益計算の結果が 2,600 万円ほど前年度よりも減っている、それが
平成 19 年度の千賀の浦福祉会の決算でございます。 

○昌浦委員 



私が仄聞するところですから、 2,600 万円減っているということで、今御回答がありまし
た。 

これも仄聞するところなのですけれども、当該法人の人件費が極度に高いのですね。この
まま手をこまねいていると、雪だるま式に赤字が累積するおそれがあるのです。これ 2 市 3
町が関与している法人であるならば、市としては、このような事態を手をこまねいている
わけにはいかないのではないのかというふうに思うのです。 

このような 2,600 万円減ったという事態を掌握しているようなのですけれども、今後、や
はり先ほど私が申し上げたように、いわゆる多賀城市の土地を放棄したかわりに、独自に
千賀の浦福祉会で経営を立てていくような、そういう考えも私は頭の中にあるのですけれ
ども、このまま手をこまねいていると、来年も減るおそれがあると思うのです、貸借対照
表。そういうことに対して、市はどのように対処する御方針なのか。 

というのは、多賀城市からたしか、運営に関して何か委員さんが、理事とは別ですよ、委
員さんも、理事さんというのか何か、評議員ですか、出てらっしゃると思うのです。です
から、多賀城市はまるっきり知らないわけではないと思うので、その辺、どうなのでしょ
う。 

○永澤介護福祉課⾧ 

千賀の浦福祉会の経営の内容の立て直しにつきましては、私、評議員しているのですが、
実は、9 月中には再建計画を出すようにという申し入れをしております。 

それで、2 番目の御質問の評議員については、ちょっと今言ってしまいましたが、私が多賀
城市役所から評議員として出ております。 

○昌浦委員 

わかりました。やはりずっと多賀城市が、いろいろと千賀の浦福祉会に土地の提供といい
ますか、そういうことをしながら、法人としてずっと多賀城市のために頑張ってくださっ
た法人ではございますけれども、2 市 3 町でやはり足並みをそろえて、私が考えたようなこ
とも視野に入れて、今後協議をしていただくかどうか、この辺は、やはり担当課⾧ではな
くて、しかるべき人あたりに御答弁をいただきたいと思うところでございます。 

○相澤保健福祉部⾧ 

ただいまの御質問、しかるべき人ということですけれども、私ではちょっと役不足ですけ
れども、私の方で担当しておりますので、私からお答えいたします。 

今の昌浦委員の御質問ですけれども、この辺の土地の無償譲渡とかいろいろの件について
も、他の市町村との兼ね合いもございますので、今後、評議員会とかいろいろな関係で打
ち合わせをしてまいりたいと思います。きょうはこのぐらいの回答にしかならないのかと
思いますので、よろしくお願いいたします。 

○根本委員 

資料 7 の 7 ページ、12 に、詩都景観形成事業「歴史の道」に要する経費ということで、81
万 8,517 円の決算となっております。これを見てみますと、実施内容ということで、第 1
回目から第 7 回、いろいろな形で実施をされたということでございました。 

ゲートシティという、そういう団体の皆様に協力をいただきながら、この事業を推進して
いるという、そういう御報告がございましたけれども、その団体から、このいろいろな事



業を展開して、報告書が出されたと、このようにお伺いしております。その報告書をいた
だいて、平成 21 年度にどう生かそうとしているのか、その辺のことをお伺いしたいと思い
ます。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

今御質問のとおりですが、8 月に報告書をちょうだいしてございます。 

それで、今後につきましては、こちらの報告書を受けまして、庁内で、実現可能なものか
らやっていこうではないかということで、その中でも、行政が担うもの、あるいは市民が
担えるものということについての検討が必要になってくるわけです。また、何よりも、そ
の地元の方々の御協力などというのももちろん必要になってくると思うのですが、それで、
これは今回の補正の中でも一部取り入れようとしているものがございますので、そのとき
に改めて担当課の方から説明があると思いますので、よろしいでしょうか。（「よろしい
です、そのときで」の声あり）ということで、できることから実現に向けていきたいとい
うことでございます。 

○根本委員 

できることから、これから検討してやっていくということですね。今ここで具体的にこれ
というふうには、まだ決まっていないということでよろしいですね。補正の中では一部出
していると、そういうことですね。わかりました。 

それから、同じ資料の 18 ページなのですけれども、1 番の公共交通に要する経費で、先ほ
ど質疑もございまして、東部線のこの成果も発表になりました。 

ことしから歳入の方でも、バス運行維持対策費補助金というのが、 232 万円ほど来ている
ということで、これはありがたいとこう思いますけれども、まずこれは継続していただけ
るのかということが一つ。 

それから、このバス路線の中で、やはり大きな目的の一つに、高齢者の足を確保する、や
はり自宅からどんどん外に出かけていく、そして社会参加を促すという、最終的には介護
にならないように、元気な高齢者をつくるという意味では、このバス路線というのは非常
に効果があるのです。 

そういう意味で、平成 19 年度において、そういう高齢者などに対して、社会参加を促すよ
うな何か施策を講じたかどうか、このバスに関してお伺いしたいと思います。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

まず、公共交通関係で、宮城県から平成 19 年度におきまして 232 万 2,000 円の補助金が
入りました。これは平成 19 年度になりまして、宮城県の方の補助要綱が改正されまして、
今まで補助対象にはならなかった、我が市が行っている東部バス路線と七ケ浜循環線、こ
の二つが対象となって入ってきたものでございます。 

これは、収支率によってその補助率が変わってくるようでございます。収支率を上げれば
上げるほど、御褒美にプレミアがつくというような補助金でございまして、したがいまし
て、収支率が下がりますと、この金額は維持できないというような性格の補助金でありま
す。 

それから、お年寄りの足の確保に対してということでございますけれども、公共交通の大
きな目的の一つであります、やはり住民の足の確保の中では、高齢者の外出などの支援と
いうのが大きな柱になっていることは、私の方でも認識しております。 



これにつきましては、平成 19 年度中では、西部バス路線を復活させようということで、19
年 5 月ごろですか、まずアンケート調査をいたしまして、その結果、西部地区のかなりの
高齢者の方々が、60 歳以上の方々が、「できれば復活させていただきたい」、それから、
「乗りたい」という、そういう要望がございましたので、そういったアンケート調査の結
果、今回、我々の方で各企業を当たりまして、それで多賀城北日本自動車学院の協力を得
て、その足の確保に一つの形として実現したというふうなことで、御理解いただきたいと
思います。 

○根本委員 

次に万葉号をお話ししようと思いましたら、先にお話ししていただきまして、どうもあり
がとうございます。 

そうすると、東部バス路線の中では、例えば高齢者の方に敬老乗車証と、仙台市でやって
いますね、70 歳以上の人に半額になるような敬老乗車証をやって、社会参加を促すと、こ
ういう施策は今のところしていないということですね。そういうことですか。 

半額になっても、もっと利用者がふえていくと、その収支率がよくなる、補助も上がると
いう可能性もありますね。この補助も有効に活用できるという、そういうこともあります
ので、やはりもう少し、その辺を検討していただきたいとこう思います。 

それから、もう一つ、特に高橋地区に多いのですけれども、仙台市のバスが仙台市方面に
走ります。そうすると、敬老乗車証を持って、お友達と一緒に行くと、多賀城の住民は全
額払う、別な仙台市の住民は敬老乗車証を持って安く払うというので、しょっちゅうその
お年寄りの方から、「多賀城市で何とかならないのですか」というようなお話をいただく
のです。「あれは仙台の市営バスですから、何ともならないのですよ」と、こういうお話
はしているのですけれども、よくよく考えてみると、そういう方々も仙台市にどんどん足
を運ぶということによっては、やはり生きがいづくりにもなるし、健康づくりにもなると。 

そういうことを考えた場合に、仙台市と協議をして、そういうバスを利用する方にも、多
賀城市で負担をして、その半額を出せるような敬老乗車証というのが発行はできないもの
かどうか、こういうことも私なりに考えてみたのですけれども、その 2 点についていかが
でしょうか。 

○菅野市⾧公室⾧補佐（行政経営担当） 

そうですね。高齢者の方の社会参加を促すといういろいろな方策があると思うのですが、
その中で、足の確保ということで、バス、このあたりの、シルバーパス的な発想、これは
確かに仙台市ではございます。 

それを、我が市において実践するのかというのは、まだ具体的な、内部の方でも検討して
ございませんので、そのあたり、高齢者の生きがい対策事業として、多分ほかのいろいろ
な施策的な部分ともあわせもって、今後いろいろと研究をしていきたいというふうに考え
てございます。 

○根本委員 

全く私もそのとおりだと思います。研究していただきたいと思うのです。多賀城でバスを
用意しなくとも、仙台市のバスを利用することによって、その人の社会参加ができるとい
うことになりますから、そういう意味では、そういう助成の仕方もあるのかということで、
東部路線も含めて、ぜひ検討してみてはいかがでしょうか。よろしくお願いしたいと思い
ます。 



それから、万葉号については、本年から充実させたと、先ほど説明がございました。時間
が短縮して、「非常に使いやすくなった」という、市民の皆さんの評判もいい、そういう
状況でございますので、今後ともお願いしたいと思います。 

それから、便数の増加に関しては、先ほど深谷委員がおっしゃったように、あのお話をし
っかり受けとめていただいて、御努力をお願いしたいとこのように思います。 

それから、企業誘致についてお伺いいたします。20 ページなのですけれども、ここにエ、
企業誘致施策ということで、平成 19 年度は「多賀城市産業創造戦略本部」を設置して、検
討を行ったということで、企業誘致を平成 19 年度から発足をさせて推進をしてきたと、こ
ういうことでございます。 

いわゆる、今言われている企業誘致というのは、5 年後、10 年後とかというそういう⾧期
的な展望のものではなくて、セントラル自動車あるいは東京エレクトロン、こういう会社
の企業進出に伴って、その子会社なりいろいろな会社がそれに付随して来る、あるいはそ
れに影響して来る会社がある、今が一番大事な時期なのですね。この一番大事な時期に、
どのようにその企業を誘致するかという点で、非常に課題も多いと思うのです。 

私は、2 月の一般質問でも申し上げましたけれども、大きな課題は、企業の進出が決まらな
い段階で、工業用地をどう確保するか、逆に、工業用地を確保していないで、企業は来る
のかと、こういう本当に大変な課題があると思います。 

そしてまた、大和町、あるいはあちらの方では、企業立地奨励金ですか、そういうものも
計画をしている、そういうこともありますけれども、そういうことで、平成 19 年度に企業
誘致をするのに、そういう立地奨励金などを検討したのか、あるいは、その工業用地の確
保について、どう検討して、この平成 20 年、21 年度を展開されようとしているのか、そ
の辺の取り組みをお伺いしたいと思います。 

○鈴木市⾧公室⾧補佐（プロジェクト推進担当） 

お答え申し上げます。 

実は、これは説明でもお話し申し上げたのですけれども、平成 19 年度は産業創造戦略本部
を設置をする検討にとどまりまして、4 月になって、新しい部⾧等が人事異動でかわりまし
たので、4 月になって、実際の会議を開いております。 

今後の取り組みなのですけれども、今委員がおっしゃったように、用地を確保すること、
これはとても大事であるし、それと、企業にアタックすること、これもとても大事だとい
うことで、どっちが先、どっちが後ではなくて、両方並行して進めなければならないだろ
うということで、市⾧から特に、今年度になりまして、名古屋とそれから東京の企業立地
セミナーに行って、まだ用地はないのだけれども、多賀城の知名度を売ってきましょうと
いうことで、PR をしてきたところでございます。 

それで、時期的な話でございますけれども、今非常に宮城県が波に乗っておりまして、来
たいという企業がいっぱいいると。県の話をお伺いしますと、「売ろう、売ろうと思って
いたときには、だれも企業は向いてくれなくて、一つ決まったら、余っている土地にわん
さか企業が来ているのだ」というような話を聞いております。 

ですから、これは急速に、急いでやらなければならないというふうには思っているのです
けれども、やはり当てもなく造成はできないということで、その辺をにらみながら、それ
から、その多賀城の今ある土地が、既存の工場地帯では大きな工場が入る土地のスペース
がございませんので、やはり造成をしなければならないと。造成をするためには、いろい



ろな法規制をクリアしなければならないということで、その法規制をクリアしながら、あ
るいは文化財の発掘もあるでしょうし、それから地権者との交渉、売っていただけるのか
どうなのかということもございましょうし、それから本当に多賀城に来ていただける企業
があるのか、企業が来ていただくために、当然そのときには、呼び水として奨励金の話も
出てくるでしょうし、これらを網羅しながら、一つずつ検討しているというところが、今
の現状でございます。 

○根本委員 

課題が、企業には来てほしいけれども、工業用地はどこにするかという問題もありますし、
地権者との話し合いはうまくいっていないという問題もあるでしょうし、また、大和町と
比べると、多賀城の田んぼはやはり高いのではないかと私は思うのです。そうすると、そ
ういう格差をどう埋めるのか、「こんな高い土地では進出できません」と、こうなる可能
性もある。 

ですから、その辺をよく検討して、まず何を今、手を打たなければならないのかを、やは
り検討していただいて、頑張っていただきたいとこう思うのです。 

私も、本当はここまで言いたいことがあるのですけれども、きょうは言わないで、取って
おきたいと思いますけれども、頑張っていただきたいと思います。 

最後に、44 ページ、原油高騰対策助成に要する経費ということで、平成 19 年度において、
市⾧の英断で補正予算を組んで、この原油高騰対策をやりました。 

市民の皆さん、非常に喜んでいましたね。あのときは灯油が 1,700 円から 1,800 円だっ
たでしょうか、その灯油への助成ということで行った事業でございました。 

まず、この平成 19 年度のこの事業の成果について、また評価をどのようにとらえているか
お伺いしたいと思います。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

原油の高騰対策として 5,000 円を支給したわけですけれども、いただいた方につきまして
は、それぞれよかったのかとこのように思います。 

ただ、この辺の問題の核心の部分といいますか、それは、こうした物価、特定の品目に関
する価格の高騰、一時的な高騰、あるいはこれが⾧期にわたるのか、瞬間的なものなのか
というふうな見きわめが、非常に難しいのだろうと思います。 

それから、先々の見通しそれ自体も、自治体の中ではなかなか判断が下しがたいのかとい
うふうな印象を持っています。 

ただ、これは非常に悩ましい問題になろうかと思いますけれども、一たんこのような形で
対策をしたということを、次の冬の時期、そういった時期に果たしてどう考えればいいの
かと。現場としては非常に困った問題としてありますけれども、ただ、石油そのものにつ
いては、価格変動がありますので、きのうあたりですと、原油の値段ですけれども、バレ
ル、 100 ドルを切ったというふうな状況でして、なかなか判断自体は悩ましいものがある
のだというふうに思っています。 

○根本委員 

昨年は 1,700から 1,800円と言いましたけれども、今現在、 2,000円以上していますね。
灯油は 2,000 円から 2,300 円の間で推移しているというふうに伺いました。 



御存じのように、去年より、ことしこの 1 年間で生活必需品と言われる物価が非常に上が
っている。6％も上がっている。ですから、多賀城市民の皆さんの生活、特に低所得の皆さ
んの生活は大変な状況にあるということは、認識されていると思います。 

国でも経済対策をやるということは決まっていますけれども、多賀城市も、やはり去年も
このように助成をして、国からも多分助成金が来たと思いますけれども、本市においても、
どうかこの決算を踏まえて、やるとすれば平成 20 年度の補正予算という対応になると思い
ますけれども、12 月議会までの間で、どうか市⾧、御検討していただきたいとこのように
思いますがいかがでしょうか。 

○菊地市⾧ 

今、根本委員おっしゃるとおりでございまして、原油も少し下がる可能性もあると思いま
す。ただ、全般を見渡すと、いろいろな物価が高騰というふうなことで、果たして年を越
せるのかということもあろうかと思います。ですから、ここ、恐らく 10 月あたりですか、
12 月に入らない前に、その辺を、動向を見きわめながら考えていきたいと思います。 

○栁原委員 

資料 7 の 65 ページの、放課後児童健全育成事業なのですけれども、この中で、定員よりも
多い、倍を超えるような児童が利用している施設があるわけですけれども、特に西部児童
センターが 40 人に対して 93 人というふうな人数になっております。 

もともと敷地が狭くて、大変な状態なのですけれども、いろいろ部屋割りを工夫していた
だいたり、あいている部屋を利用して、スペースを広げていただいたりしまして、少しで
もこの 1 人当たりの面積が広くなるように、職員の方がいろいろ知恵を出していただきま
して、一生懸命頑張っていただいているということで、大変感謝しているところなのです
けれども、今後の利用者の推移といいますか、山王小学校の児童もふえているようであり
ますので、来年、再来年ぐらい、この 93 人の利用者がどのような推移になっていくのかと
いうことが 1 点です。 

それで、利用者がふえていくとしたら、抜本的な増築とかということが必要になると思う
のですけれども、その辺のお考えをお聞きしたいということです。 

もう一つの質問は、資料 7 の 59 ページの、認可外保育所運営費補助に要する経費なのです
けれども、これが平成 19 年度からこの補助が減っていると思うのですけれども、18 年度
に比べて総額で幾ら減っているのかということと、もし 1 人当たりどれぐらい減ったのか
ということがわかりましたら、ちょっと教えてください。 

あと、三つ目なのですけれども、資料 7 の 11 ページなのですけれども、「広報多賀城」が、
今発行されているのですけれども、市のホームページから「広報多賀城」を閲覧すること
ができるのかどうかということなのですけれども、市の議会だよりの方はホームページか
ら見ることができるのですけれども、市の広報誌の方は、私がちょっと探したところでは
見られなかったのですけれども、できれば広報誌の方もホームページから見られたらいい
と思っているのですが、その 3 点をお願いします。 

○小川こども福祉課⾧ 

お答えします。 

まず最初に、留守家庭児童学級の関係でございますけれども、皆様御承知のように、今、
定員を大幅に超えている施設が 3 カ所ほどございます。当然、先ほど委員からお話があり



ました「あざみ学級」、それからあと、多賀城小学校の「すぎのこ学級」、それから城南
小学校区の「もみじ学級」は、90 名前後くらいの入級児童が今後とも見込まれるだろうと
いうことで、事務事業評価の方でもちょっと触れてはおりますけれども、今後やはり児童
の適正な生活環境というのですか、それを確保するために、分級なども考えていかなけれ
ばならないだろうというふうに思っております。 

それから、あともう一つは、認可外の方でございますけれども、これは昨年から、3 歳以上
児の分まで、平成 18 年度は月額 2,100 円だったものを、月額 1,500 円に変更させていた
だきました。 

平成 19 年度の実績数値に基づいて、もしその 2,100 円だったら幾らくらいの影響がある
のだろうというのを、ちょっと試算をしてございます。全体で 21 万 6,600 円の減という
ことになります。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

委員御指摘のとおりで、多賀城市のホームページから広報の方には直接閲覧はできません。
一つは、情報量等もございますけれども、いろいろ広報の中には、小学生だったり、個人
情報等もありますので、そのまま載せるということもちょっとできないということで、直
接見られない状況になってございます。 

○栁原委員 

わかりました。あざみ学級の方は、もう何度も議会の方からも要望が出されていると思い
ますので、これは何とか抜本的な改善をまた要望しておきたいと思います。 

二つ目の、認可外保育所ですけれども、 2,100 円から 1,500 円と、わずか 600 円といえ
ば 600 円ですけれども、こういう認可外の保育所の場合ですと、所得に関係なく、所得の
多い人も少ない人も大変な負担を強いられているわけですし、公的な保育所の手の及ばな
い方たちが利用されているということで、わずかな金額ではあっても、そういうところを
予算を減らしていくというのは、今後、子育て支援に力を入れていくという市⾧のお考え
もあるようですので、来年の予算の編成では、こういうところはぜひもとに戻していって
いただけたらというふうに、これも要望しておきたいと思います。 

広報誌の方は、個人情報の関係があるということなので、そういうことであれば、仕方が
ないのかなという気もしたのですが、大変この広報誌に載っている膨大な情報があります
ので、これは残念ですけれども、ではわかりましたということです。（「答弁はよろしい
ですか」の声あり）いいです。 

○松村委員 

2 点お伺いいたします。まず初めにですが、11 ページ、「おばんです懇談会」事業につい
てお伺いいたします。あと、2 点目は、43 ページ、社会福祉協議会に要する経費の中で、
生活安定資金貸付制度についてお伺いしたいと思います。 

まず、1 点目の、おばんです懇談会の件ですが、行政評価の取組の中の 135、 136 ページ
にも載っておりますが、これは市⾧の公約で始まった事業でありますけれども、内容、状
況を見ますと、目標に対して若干参加人数とかそういうのが少ないのかというふうな感じ
がします。それで、でもやはりこれは、地域の課題について現場の声を市⾧が直接聞くと
いうこと、また、協働のまちづくりに対する市民の意識の啓発、協力を呼びかけるという
意味からは、大切な事業であると私も認識しております。 



それで、この行政評価のところの最後に、事業の方向性としまして、見直しとして、今後
拡充という方向で書いてありますけれども、具体的にどのような見直しをして、拡充をさ
れる方向に考えておられるのか、その点 1 点お伺いいたします。 

あと、もう 1 点は、その懇談会の中で、市民の方からいろいろ、さまざまな要望とか意見
とか出ると思いますけれども、説明のときに若干概要はお話しありましたけれども、もう
少し詳しい市民の声というのですか、現場の声というものを、多分とってらっしゃると思
いますが、そちらの方をやはり私ども議員の方にも、できましたら、資料として提供して
いただけないかという、この 2 点をまずお伺いいたします。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

まず、1 点目の、目標に関してなのですが、これらの事業は、今、委員お話のとおりで、平
成 18 年、菊地市⾧就任からマニフェストの一つということで実施してございますが、18
年中の回数が、1 回当たりでいろいろと、成果指標でいう対話が 15 件あったということで
すので、これを倍にしようではないかということで、30 件、そして、それの 10 回という
ことで、 300 件ということで目標を掲げております。 

しかし、やはり決められた時間の中で、ちょっとやはり無理があったのではないかと、物
理的に無理があったのではないかという意味では、その目標値の妥当性がちょっといかが
なものかということでは考えてございますので、そういった意味での成果の見直しという
のもやる必要があるのではないかと。 

ただし、延べ参加者としましては、 500 人に対して 433 人ということであれば、これに
ついてはまあ上々というか、まずまずといいますか、目標を達成できたのではないかとい
うふうに評価はしてございます。 

それから、2 点目の、懇談の内容について詳しくというお話でございますが、それを見られ
るようにというお話ですね。（「資料として提供するようにしてほしいというふうなこと
ですね」の声あり）はい。こちらのいただいた御意見につきましては、前の説明でも申し
上げましたように、回答を要するものについては回答し、あるいは要望等について、御提
案などについて、採用できるものについては採用するということで、広報の方にもことし
から御案内するようになっておりますけれども、過去においてどんなお話があったのだろ
うか、そしてそれがどういうふうな処理がなされたのかということについては、やはり皆
さんの方に情報提供できるような状態にしておく必要があるなということで、今、その作
業をしておりますので、こういった内容について情報公開コーナーの方で閲覧できるよう
な状況にできるよう、努力させていただいております。もう少しお時間をちょうだいでき
ればというふうに考えております。よろしくお願いします。 

○松村委員 

ありがとうございました。目標がちょっと高過ぎたということで、いかなかったのかとい
うような御回答だったと思います。でも、これは本当に大変すばらしい企画といいますか、
事業だと思いますので、今後もぜひ続けていただいて、やはり現場の声を直接聞けるよう
な形を続けていっていただきたいと思います。 

あと、やはり、行政の方でも御認識がありましたようですけれども、若い方がなかなか参
加が少ないということでありますので、その辺の方に対しての呼びかけも今後大切かとい
うように思いますので、その辺に対しても御努力していただいて、お願いしたいというふ
うに思います。 



あと、資料の方は今まとめているということですので、ぜひ、どのような傾向の質問が多
いのかというのは、私たち議員としても知っておく必要があると思いますので、ぜひ一覧
にできましたら御提示いただきたいと思います。ありがとうございました。 

あと、2 点目なのですけれども、社会福祉協議会に要する経費の中で、 3,763 万 2,682
円という決算額が出ておりますが、この事業の中で、生活安定資金貸付制度というものも
市の方で補助していると思いますが、そちらの方の金額がどのような金額を補助されてい
るのか。（「補助ではありません」の声あり）補助ではないのですか。（「事業として」
の声あり）その金額ですが、どのくらい予算配分しているのかということです。 

あと、近年のこの方たちの利用数の傾向というのですか、その辺とっておりましたら、お
教えいただきたいと思います。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

決算額の内訳についての御質問でございますので、お答えさせていただきます。 

3,763 万 2,682 円の内訳でございますけれども、これが社会福祉協議会の事務局職員の人
件費部分が 3,618 万 4,882 円、それから、無縁仏の供養ということで、社会福祉協議会
でやっていただいておりますけれども、この分として 5 万 4,150 円、（「すみません、安
定資金に対してのだけでいいです」の声あり）ですから、それから団体育成助成分として 
139 万 3,690 円、これ全部合わせますと、先ほどの 3,700 万円何がしというふうな数字
になります。 

したがいまして、生活安定資金について、この分からどれそれというふうな形では使われ
ておりません。社会福祉協議会の中で、全体のその事業費の中で、その部分については資
金確保しているというふうな状況でございます。 

利用の実態、それから傾向についてはいかがかということなのですけれども、ちょっとこ
の辺につきましても、社会福祉協議会の方でその辺の情報を持っておりますので、今、私
の方では把握してございませんでした。 

○松村委員 

この貸付制度というのは、低所得者を対象に、生活資金を貸し付ける制度でありまして、
自立更生を援助して、生活の安定を図ることを目的として行われております。それで、こ
れは昭和 46 年に県の事業として始まりまして、県と市が一緒に原資を貸し付けて、現在は
5 万円の貸し付けということでやっている事業のように承知しております。 

これを借りますと、無利子で借り入れられまして、あと、その方の状況に応じて 5,000 円
とか 1 万円とかということで、お返しするということで、本当に低所得の方に対しては、
何か急なお金が必要なときには、大変ありがたい事業であるというふうに私も思っており
ます。 

先ほど、根本委員の方からもありましたように、今、社会の経済状況が大変厳しい状況の
中、やはりこれを利用する方というのが、かなりふえているように思います。 

といいますのは、実は……、（「松村委員に申し上げます。事業の内容が社会福祉協議会
の事業となっております。ということで、当局としては答える立場にないと……」。「い
やいや、この事業の原資を県と市が出しているのです。ですから、原資は市で出したお金
でそれを運営しているのです。ですから、事業はそちらでやっても、こちらで関与する、
当然原資を出している以上は、だから聞いているのです。多賀城市民しか利用できないの



です、これは。いいですか、ですから、委員⾧、続けさせてください」「では端的にお願
いします」の声あり） 

それで、結論から言いますと、最近、これをお借りしたいといって行った方がいましたら、
原資が足りなくて、「2 カ月ぐらい待たなければならない」というふうな回答をされたとい
う方に相談を受けました。 

そういうことからいいますと、やはり、先ほど言いましたように、今こういう厳しい状況
でありますので、やはりそういう人たちを支えるという意味でも、やはりこの辺に対して
の金額の増額とか、あと原資のもう少し増額というのですか、それをするという方向が大
切ではないかというふうに思うので、それでお伺いしたのですけれども、市民の生活がど
ういう状況かというのを、市としてもう少し掌握していただいて、その辺に対しての対策
もとるべきではないかと思いますが、いかがでございますか。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

この事業そのものについては、先ほどお答えしましたとおり、社会福祉協議会の事業であ
るということでございます。 

それから、原資が不足して、融資がうまく回らなくなったということにつきましても、ち
ょっと私の方としては把握してございませんでしたので、その辺のところをよく確かめた
上で、市がとり得る対応としてどんなことがあるのか、その辺についてちょっと検討させ
ていただきたいというふうに思います。 

○松村委員 

では、ぜひその方向でよろしくお願いいたします。 

○森委員⾧ 

あと質問の方、お二方でよろしいですね。 

○藤原委員 

総務費関係が 3 点、民生費関係が 3 点です。 

一つは、No.7 の 4 ページ、5 ページの定員管理の問題ですが、平成 19 年度末で予定より
も 15 人少ないと。ということは、予定以上にやめられた方が多いということなのだと思い
ます。 

行政評価の方でも、 129 ページ、 130 ページにあるのですが、ちょっと私、気になるの
は、緊急再生戦略構築のための取組指針の本文の 2 ページのところで、「本市職員のメン
タル系疾患は、国内の他の事業所に比べ高い罹患率となっており、年々増加する傾向にあ
る」と、そういうことが言われているのです。この関係はないのか。 

普通でしたら、これほど景気が悪くて、しかもなかなか正規採用にならないという厳しい
情勢の中で、一般的には役所はまあ安泰だと言われている。そういう中で、なぜこんなに
予想を超えるような退職者がふえているのかというのが、ちょっと私は疑問なのですが、
この緊急再生戦略の指摘していることと関係があるのかないのかという点、まずお答えい
ただきたいと思います。 

それから、二つ目、25 ページの、地区集会所の件なのですけれども、下のところに、地区
集会所建設等に要する経費があります。集会所の耐震診断について、これは前から私取り



上げてきました。素人目に見ましても、柱が少ない、壁が少ない、空間が大きい、ですか
ら非常に集会所は耐震度が弱いだろうというふうに思っていました。 

先日、敬老会があって、区⾧と話をしましたら、留ヶ谷の耐震診断は 0.3 だったというこ
とがわかりました。それから、市川の方と話していましたら、やはり市川の集会所も 0.3
だというのがわかりました。 

それで、従来の皆さん方の答弁では、この地区集会所建設費補助金の範囲内で耐震化工事
をやってもらうという立場だったのですが、一つは、全集会所の耐震度を、皆さん方はや
はりきちんとつかむ必要があるのではないかというのが 1 点です。 

それから、もう一つは、文部科学省も、その学校の耐震化を一気に促進させるために、補
助率を上げたり、それから、いわゆる起債の枠を広げたりとかいろいろやっているわけで
す。従来の枠のままでやってくださいというだけで本当にいいのかということが、今、私
は市に問われているのではないかと思うのですけれども、その点についても見解をお願い
をしたいと思います。 

それから、もう 1 件です。30 ページ、差し押さえのことなのですけれども、私、実はある
人に、「そこまでやるのか」という話を受けたのです。私道がありまして、住んでいる人
の共有になっている。6 軒か 7 軒か、まあ何軒か住んでいまして、ある方が税金を払えなく
て差し押さえになったと。そうしたら、共有部分もその方の持ち分が 5 分の 1 か 6 分の 1
かわからないのですけれども、あるために、共有部分まで差し押さえになったと。したが
って、皆さんに差し押さえの通知が行ったと。そこまでやる必要があるのかと。大体共有
地は共有地として使う以外に道はないのではないかと。1 軒の人が滞納したからといって、
共有地を市が取って、転売したりできるのかと、そんなことはできないですね。ですから、
そういう共有地の部分まで差し押さえする必要があるのかという意見がありまして、私も
そこまでやる必要はないのではないかというふうに思うのですけれども、まず、以上、3 点
について御回答願います。 

○森委員⾧ 

当局の答弁の前に、ここで皆様方に申し上げます。本日の会議時間は、議事の都合により、
あらかじめこれを延⾧いたします。 

○佐藤総務部次⾧(兼)総務課⾧ 

お答えいたします。 

精神疾患の職員の関係の御質問かと思います。その前に現状をお話しさせていただきます。
現在、専門の方の病院の先生から、診断書をもらって、要するに病気休暇をとっている職
員の数でございますが、平成 18 年度につきましては 38 名、このうち、要するにメンタル
系の疾患という診断の職員は 38 名のうち 15 名でございます。19 年度につきましては、病
気休暇の取得職員の数が 32 名、うち、そのメンタル系の疾患の職員については 10 名でご
ざいます。 

ちなみに、今年度、9 月 1 日現在でございますが、病気休暇を取得職員の数が 12 名、うち
メンタル系が 8 名。そのメンタル系の中には、時間をもらって病院に通っている職員もご
ざいますし、⾧期の休暇の職員もございます。 

その中で、病気休暇の種類でございますが、この精神疾患の疾病の場合は、医師の診断に
よりまして、最⾧で 180 日間、6 カ月間の休暇が与えられます。その 6 カ月経過して、ま
た療養が必要な場合については、今度は地方公務員法の適用でございまして、休職の発令



となります。この休職の発令は最⾧ 3 年間でございまして、1 年ごとにその辞令が交付され
るという制度でございます。 

今年度のデータによりますと、現在、その休職発令の職員が、9 月 1 日現在で 4 名の職員
がおります。 

現状はそういうところでございまして、この問題はなかなか難しい問題がございまして、
では原因がどこにあるかということだと思うのですけれども、一概に組織だけの、人間関
係だけではないのかなととらえてございます。中には家庭の事情、例えば子育てで悩んで
いる職員もございます。それから、生活全般で悩んでいる職員などもございまして、一概
に職場の人間関係だけの疾患ではないのかなというとらえ方はしてございます。現状認識
は以上でございます。 

○片山地域コミュニティ課⾧ 

集会所に関する御質問にお答えいたします。 

現在、昭和 56 年 5 月以前に建てられた集会所につきまして、実際に耐震診断が未実施の施
設が、平成 19 年度末ということでは 9 棟ございました。平成 20 年に入りまして、それぞ
れ 2 カ所ほど新しく診断をしているところがありますけれども、うち 1 カ所は、これは昭
和 57 年に建てられたものですので、いわゆる新しい基準のときに建てられたものなのです
が、こちらにつきましては、地区内に設計士さんがいらっしゃるということで、そちらの
関係でお願いしたのですが、そちらもやはり耐震としてはだめだったと。それが先ほど藤
原委員がおっしゃった留ヶ谷集会所だったということなのですけれども、本当におっしゃ
るとおりで、壁は少ない、柱は少ない、それから窓が多いということでは、非常に集会所
の構造そのものが耐震には厳しいのかということで、そういう意味で、下馬東であるとか、
東田中であるとか、最近建てかえをしたところについては、指数が 2 以上だったりという
ことで、十分配慮されているというところでございますが、こちらの診断に基づいて、改
善なり修繕なり、建て直しということについては、委員御指摘のとおりで、従来の方法で
お願いをしますということでお話をさせていただいておるところです。 

この補助率あるいは上限の額については、何回か改正があって、今の段階で最高 500 万円
の 2 分の 1 ということになっておりますが、これらの集会所は、確かに地区の防災拠点に
もなっているということからすると、実際の有事の際にどうなのだということで、大変非
常に、本当に地区の方々のお気持ちは大変わかるのですが、今の状況からいきますと、今
の補助の中でお願いするしかないのかというのがまず 1 点。 

もう一つは、地域コミュニティー助成という、自治総合センターでやっている、そちらの
中に集会所のメニュー等もございますので、当然、地区での持ち出しもありますので、そ
ちらの方、地区の方の方々の出せる負担も御相談いただきながらということで、お願いし
ているというのが実態でございまして、いずれにしましても、大変厳しい中でお願いする
しかないというのが実態でございます。 

○鈴木収納課⾧ 

委員御指摘の差し押さえの件でございますが、多分、差し押さえにつきましては、何度も
何度もその納税者のお宅にお伺いいたしまして、納税勧奨を行ったと思います。 

しかしながら、納めていただけないということで、共有地も含めて差し押さえをしたもの
だと思っております。 



納税相談の方においでいただいて、例えば納税額がお支払いいただけないというときには、
分納ということもございまして、そういう納税相談の方に応じていただければ、差し押さ
えまではいかなかったのだろうと思います。 

○藤原委員 

時間もなくなってきましたので、そのメンタルの件は、もちろん私も、組織だけだとは思
いません。ただ、定員管理で予定よりも 15 人少ないと、行革が進んだと手放しで喜んでい
ていい問題ではないだろうというふうに思うのです。そういう問題意識は、ただいまの答
弁からすれば、多分共有しているだろうと思いますので、やはり働きやすい、意欲を持っ
て働きやすい職場にするために、これはいろいろ努力をしていただきたいというふうに思
います。答弁は不要です。 

それから、地区集会所なのですけれども、いいのですか、本当に、そういう答弁で。地区
の集会所は、いろいろな地区の行事で一番人が集まるところですし、実際に 8.5 水害のと
きなどは、留ヶ谷の例で言いますと、集会所に避難した人もいました。現状では、地震の
ときの避難所には絶対ならないですね。一番危ないところです。集会所が。 

そういうところを放置したままでいいのかと、「従来どおり」ということは、何もしない
ということですよ。新たな手は何も打たないということですよ。先ほども言いましたけれ
ども、文部科学省は、補助率を上げて、そして起債の枠も拡大したのです。お金がないか
らといって、市立の学校と保育所などをやれば、あとは知らないという立場でいいのかと
いうことが、私は問われていると思うのです。 

お金がかかる問題ですから、担当者はそういうふうにしか言えなかったと思うのですけれ
ども、トップはどういうふうに考えているのですか、この問題で。答弁願います。 

それから、差し押さえの件、私は、差し押さえをやってはだめだなどと言っていません。
差し押さえをやったのは、確かにいろいろ督促をやっても払わないと、来てくださいと言
っても払わないと。ですから差し押さえたのだと思うのです。 

私が言っているのは、共有地まで差し押さえる必要があるのかということを言っているの
です。共有の道路は道路にしか使えないでしょう。市がそこを取り上げて、売ったりする
のですか。しないでしょう。住民が使っている道路ですから。 

ですから、私が言っているのは、ある私道があって、そこに 10 人なら 10 人の権利者があ
ったとする、10 人が張りついていたとする。その 10 人の中の 1 人が滞納して、差し押さ
えになったからといって、その共有地まで差し押さえる必要があるのかと。差し押さえて
どうするつもりなのだと、何をしたいのかと、共有地を押さえて。みんなに、あの人が滞
納で差し押さえられたそうだということを、役所が、普段、個人情報、個人情報と言って
いながら、役所が率先して、あそこは税金払っていないから差し押さえになったそうだと
いうような話を、役所がみずから宣伝しているようなものなのですよ。 

ですから、私は、先ほどの答弁は全く理解できない。もう一回。 

○澁谷総務部⾧ 

では、地区集会所の耐震診断ということなのですけれども、前にも申し上げていると思う
のですけれども、やはり一番なのは住民の安全・安心ということで、それもやはり段階的
にやっていく必要性があるのかということで、まず保育所、小学校という部分を最初にや
らせていただいたということで、今後、やはりそういう部分も考えていく必要性はあると



は思うのですけれども、財政当局とその辺を十分相談しながら、いろいろ検討をしていき
たいと思っております。 

○鈴木収納課⾧ 

差し押さえの場合に、いろいろなケースがあろうかと思います。委員御指摘のようなケー
スで、一体何が原因でそういうふうになったのか、私の方としても即座にお答えすること
ができませんものですから、ちょっとそれは調査をさせていただきたい。 

今後そういうふうなケースがあった場合、十分注意して差し押さえなどをしていきたいと
いうことで御回答申し上げます。 

○藤原委員 

言ってみるものだなと思いました。よろしくお願いします。 

それから、民生費関係、三つ。 

先ほど、社会福祉協議会の貸し付けの問題が出ましたが、質問された方は、もっと役所が
増資して、原資がないという状況にしないようにするべきだという趣旨だったと思うので
すけれども、私、実はある人から、社会福祉協議会の貸借対照表を見せてもらったのです。
大変なお金を持っていますね。人件費積立金などという積立金まで持っていまして、億単
位の金を持っていました。 

私は、市役所が増資しなくても、話し合いで、持っている資金を有効に使って、やるとい
うことは十分可能ではないかと。そして、そういうことは、当然市役所が社協といろいろ
な協議はできるようなシステムになっていると思うので、それはぜひ、何といいますか、
それは社協の事業だからと言って、知らんぷりをしないで、きちんと話し合いをしてほし
いと思うのですが、まずそれが 1 点です。 

それから、59 ページの、認可外保育所の補助金をカットした件、先ほど栁原委員が、要望
しておきますということだったのですが、私、なぜ歳入の質疑で、取組指針との比較をや
ったのかと。取組指針の金額からすると、歳入が 10 億円ふえています。皆さん方は、取組
指針の一環として、 2,100 円の補助金を 1,500 円に削って、そうやって増収になった分
がずか 21 万 6,600 円、このわずか 21 万 6,600 円が無認可保育所にはこたえるのです。
そして、実際に歳入の方では、皆さん方は 10 億円の見込み違いがあったわけでしょう。全
然次元が違う話なのです。 

私は、そういう点では、10 億円も歳入の見込み違いがあったのだから、そういう中で、な
ぜこういう弱い者いじめをするのかと、公立保育所に入れなくて、しようがなくて、保育
料が高くても無認可保育所に入れるわけでしょう、まさにこれは弱い者いじめだと思うの
です。見直すつもりはないのですか。そういうのが二つ目です。 

それから、三つ目、65 ページ、留守家庭児童学級の対策、これも先ほど栁原委員が質問し
た件なのですが、分級も考えるというのは、非常に前向きな答弁だったというふうに思い
ます。それは、大幅に定員オーバーしているところ、すぎのこ学級、もみじ学級、あざみ
学級、それは全体としてそういうことを考えるというふうに受けとめていいのかどうかと
いうことなのですが、答弁をお願いします。 

○内海保健福祉部次⾧(兼)社会福祉課⾧ 

社会福祉協議会の関係につきましては、ただいまそのバランスシートの話もございました
が、人件費といいますか、その辺の部分で云々というふうなこともございましたので、そ



こも含めまして、いろいろ社会福祉協議会の方と話をさせていただきたいというふうに思
っております。 

それから、特に、社会福祉協議会につきましては、法に位置づけられたいわゆる民間の組
織で、いわゆる福祉の増進、これのための存在でございますので、本来あるべき姿なり、
あるいは効率的な経営の姿なりというふうなものまで含めて、他の自治体等々を参考にし
ながら、協議をさせていただきたいというふうに思っております。 

○小川こども福祉課⾧ 

認可外保育所の補助金の見直しというふうな話でございますけれども、年々認可外保育所
が、多賀城市には 1 カ所程度ずつ増加しているという要因もございます。その入所児童の
希望の数に対して、施設数がちょっと多くなり過ぎているのかという部分もあって、その
辺での、子供の奪い合いというわけではないのですけれども、問題があって、経営が行き
詰まって、やめている認可外保育所も出てきているというのも実態でございます。 

そういうことも踏まえながら、この辺の問題についても一緒に考えていきたいと思ってお
ります。 

それから、留守家庭児童学級の問題につきましては、先ほども言いましたように、児童の
快適な生活環境、スペースというのですか、そういうものも確保していかなければならな
いというふうにも考えておりますので、この辺の 3 カ所程度の分級なども、ちょっと今後
は視野に入れながら、事業展開を考えていきたいというふうに考えております。 

○藤原委員 

社協と留守家庭児童対策については明確に、前向きの答弁だったと思いますが、認可外保
育所についてなのですけれども、検討してみるということなのですか。何だか趣旨がよく
わからなかったのですけれども。 

私は、歳入で 10 億円も見込み違いが出るのですから、繰り返しますけれども、なぜ 21 万 
6,600 円を余計に取るために、きゅうきゅうとする必要はないのではないかというふうに
思うのですけれども、いかがですか。 

○小川こども福祉課⾧ 

認可外保育所の施設経営者などともいろいろ情報交換をしながら、この辺の関係について、
ちょっとあといろいろ調べさせていただきまして、あとその辺で、あと財政当局などとも
いろいろ相談しながら、今後この部分についてどうしていったらいいのかちょっと検討し
たいと思います。 

○雨森委員 

先ほど 2 件いたしました。3 件目の 1 件なのですが、最近、前進とバックですか、それか
らブレーキとアクセルの間違いというようなことで、交通事故が多発している高齢者の
方々の免許を返納するという、今、全国的にそういった状況下にあるわけですが、仙台市
はバス料金の割引きとか、特典をいろいろと考えていますが、多賀城市もそういったこと
を踏まえて、何かそういった方々にメリットとか、お考えがあるのかどうか。第 1 点です。 

それから、説明も受けたのですが、前年度の交通死亡者は 2 名ですか、それと事故件数、
その中にお年寄りがいらっしゃったかどうか、その 2 点をお尋ねいたします。 

○伊藤交通防災課⾧ 



お答えいたします。 

まず、1 点目の、高齢ドライバーの免許証の返納ということでの、特典は考えておるのかと
いうようなことでございます。県内それから全国的にも、75 歳以上の高齢ドライバーの方、
免許を返納しますと、バスを割り引いたり、あるいは地域商工団体の方では、そういった
割引券を発行したり、あるいは銀行等の金融機関では、割増しの利子をというようなこと、
民間でもそういった事業を展開しているということは承知いたしております。 

今後、県内各団体の状況等も踏まえながら、本市で最もふさわしい施策を研究していきた
いというふうに思っております。 

それから、昨年の交通死亡事故についてでありますが、2 件発生いたしまして、1 件はジャ
スコ多賀城店さんに行く菅野金物屋さんのところでありますが、65 歳を超えた高齢者の女
性の方、自転車で、右折車両にはねられてお亡くなりになったというのが 1 件。 

それから、もう 1 件につきましては、八幡二丁目の国道 45 号で、8 月に 86 歳の男性の方
が、ちょうどめしの半田屋さんのところに押しボタン信号機が設置してあるわけですが、
10 メートルにも満たない塩竈寄りの方で、横断歩道の設置されていないところを横断して、
はねられたというような、お二方の悲しい死亡事故でございました。 

○雨森委員 

年に 2 人のとうとい命が失われたということであります。 

それで、今、非常に御答弁いただきましてわかったのですが、その返納者ですが、そうい
う方々に対しての、今後その検討をよろしくお願いをいたします。 

○森委員⾧ 

以上で、第 1 款から第 3 款までの質疑を終了いたします。保留にしていた資料なのですけ
れども、今間に合いますか。事務局に届けてあるというふうなことで、大変失礼いたしま
した。（「あしたの冒頭でもいいですし」の声あり）よろしいですか。提出を求められた
昌浦委員、それでよろしいでしょうか。（「はい」の声あり） 

では、きょうの質疑は以上といたしまして、あす冒頭に皆様方にお渡ししたいと思います。 

 
○森委員⾧ 

お諮りいたします。本日の委員会はこの程度にとどめ、延会したいと思います。これに御
異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○森委員⾧ 

御異議なしと認めます。 

よって、本日はこれにて延会することに決しました。 

明日 9 月 17 日は午前 10 時から特別委員会を開きます。 

本日はどうも御苦労さまでございました。お疲れさまでした。 

午後 5 時 15 分 延会 



 
決算特別委員会 

委員⾧ 森 ⾧一郎 

 


